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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人物質・材料研究機構 
評価対象事業年度 
 

年度評価 平成 29 年度（第４期） 
中長期目標期間 平成 28～34 年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付、齊藤康志 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、井上恵嗣 

 
３．評価の実施に関する事項 
平成 30 年７月 11 日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第 9回）において、法人による自己評価の結果について、理事長・監事による説明を含むヒアリングを実施すると

ともに、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

平成 30 年７月 24 日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第 10 回）において、法人による自己評価の結果について追加ヒアリングを実施するとともに、委員から、主務大臣

による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

平成 30 年８月 22 日 文部科学省国立研究開発法人審議会総会（第 12 回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定※１ 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

 

 

 

A （参考）本中長期目標期間における過年度の総合評定の状況※２ 
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

B A ― ― ― ― ― 

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認め

られるため。 

 
２．法人全体に対する評価 
・特定国立研究開発法人として、トップマネジメントが強化され、活動の方向性が明確になってきたと評価する。 

・今後も研究開発の方針をさらに明解な形で徹底し､自由発想型研究のようなボトムアップ的テーマ提案と組み合わせることで､社会イノベーションにつながる画期的な材料開発を強力に推進していく

ことを期待する。 

・M-cube を例として､産学官連携の具体的な場（プラットフォーム）を整備したことを評価する。これを起点に今後の連携活動を加速する施策を強化していくことが期待される。 

・国際活動については、国策・国益を踏まえた上で機構の強みをグローバルに展開できるよう、研究力、プラットフォーム機能、知財と標準化、人材などの観点で引き続き我が国を牽引していくこと

を期待する。 
 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等  

 
４．その他事項 
研究開発に関する審議会

の主な意見 
・NIMS の研究開発のカバーする領域､特に機能性材料開発では､物質材料と技術の組み合わせが多岐にわたるため非常に多数の個別テーマが可能となる。方向性の発散した

単発の成果の集合にしないために､それらをどのように研究管理するかが極めて重要と考えられる。平成 29 年度の現状では､さらに体系的に整理する余地を残していると思

われるため､中長期も含めた研究戦略､指針の検討に注力することを期待する。 
・材料研究の実験データを活用してインフォマティクス研究につなげる重要性が指摘されているが､そのためには産学官を統合したデータ利活用のためのプラットフォームを

どのように有用な形で構築するのかが課題となる。今後発展させていく上で､特に企業からデータを提供させるインセンティブをどう設定するかが重要なポイントとなる。

NIMS のみならず国を挙げて推進していくことが必要な課題として展開させていくことを期待する。 
・理事長裁量経費により萌芽研究を実行しやすい環境が整いつつある。チャレンジ研究からシーズ技術への発展に期待する。 

監事の主な意見 
 

・機構の業務は法令等に従い適正に実施され、中長期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されている。 
・事業報告書は機構の状況を正しく示しており、予算の区分に従い作成した決算報告書及び財務諸表は機構の財産及び損益の状況を適正に表示している。 
・独立行政法人改革等に関する基本的な方針等、過去の閣議決定において定められた事項に対する機構の取組みについて、指摘すべき事項は認められない。 

※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。  

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。  
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 
 
 

年度評価 項目別調書№ 

 
備

考 
 
 

 中長期目標（中長期計画） 
 
 

年度評価 項目別調書№ 
 

備

考 
 
 

２８

年度 
２９

年度 
３０

年度 
３１

年度 
３２

年度 
３３

年度 
３４

年度 
 ２８

年度 
２９

年度 
３０

年度 
３１

年度 
３２

年度 
３３

年度 
３４

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大

化その他の業務の質の向上

に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

― ― ― ― ― ― ―    Ⅱ．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためにとるべき

措置 

― ― ― ― ― ― ―   

 
 
 
 
 

１．物質・材料科学技術

に関する基礎研究及び基

盤的研究開発 

― ― ― ― ― ― ―     １．組織編成の基本方針 B B ― ― ― ― ― Ⅱ－１  

１．１ 重点研究開発領

域における基礎研究及び

基盤的研究開発 

― ― ― ― ― ― ―     ２．業務運営の基本方針 ― ― ― ― ― ― ―   

１．１．１ 機能性材料

領域における研究開発 
B B ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－１    （１）内部統制の充実・強

化 
B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（１）  

１．１．２ エネルギ

ー・環境材料領域におけ

る研究開発 

A A ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－２    （２）機構の業務運営等に

係る第三者評価・助言の活

用 

B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（２）  

１．１．３ 磁性・スピ

ントロニクス材料領域に

おける研究開発 

A S ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－３    （３）効果的な職員の業務

実績評価の実施 
B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（３）  

 
 
 
 

１．１．４ 構造材料領

域における研究開発 
B A ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－４    （４）業務全体での改善及

び効率化 
― ― ― ― ― ― ―   

１．１．５ ナノ材料領

域における研究開発 
A A ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－５    ①経費の合理化・効率化 B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 

① 
 

１．１．６ 先端材料解

析技術領域における研究

開発 

A A ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－６    ②人件費の合理化・効率化 B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 
② 

 

１．１．７ 情報統合型

物質・材料研究領域にお

ける研究開発 

B B ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－７    ③契約の適正化 B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 
③ 

 

 ２．研究成果の情報発信

及び活用促進 
― ― ― ― ― ― ―     ④保有資産の見直し等 B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 

④ 
 

 ２．１ 広報・アウトリ

ーチ活動及び情報発信 
― ― ― ― ― ― ―     （５）その他の業務運営面

での対応 
B B ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（５）  

 ２．１．１ 広報・アウ

トリーチ活動の推進 
S S ― ― ― ― ― Ⅰ－２－１－１   Ⅲ．財務内容の改善に関する目

標を達成するためにとるべき措

置 

― ― ― ― ― ― ―   
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２．１．２ 研究成果の

情報発信 
B B ― ― ― ― ― Ⅰ－２－１－２    １．予算（人件費の見積も

りを含む。）、収支計画及び

資金計画 

B B ― ― ― ― ― Ⅲ－１  

２．２ 知的財産の活用

促進 
B B ― ― ― ― ― Ⅰ－２－２    ２．短期借入金の限度額 ― ― ― ― ― ― ― Ⅲ－２  

３．中核的機関としての

活動 
― ― ― ― ― ― ―     ３．不要財産又は不要財産

となることが見込まれる財

産がある場合には、その処

分に関する計画 

― ― ― ― ― ― ― Ⅲ－３  

３．１ 施設及び設備の

共用 
A A ― ― ― ― ― Ⅰ－３－１    ４．前号に規定する財産以

外の重要な財産を譲渡し、

又は担保に供しようとする

ときは、その計画 

― ― ― ― ― ― ― Ⅲ－４  

 ３．２ 研究者・技術者

の養成と資質の向上 
B A ― ― ― ― ― Ⅰ－３－２    ５．剰余金の使途 B B ― ― ― ― ― Ⅲ－５  

 ３．３ 物質・材料研究

に係る学術連携の構築 
B B ― ― ― ― ― Ⅰ－３－３   Ⅳ．その他主務省令で定める業

務運営に関する事項 
― ― ― ― ― ― ―   

 
 
 
 

３．４ 物質・材料研究

に係る産業界との連携構

築 

A A ― ― ― ― ― Ⅰ－３－４    １．施設及び設備に関する

計画 
B B ― ― ― ― ― Ⅳ－１  

３．５ 物質・材料研究

に係る分析・戦略企画及

び情報発信 

B A ― ― ― ― ― Ⅰ－３－５    ２．人事に関する計画 B B ― ― ― ― ― Ⅳ－２  

３．６ その他の中核的

機関としての活動 
B A ― ― ― ― ― Ⅰ－３－６    ３．中長期目標期間を超え

る債務負担 
― ― ― ― ― ― ― Ⅳ－３  

            ４．積立金の使途 B B ― ― ― ― ― Ⅳ－４  
 
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
 

※評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月３０日文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－１ 機能性材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第一号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 126(126) 

/154(25) 

119(119) 

/158(30) 

     予算額（百万円） 15,160 

の内数 

14,194 

の内数 

     

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 357.2 

(139) 

378.7 

(153) 

     決算額（百万円） 14,995 

の内数 

14,221 

の内数 

     

特許出願数  37 45      経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

14,633 

の内数 

     

産学独連携

数 

 133 151      経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

581 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

10,873 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

1,094 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

本領域では、経

済・社会的課題の

解決や新たな産業

のコアとなる技術

の創出を目指し、

電子機器や光学機

器に用いられる電

子材料や光学材料

から、溶液中のイ

オンや分子の分

離・選別、生体内で

の細胞との相互作

用まで、広く「外場

に対して物理的、

化学的な応答を示

す材料一般」を機

能性材料と定義

し、それらの研究

開発を総合的に推

進する。具体的に

は、省エネルギー

のための高出力半

導体や高輝度発光

材料、自動運転や

安全確保のための

センサ材料、省資

源のための物質分

離膜や高性能吸着

材、再生医療のた

めの生体接着剤や

骨折治癒材料等、

幅広い材料におい

て、その機能性の

さらなる顕在化を

行う。また、これら

の機能を持った材

料を開発し、さら

に社会実装へと繋

 本領域では、経

済・社会的課題の

解決や新たな産業

のコアとなる技術

の創出を目指し、

電子機器や光学機

器に用いられる電

子材料や光学材料

から、溶液中のイ

オンや分子の分

離・選別、生体内で

の細胞との相互作

用まで、広く「外場

に対して物理的、

化学的な応答を示

す材料一般」を機

能性材料と定義

し、それらの研究

開発を総合的に推

進する。具体的に

は、省エネルギー

のための高出力半

導体や高輝度発光

材料、自動運転や

安全確保のための

センサ材料、省資

源のための物質分

離膜や高性能吸着

材、再生医療のた

めの生体接着剤や

骨折治癒材料等、

幅広い材料におい

て、その機能性の

さらなる顕在化を

目指す。また、これ

らの機能を持った

材料を開発し、さ

らに社会実装へと

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・高分子メソ多孔体を用いて可燃ガスの高効率回収に成功 

 高粘度の高分子溶液を調製するための 10L の加熱溶解装置、14L の回

転式凝固槽を有する加圧インジェクション装置、大型コンプレッサー駆

動のペレット形成機を設置し、高分子メソ多孔体を量産化するための一

連の製造設備を整備した。さらに量産化した吸着材を用いて、

24.9wt%(g/g)の著しく大きなオイル回収性能を達成した。本技術は、石

油随伴水からのエネルギー資源回収の新技術として期待されている。 

 

・外場を利用するセラミックスプロセスの開発 

電場を加えるという変形条件の制御により先行例より 600℃以上低い

800℃という炉内温度、かつ従来技術の 20 倍の速度でジルコニアの超塑

性変形に成功した。 

 

・鉄系超伝導体中のディラック電子の存在を実証 

1111 型鉄系超伝導体母物質 CaFeAsF のフェルミ面を決定し、ディラッ

ク電子の存在を世界で初めて確認した。これにより、ディラック電子の

特異性と超伝導とを組み合わせた、新しい量子デバイスが成立する可能

性を示唆した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・当該領域では、他領域に対して多くの人員等のリソースを使っている

ため、比較的成果は得られやすいものと考えられる。その中で、研究開

発の実態（成果の関連性､発展性）は､やや未整理と感じられ､得られた成

果を基に持続的に次の大きい成果につなげていくという成果の最大化

の視点から、複数年で見たときに不連続な印象を受ける。 

 

・領域としてどのように各テーマの位置づけを考えているのかが分かり

づらい。テーマ毎の課題・目的・成果の位置づけを整理し、効果的な運

営を期待する。 
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

げるため、機能最

大化に向けた化学

組成・構造の最適

化と平行して、材

料開発のための合

成手法、さらには、

スマート生産シス

テムへの対応や経

済合理性等を考慮

した製造技術の開

発等にも注力す

る。これらの開発

を一体で推進する

ことにより、機能

発現の本質と製造

プロセスに用いら

れる要素反応・要

素過程の理解を同

時に進め、その知

見に基づき、製造

プロセスや経済合

理性までを考慮し

た高機能材料を開

発する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

・機能性材料創出

のための基礎・基

盤技術 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022

年度までに特に以

下の技術目標を達

繋げるため、機能

最大化に向けた化

学組成・構造の最

適化と平行して、

材料開発のための

合成手法、さらに

は、スマート生産

システムへの対応

や経済合理性等を

考慮した製造技術

の開発等にも注力

する。これらの開

発を一体で推進す

ることにより、機

能発現の本質と製

造プロセスに用い

られる要素反応・

要素過程の理解を

同時に進め、その

知見に基づき、製

造プロセスや経済

合理性までを考慮

した高機能材料を

開発する。 

具体的なプロジェ

クトとしては 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

・機能性材料創出

のための基礎・基

盤技術 

に取り組み、平成

29 年度においては

以下の研究を実施

する。 

 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・大学との連携について、連携大学院教員制度を積極的に取り入れ、優

秀な学生の確保に努めるとともに、効果的に研究成果をあげている。 

 

・新たな組織ミッションに沿った運営が着実になされており、基礎・基

盤から社会実装にいたるまでの組織ミッションと資金の考え方が整理

され実行に移されている。さらに研究課題に沿った、より一層の展開を

期待する。 

 

・企業連携ではベンチャー上市など新たな取組も評価する。 

 

 

・以下の顕著な実績を評価する。 

①可燃性ガスの高効率分離技術として、高分子メソ多孔体の量産技術を

確立し、量産化プロセスにより試作した吸着材において、約２倍のオイ

ル回収性能を実証した点は、計画以上の評価に値する。今後、JST/ALCA

実用技術化プロジェクトにて、更なる性能向上と実用化を目指していた

だきたい。 

②半導体としてのダイヤモンドの課題の一つである、単結晶の厚膜化に

成功し、n型ドーピングで世界最高の室温比抵抗を実現した。 

③CTAS（Ca3TaAl3Si2O14)圧電体単結晶の大型化（直径２インチ）に成功。

量産化技術を確立し、高温センサ等への実用化を期待する。 

④粉体固化蛍光体に対し、固体化方法を冷間静水圧加圧法（CIP)から放

電プラズマ法（SPS)に変更することで、内部量子効果がほとんど劣化し

ない蛍光体を実現させた。 

⑤直径 1.5 インチという大型の Ce:YAG 単結晶蛍光体の作製と、これを

板に加工する技術を成功させ、量産化を先導。単結晶とすることで、従

来課題であった、高温での劣化を克服し、LED に対して約 40倍の光量を

実証した。 

⑥セラミックスの合成プロセスにフラッシュ焼結法を適用し、緻密なジ

ルコニア多結晶サンプルの作製に成功。高速塑性変形下で、超塑性変形

が生ずることを実証した。 

⑦生体応用研究において、従来材に比較して２倍以上の耐圧強度を有す

る外科用接着剤の創製成功。医療機器メーカーとの共同研究により実用

化研究が加速。 

⑧高温超伝導体として有望な鉄系超伝導体母物質「CaFeAsF」の電子状態

を実験的に解明し、ディラック電子と呼ばれる特殊な電子の存在の観察

に世界で初めて成功。NIMS ならではの基礎的な研究であり、超伝導の起

源解明に向けた理論の確立に期待したい。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

成する。 

・セキュリティ向

上等に資する高効

率のテラヘルツ

（遠赤外線）発振

素子や、現行素子

に含まれる水銀や

カドミウム等の有

毒元素を含まずに

現行性能（量子効

率 10％級）を実現

する赤外検出器等

を開発する。 

・高効率なパワー

エレクトロニクス

素子に向けた高絶

縁破壊電界（ 10 

MV/cm 級）の高品位

ダイヤモンドや、

輸送機器内等の高

温環境下（400°C

程度）でも高い絶

縁抵抗を有する高

品位圧電材料等を

開発する。 

・導入後１年程度

で吸収されて消失

する骨折治癒材料

や、高い接着強度

を持ちつつ２ヶ月

程度で体内に吸収

される外科用接着

剤等を開発する。 

・超スマート社会

の要素技術となる

センサ等に向けた

部素材・素子の開

発を進め、常温で

も迅速に反応する

加温不要な水素セ

ンサ等を開発す

る。 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

本プロジェクト

では、機構で見出

された様々な機能

性材料の社会実装

を加速するととも

に、スマート生産

システムへの対応

を進めるため、性

能／品質／生産性

の３つの要素を満

たす高度かつ先進

的なプロセス技術

を開発する。また、

急速な温度変化や

成形加工時の熱力

学、界面現象を解

明し、高性能化の

阻害要因を克服す

るための基盤技術

を強化しつつ、産

学の先端技術を結

集することで、早

期の量産化を目指

す。具体的には、架

橋高分子や硬質カ

ーボン、エレクト

ロクロミック材料

の薄膜形成プロセ

スを高度化するこ

とで、分離機能材

料や表示材料とし

ての実用化を目指

し、無機コーティ

ング技術の高度化

により、機械、光、

電気、生体、防汚な

ど複数の要求性能

の向上と最適化を

「機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出」 

① オイル吸着材

を量産化するため

に素材となる高分

子メソ多孔体の kg

オーダーの製造設

備を整備する 

 

 

 

 

 

 

②幅 50cm 長さ 20m

の高分子非対称膜

を製造し、有機溶

媒耐性の向上と最

表面のメソ孔の緻

密化を検討する 

 

 

 

③蛍光体や光学材

料の高次構造制御

を検討し、添加剤

等の選択により均

質かつ再現性の高

い薄膜形成条件を

明らかにする 

 

 

 

 

 

 

 

④水酸アパタイド

／コラーゲン薄

膜、ナノセルロー

 

 

 

 

高粘度の高分子溶液を調製する

ための 10L の加熱溶解装置、14L

の回転式凝固槽を有する加圧イ

ンジェクション装置、大型コンプ

レッサー駆動のペレット形成機

を設置し、高分子メソ多孔体を量

産化するための一連の製造設備

を整備した。さらに量産化した吸

着材を用いて、24.9wt%(g/g)の著

しく大きなオイル回収性能を達

成した。 

 

幅 50cm の連続キャスティング装

置を用いて不織布の片面に高分

子非対称膜を形成し、その表面に

ロールツーロール式 CVD 装置を

用いて硬質カーボン膜を成膜し

た。これにより、最表面の緻密化

と有機溶媒耐性の向上を実現す

ることができた。 

 

蛍光体の表面修飾（又は表面酸化

被膜形成）による発光効率の向上

や熱劣化性の改善を実証した。電

気泳動堆積法（EPD 法）による膜

実装に有効な無機バインダーを

開発し、粒子分散性の向上に加え

て、ITO ガラスや金属基板上への

強固な付着特性を見出し、多くの

材料系でその有効性を確認した。

自動 EPD 装置を用いたコロイド

結晶の作製では、従来数日程度か

かっていた膜を数分で完成させ

た。 

 

チタン板への EPD 法による水酸

ア パ タ イ ド ／ コ ラ ー ゲ ン

（HAp/Col）のコーティングを検

 

 

 

 

計画以上の進捗：製造設備の大型

化を目指す過程で、攪拌装置の駆

動方法、高分子溶液の搬送方式、

予備冷却方式などの多くの知見

を得ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：1m/min 程度の

高速成膜が可能な大型 CVD 装置

やその成膜パラメータを確認す

ることができ、計画通りに進展し

ている。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：EPD 法の特徴を

生かす技術を次々と提案し、実用

化研究が着実に進んでいる。無機

バインダー技術は、企業 2社との

共同研究に発展している。EPD 法

によるコロイド結晶の作製でも

大きな進展があった。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：コーティングの

基礎条件（HAp/Col スラリーの濃

度や粒子径）に関わらずに成膜が
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る。 

 

【機能性構造領域】 

広範な材料を対象と

して、材料の持つ特性

を最大限引き出すこと

により多様な機能を実

現する材料を開発する

ものとする。また、機能

性材料の開発に必要な

プロセス技術を開発

し、次世代の技術シー

ズを探索するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・量産化が可能な

成膜プロセスにお

いて有機溶媒耐性

ナノ濾過膜の性能

を 250 L/m2h まで

向上させるなど、

開発技術の社会実

装に向けたプロセ

ス開発を推進す

る。 

・粉体調製プロセ

スやコーティング

技術等の先鋭化に

より、LED や生体材

料に要求される性

能や品質、耐久性

の向上を達成す

る。 

・超大型加速器等

の高磁場応用に向

けた16テスラ級超

伝導線材の製造プ

ロセスを確立し、

高磁場磁石への応

用を推進する。 

また、シーズ育

成研究として、上

記の目的に資する

ための機能探索型

や手法探索型の研

究を行う。具体的

には、放射光技術

等の先端材料解析

技術との連携によ

り表面反応の理解

を進め、新たなセ

ンサ材料の技術シ

ーズを探索するほ

か、マテリアルズ・

インフォマティク

スを用いた材料開

発と超高圧・超高

目指す。さらに、次

世代超伝導線材の

製造プロセスを開

発し、輸送、エネル

ギー、医療など幅

広い分野での応用

を目指す。 

特に、分離機能

材料では、油田や

ガス田開発におけ

る随伴水処理、有

価資源の分離と精

製、あるいは土壌

改質に利用可能な

有機溶媒耐性ナノ

濾過膜、高分子や

無機系の高性能吸

着材の量産化を目

指す。また、酸化還

元ポリマーのスイ

ッチング機能を利

用して、省エネル

ギーの建材用スマ

ートウインドウを

開発する。一方、電

気泳動法による無

機ナノ粒子の塗布

プロセス、ナノ構

造成膜プロセスの

高度化により、LED

の発光効率を向上

させ、アパタイト

系コーティング膜

の長期安定性を実

現することで、早

期骨癒合などへの

実用化を推進す

る。さらに、16 テ

スラ級高性能超伝

導線材の製造プロ

セスを確立し、超

大型加速器などの

スやコロイド結晶

薄膜の作製にも応

用し、薄膜製造法

としての一般性を

確認する 

 

 

⑤世界最高Sn濃度

ブロンズを用いた

Nb3Sn 多芯線材の

作製、性能改善と

スケールアップを

目指し、新たな多

芯構造を設計する

とともに、前駆体

ビレットの組立て

設備を立ち上げる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

討したところ、いずれの条件でも

均一な HAp/Col の薄膜が形成さ

れ、HAp/Col の堆積量が電圧とコ

ーティング時間で制御できるこ

とを明らかにし、特許を出願し

た。 

 

世界最高Ｓｎ濃度ブロンズを原

料にした多芯線材の試作を行い、

いずれも無断線で製造できた。臨

界電流密度は１割～２割程度増

加しており、更なる性能向上も期

待できる。また、ひずみに強い

Nb3Al 線材のプロセスの最適化と

簡素化に取り組み、さらに前駆体

ビレットを自主製造する設備を

立ち上げて稼働を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

でき、着実に進んでいる。今後は

細胞試験などの生体機能性評価

を行う予定である。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：Nb3Sn では臨界

電流密度が着実に向上しており、

ブロンズ組成比を最適化するこ

とで更なる向上が期待できる。

Nb3Al は計画通りにビレット製造

設備が稼働を開始した。 
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温等の極限合成技

術を融合した構

造・物性相関のデ

ータ化等により、

次世代の機能性材

料開発に向けた知

的基盤を拡充す

る。 

産業界・大学と

の連携では、機構

内の産学連携フレ

ームワークの活用

や、公募型研究制

度を活用した産業

界との連携を推進

し、多機関、異業種

の協働による社会

実装の加速を図

る。特に、企業から

の技術者を領域内

に積極的に受け入

れることにより、

シーズ技術の段階

から産業界との連

携を図り、社会実

装の実現に繋げ

る。また、限られた

研究資源を有効活

用するため、国内

外の大学や公的研

究機関との連携に

より不足部分を相

互に補完する関係

を構築し、グロー

バルな視点での研

究成果の最大化に

努める。 

 

 

 

 

 

高磁場応用に向け

た基盤技術の開発

を推進する。また、

超伝導材料の微小

領域での評価を行

うため、高分解能

STM-SQUID ハイブ

リッド磁気顕微鏡

を開発する。 

平成 29 年度は、

電子ビーム架橋に

より耐溶媒性を向

上させたオイル吸

着材を量産化する

ために、素材とな

る高分子メソ多孔

体のkgオーダーの

製造設備を整備す

る。また、幅 50 cm

長さ 20 m の高分子

非対称膜を製造

し、有機溶媒耐性

の向上と最表面の

メソ孔の緻密化を

検討する。一方、電

気泳動堆積法を用

いたナノ粒子やミ

クロ粒子の積層化

では、新たに整備

された自動成膜装

置を用いて、蛍光

体や光学材料の高

次構造制御を検討

し、添加剤等の選

択により均質かつ

再現性の高い薄膜

形成条件を明らか

にする。この技術

は、水酸アパタイ

ド／コラーゲン薄

膜、ナノセルロー

スやコロイド結晶
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薄膜の作製にも応

用し、薄膜製造法

としての一般性を

確認する。また、世

界最高Sn濃度ブロ

ン ズ を 用 い た

Nb3Sn 多芯線材の

作製、性能改善と

スケールアップを

目指し、新たな多

芯構造を設計する

とともに、前駆体

ビレットの組立て

設備を立ち上げ

る。 

 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

本プロジェクト

では、広義の機能

性材料を対象とす

る研究開発におい

て、高度な電子機

能、光学機能、熱・

機械機能、生体機

能等の具現化を目

指し、薄膜、バルク

結晶質材料、粉体・

セラミックス、生

体材料各分野の研

究者が有機的に連

携した研究開発を

進める。具体的に

は、高温動作する

センサ材料、パワ

ーデバイス・遠紫

外線光源用ワイド

ギャップ材料、高

輝度照明用発光材

料、難削材の機械

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「結晶・界面の階

層的構造制御によ

る機能顕在化のた

めの研究」 

 

＜局所的０次構造

＞ 

①酸化物等の化合

物半導体表面への

化学吸着に起因す

る伝導変調を検出

し、化学ガスセン

シングメカニズム

解明の基礎を得る 

 

 

②単粒子診断法に

おける単粒子光学

測定の高度化を行

い、新規結晶（緑色

蛍光体）等単粒子

診断法により企業

に提供が可能なシ

ーズの提案等を目

指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発したガスセンサ評価装置を

用い、酸化亜鉛等のナノ構造・薄

膜表面においてガス分子の化学

吸着による伝導変調の検出に成

功した。合成した酸化亜鉛ナノ粒

子においては、これまでに報告さ

れた中で最も高いエタノールに

対するセンサ感度を達成した。 

 

グローブボックス内で大気不安

定物質の単結晶採取できるよう

に改良し、新結晶 2個について精

密構造解析により結晶構造を決

定した。Ｌｉ系を中心に 2個のシ

ーズ結晶を発見した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：結晶性、純度が

よく定義された試料の合成技術

はセンサ材料開発で必須であり、

酸化物と窒化物の合成技術の開

発が順調に進んで、w-ZnO や GaN

の表面構造解析に成功した。 

 

 

 

計画通りの進捗：大気不安定物質

の光学測定対応を行う。Al を含

む三元系を合成し、単粒子診断法

により新結晶を発見する。そのシ

ーズを活用して企業へ技術移転

を目指す。 
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加工用超硬質材料

などの省エネルギ

ーのための機能材

料、及び、生体接着

剤、骨補填材等の

生体機能材料など

を開発対象とす

る。これらの機能

を顕在化させるに

は、ドーパントや

点欠陥という局所

的０次元構造、表

面・界面という２

次元構造、さらに

それらを含む３次

元の複合構造とい

うナノからマクロ

に至る各次元、各

階層での構造制御

にとどまらず、各

階層間の相互作用

の制御も必要であ

るため、材料自身

をシステムとして

捉え、マルチスケ

ールにわたる材料

開発プロトコルの

構築を意識した研

究開発を推進す

る。 

特に、省エネ社

会の実現に向け、

絶縁破壊電界が 10 

MV/cm 級の高品位

ダイヤモンド、予

熱無しに10秒以下

の応答速度で動作

する水素センサ、

レーザー励起下で

もチップ温度が

100 ℃を超えない

低損失蛍光体、

＜２次元構造＞ 

③化合物半導体の

薄膜成膜技術やナ

ノ粒子等の合成技

術の高度化を進

め、イオンビーム

技術等による合成

した薄膜・ナノ構

造の表面・界面評

価に着手する 

 

④ダイヤモンド結

晶成長の高品質化

により 100μm を

超える（111）単結

晶厚膜の形成と n 

型ドーピング低抵

抗化（室温比抵抗

40 Ωcm）等を目指

す 

 

⑤主に窒化物材料

の不純物セクター

検出を可能とする

装置開発を行う 

 

 

 

 

＜３次元構造形成

＞ 

⑥センサ用CTAS圧

電体単結晶の改良

と大型化 

 

 

 

 

 

⑦粉末状単結晶蛍

光体のバインダー

フリー固体化の最

 

薄膜やナノ粒子の合成技術、及び

イオンビーム等の評価技術の高

度化を進めた。その結果、デバイ

ス型 GaN 水素センサにおいて課

題となっている水素検知機構を

理解する上で鍵となる GaN 表面

の自然酸化膜構造について世界

で初めて解析に成功した。 

 

 

高品質化した単結晶ダイヤモン

ド厚膜成長技術により、各種セン

サ応用時の検出感度、分解能を決

定するMEMS品質因子が2×105に

向上し、目標値を上回る成果を得

た。n型ドーピング低抵抗化に関

して世界記録となる室温比抵抗

46.9Ωcm を実現し、目標値に迫

る成果を得た。 

 

主に窒化物材料の不純物セクタ

ー検出を可能とする装置開発を

行う 

 

 

 

 

 

 

 

400℃で 1010Ω・cm以上の抵抗率

という CTAS の優れた特性を維持

した直径 2 インチ大型単結晶の

育成に成功。CTAS の Ca の一部を

Sr で置換（SCTAS 単結晶）するこ

とにより、圧電定数が広い温度範

囲で約 8%向上した。 

 

固体化方法を CIP から SPS へ変

更することで、室温から 300℃ま

で内部量子効率 90%以上を維持

 

計画通りの進捗：イオンビーム、

電子分光、放射光技術により明ら

かにした、窒化物（GaN）表面構

造（格子整合した準安定酸化ガリ

ウム）は、ガス検知機構の理解、

設計に重要な指針であり、今後他

の結晶系でも進める。 

 

 

 

計画以上の進捗：膜厚 300μm の

（111）単結晶厚膜の形成に成功

したダイヤモンド結晶成長技術

は今後多様な機能発現に適用で

きる。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：2次元系電子デ

バイス用基板として hBN 単結晶

の高品位化が求められている。開

発したUVPL顕微鏡により、hBN良

質部位の識別が可能となり、２D 

系光・電子デバイス基板としての

特性評価を進める予定である。 

 

 

 

計画以上の進捗：当初は 1.5 イン

チ程度を計画していたが、直径 2

インチまで大型化できた。直径 2

インチができたことで材料の量

産性が示された。 

 

 

 

計画以上の進捗：蛍光体として、

300℃まで 90%以上の内部量子効

率が劣化しない材料は他に例が
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400 °C でも高い

絶縁抵抗を有する

圧電センサ材料、

水銀ランプ代替を

可 能 に す る 10 

mW/cm2 級の遠紫外

線発光素子等を開

発する。生体機能

材料では、湿潤組

織・臓器等を迅速

かつ強力に接着し

た後に２ヶ月程度

で吸収される外科

用接着剤や、強度

を１ヶ月間保った

後に１年程度で溶

解・消失する骨折

部治癒用生体吸収

性金属材料、細胞

侵入可能な連通孔

の気孔率が 95 %以

上で 90 %以上の細

胞の播種率を有す

る再生医療用三次

元マイクロパター

ン化材料等の開発

を進める。また、階

層的組織制御を実

現する合成法の開

発を進め、新規超

硬質材料や高品位

透明焼結体等の実

現に繋げる。 

平成 29 年度は、

局所的 0 次元構造

の視点からは、酸

化物等の化合物半

導体表面への化学

吸着に起因する伝

導変調を検出し、

化学ガスセンシン

グメカニズム解明

適化 

 

 

 

⑧直径 1.5 インチ

大型 Ce:YAG 単結

晶の開発を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨モデル材として

のジルコニア粉体

における緻密化挙

動の全過程が再

現・予測できる解

析手法の開発を目

指す 

 

⑩フラッシュ焼結

による透光性酸化

物セラミックスの

製造を可能とする

知見を得る 

 

 

 

 

 

⑪高密度窒化物硬

質相合成と硬質材

料特性の評価、

III-V 及び疑似Ⅲ

-Ⅴ族窒化物結晶

の合成と半導体特

性評価並びにデバ

する、バインダーフリーの粉体固

化蛍光体を達成した。 

 

 

直径 1.5 インチ大型 Ce:YAG 単結

晶蛍光体を実現できた。更に、単

結晶蛍光体をスライス・研磨した

板の実用化に成功し、2017 年 10

月から量産が開始された。この板

は LD を光源とする高輝度白色光

発光装置へ搭載され、LED を光源

とする従来型の同装置と比べ、約

40 倍の光量が達成された。これ

は単結晶蛍光体の優れた高温性

能が直接装置性能に寄与した形

となる。 

 

ミクロンサイズの粉体焼結に対

して開発された従来のモデルは、

ナノ粉体の焼結挙動が説明でき

ない。そこで、ナノ粉体の焼結に

適用できる新規焼結モデルの開

発を行った。 

 

 

フラッシュ焼結における機能元

素効果、雰囲気効果に関するデー

タを蓄積し、フラッシュ焼結によ

る透光性 Y2O3の製造に成功した。

電場を加えるという変形条件の

制御により通常より 600℃以上

低い 800℃という低温、かつ従来

技術の 20 倍の速度でジルコニア

の超塑性変形に成功した。 

 

新規硬質高密度相窒化物探索で

は、高圧下複分解反応により新た

に c-Zr3N4（硬質相）結晶粒子の

合成条件を確立した。また、WN系

硬質相において 新たに c-W3N4相

の体積弾性率（330GPa）を明らか

にした。 ワイドギャップ～ミッ

なく、しかもそれを粉体固化材

料、特にバインダーフリーで達成

した。 

 

計画以上の進捗：高強度の励起光

を照射しても温度が上昇しにく

く高い量子効率を維持するとい

う単結晶蛍光体の特長がそのま

ま装置性能に反映された形であ

り、それが実用化をもたらした。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：粉体の緻密化挙

動に関連する材料学的因子を取

り入れた焼結モデルの構築・精密

化を試みる。 

 

 

 

 

計画以上の進捗：電界を利用した

低温加工技術として電界パラメ

ータの影響の検証、接合技術への

応用の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新たに得た窒化

物硬質相の高圧焼結を行い、その

切削工具特性の評価に進んだ(企

業との連携を開始) 
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の基礎を得る。ま

た、単粒子診断法

における単粒子光

学測定の高度化を

行い、新規結晶（緑

色蛍光体）等単粒

子診断法により企

業に提供が可能な

シーズの提案等を

目指す。 

材料の実装に重

要となる 2 次元構

造については、化

合物半導体の薄膜

成膜技術やナノ粒

子等の合成技術の

高度化を進め、H28

に開発したイオン

ビーム技術等によ

る合成した薄膜・

ナノ構造の表面・

界面評価に着手す

る。パワーデバイ

ス開発を目的とし

て、ダイヤモンド

結晶成長の高品質

化により100μmを

超える（111）単結

晶厚膜の形成と n

型ドーピング低抵

抗化（室温比抵抗

40 Ωcm）等を目指

す。また、主に窒化

物材料の不純物セ

クター検出を可能

とする装置開発を

行う。 

3 次元構造形成

に関しては、オレ

ンジ・赤色系単結

晶蛍光体の探索、

サブテーマ間の連

イス応用研究との

連携を進める 

 

 

 

 

＜生体応用＞ 

⑫外科用接着剤の

接着メカニズムの

解明および放射線

滅菌後の肺組織の

シーリング効果を

示す材料組成・調

製条件を最適化す

る 

 

 

 

 

⑬骨補填剤の硬組

織に対する接着性

評価を行い、材料

組成と接着強度と

の関係を明らかに

する 

 

 

 

⑭酸化セリウムナ

ノ材料の表面特性

及び特異吸着成分

と細胞接着挙動と

の関係性を明らか

にする 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドギャップ半導体探索とその機

能発現では、疑似Ⅲ-Ⅴ族窒化物

(Zn-Ⅳ-N2)である ZnSnN2焼結体

を合成し、バンドギャップ Eg≒

1.0 eV を導いた。 

 

 

疎水化ゼラチンとポリエチレン

グリコール架橋剤から構成され

る外科用接着剤を創製し、電子線

滅菌後において肺胸膜組織に対

して従来材料の 2 倍以上の耐圧

強度を有することを明らかにし

た。疎水化ゼラチンを用いること

で、組織中に含まれる細胞外マト

リックスタンパク質との相互作

用が高まることが明らかとなっ

た。 

 

α型およびβ型リン酸三カルシ

ウム、スケソウダラゼラチンおよ

びポリエチレングリコール架橋

剤から構成される骨補填剤を創

製し、固液比が 2.2 以上において

硬組織に対して 200kPa 以上の接

着強度が得られることを明らか

にした。 

 

酸化セリウムナノ材料の表面特

性及び特異吸着成分と細胞接着

挙動との関係性について調べた。

一般的な細胞接着メカニズムと

は異なり、細胞は接着性タンパク

質を介さず、酸化セリウムナノ材

料独自の表面特性に応じて直接

材料表面に接着し、細胞接着特性

を向上できることが明らかにな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：昨年度に引き続

き筑波大呼吸器外科および医療

機器メーカーとの共同研究を行

い、AMED 橋渡し研究にも採択さ

れ、接着剤の塗布システムを含む

実用化研究が加速しつつある。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：医学部整形外科

との協議により材料設計へのフ

ィードバックをかけ、共同研究に

発展させる予定である。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：細胞－材料間相

互作用の理解に向け、細胞側の結

合分子である細胞外受容体の発

現を明らかにする予定である。 
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携により粉末状単

結晶蛍光体のバイ

ンダーフリー固体

化の最適化、実用

化を目指した直径

1.5 イ ン チ 大 型

Ce:YAG 単結晶の開

発を行う。焼結緻

密化手法の開発と

して、モデル材と

してのジルコニア

粉体における緻密

化挙動の全過程が

再現・予測できる

解析手法の開発を

目指す。さらにフ

ラッシュ焼結の現

象解明を進めるこ

とで、フラッシュ

焼結による透光性

酸化物セラミック

スの製造を可能と

する知見を得る。

また、高密度窒化

物硬質相合成と硬

質材料特性の評

価、III-V 及び疑似

Ⅲ-Ⅴ族窒化物結

晶の合成と半導体

特性評価並びにデ

バイス応用研究と

の連携を進める。

また生体応用にお

いて、外科用接着

剤については、接

着メカニズムの解

明および医療現場

での使用を想定

し、放射線滅菌後

の肺組織のシーリ

ング効果を示す材

料組成・調製条件
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を最適化する。骨

補填剤について

は、硬組織に対す

る接着性評価を行

い、材料組成と接

着強度との関係を

明らかにする。更

に整形外科領域へ

も応用可能な酸化

セリウムナノ材料

の表面特性及び特

異吸着成分と細胞

接着挙動との関係

性を明らかにす

る。 

 

・機能性材料創出

のための基礎・基

盤研究 

本プロジェクト

では、未来の超ス

マート社会の実現

に向け、多大なイ

ンパクトをもたら

し得る革新的な次

世代機能性材料の

開発を目指す。具

体的には、機構が

すでに先導的地位

を保っている「超

伝導機能材料」「強

相関機能材料」「分

子性機能材料」「ナ

ノ構造機能材料」

の４つの材料に関

して、新規材料合

成、単結晶育成、構

造・組成解析、微細

加工技術の高度

化、伝導・磁性・光

学物性評価、デバ

イス応用など、一

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「機能性材料創出

のための基礎・基

盤技術」 

①新規超伝導体発

見を目指した種々

の化合物合成、超

伝導体の高品質

化、高 Tc 化を達成

する 

 

②鉄系超伝導体、

有機超伝導体等の

詳細な物性測定

や、Bi 系超伝導体

における微小構造

に閉じ込められた

渦糸量子系のダイ

ナミクス、さらに

固有ジョセフソン

接合スタックの統

合と同期発振を目

指す 

 

③新機能発現をめ

ざし、ｄ電子系だ

けでなく、ｆ電子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規超伝導体発見を目指し、様々

な酸化物、金属間化合物の合成を

行った。特に、鉄系超伝導体

CaKFe4As4 (Tc=33K)単結晶の育成

に成功し物性評価を行った。 

 

 

1111 型鉄系超伝導体母物質

CaFeAsF のフェルミ面を決定し、

ディラック電子の存在を確認し

た。BEDT-TTF 系有機超伝導体に

おける超伝導ボルテックスの量

子融解を突き止めた。鉄系超伝導

体をモデルに軌道ネマチック揺

らぎによる超伝導ギャップ構造

を理論的に明らかにした。薄膜状

銅酸化物超伝導体 Bi2212 単結晶

を用いたテラヘルツボロメータ

ーを試作した。 

 

4ｆ電子を特徴とするスピン液体

物質の候補物質 BaYb2ZnO5の新規

合成に成功した。さらに関連物質

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：産総研で発見さ

れた CaKFe4As4は定比化合物で線

材応用に向いているが、産総研と

機構の協力により初めて単結晶

育成に成功し、基礎物性評価が可

能になった。 

 

計画以上の進捗：1111 型は鉄系

超伝導体で最高の Tc を示すが、

電子状態研究は遅れていた。世界

で初めて 1111 型母物質 CaFeAsF

のフェルミ面を観測したことは

極めて重要である。その他も計画

通り進展している。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：スピン液体を示

唆する兆候が観測された。将来的

には省エネルギースピントロニ
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連の研究を総合的

に遂行する。これ

によって、IoT や自

動運転などで求め

られるセンサや、

次世代の省電力コ

ンピューティング

などに向けた量子

機能に資する新規

機能材料を創出す

る。 

特に「超伝導機

能材料」では、新超

伝導材料や新機能

の探索、超伝導体

の電子状態や超伝

導メカニズムの解

明を通して、テラ

ヘルツ発振素子、

ボルテックスを利

用した次世代高速

省電力デバイス等

の研究開発を行

う。「強相関機能材

料」では電子の強

相関性に基づく新

たな量子機能を見

出し、そのメカニ

ズム解明を通し

て、メモリ、センサ

等の次世代量子機

能性デバイスを目

指した研究開発を

行う。「分子性機能

材料」では、立体的

に造り込まれた分

子構造と物性・機

能相関の精査とそ

の精密集積構造を

可能とする集積化

手法を高度化・確

立し、高電気伝導

系強相関材料を開

発する 

 

 

④マルチフェロイ

ック、ゼロ熱膨張、

消音材料の開発を

行う 

 

 

⑤プローブ顕微鏡

による強相関現象

の可視化技術を強

化する 

 

⑥有機半導体周り

に 3 次元的な分子

デザインを施した

π電子系分子をモ

チーフとしπ電子

系材料を合成する 

 

 

 

 

 

 

 

⑦広いπ平面を有

する大環状化合物

のメモリデバイス

への応用、精密超

分子重合系の機構

解明に注力する 

 

 

 

 

 

 

⑧既存有機・ナノ

物質の精緻なプロ

として BaEr2ZnO5、BaHo2ZnO5、

BaTb2ZnO5の合成にも成功した。 

 

 

4 重ペロブスカイト型構造を特

徴とするマルチフェロイック材

料のシーズ合成に成功し、電荷と

電子軌道の秩序が低温で崩壊す

る特異な現象を明らかにした。 

 

ビスマスチタン・鉄酸化物薄膜の

電圧印加により強誘電ドメイン

と強磁性ドメインがスイッチす

る様子を常温で可視化した。 

 

立体的に造り込まれた分子、高分

子の合成を行い、物性・機能の評

価を行った。そのうち、新規に合

成した電子受容能が高く、捻れた

二重結合を有するオリゴフルオ

レン誘導体の物性解析も進めて

おり、ヘリシティの変換に基づく

熱的な動的回転拡散挙動を示す

分子を見出した。また、電子不足

π共役分子への無触媒新規アミ

ン付加反応を発見した。 

 

 

多くのπ共役系分子誘導体を合

成し、それらの分子を用いて 1次

元、2次元精密超分子重合系のメ

カニズム解明、基板界面での超分

子重合の可視化、超分子ブロック

コポリマーの合成に成功した。広

いπ平面を有するフタロシアニ

ンに高分子をグラフトしたスタ

ーポリマーを合成し、そのポリマ

ー鎖長と有機フラッシュメモリ

機能との相関を明らかとした。 

 

低コスト・低環境負荷な重合法で

欠陥の少ない共役高分子を合成、

クスデバイスに向けた情報キャ

リアとなるスピノンを見出せる

と期待できる。 

 

計画通りの進捗：マルチフェロイ

ック材料の基礎基盤研究にイン

パクトを与える成果が得られた。 

 

 

 

計画通りの進捗：可視化技術の汎

用度が高まった結果、観察対象を

拡張できた。 

 

 

計画通りの進捗：3次元的分子デ

ザインによる新規電子機能性分

子材料が合成されている。新規に

見出した電子不足π共役分子の

新規アミン付加反応は、今後その

適用性、電子物性を明らかにす

る。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：精密超分子重合

系を利用したブロックコポリマ

ーの合成は、超分子ポリマーの材

料への新展開をもたらすもので

あり、今後、熱的特性、電子物性

を明らかとする。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：当該重合法で有

機デバイス材料の開発は世界初
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性を持たせる等革

新的分子性機能材

料の研究開発を行

う。「ナノ構造機能

材料」では、セン

サ、無線通信、情報

処理などの要素技

術を発展させ、半

導体ナノ構造、フ

ォトニック結晶、

非線型光学材料等

の研究開発を行

う。具体的には、電

子冷却可能な 80 K

以上の高温で動作

し、かつ現行の2倍

の高輝度の量子光

源の実現に向けた

技術開発を行う。

また、水銀、カドミ

ウム等の有毒元素

を含まない量子効

率 10 %級の赤外検

出器や現行の10倍

以上の感度を持つ

センサ材料の作製

技術を確立する。 

平成 29 年度は、

引き続き新規超伝

導体発見を目指し

た種々の化合物合

成、超伝導体の高

品質化、高 Tc 化を

達成する。鉄系超

伝導体、有機超伝

導体等の詳細な物

性測定や、Bi 系超

伝導体における微

小構造に閉じ込め

られた渦糸量子系

のダイナミクス、

さらに固有ジョセ

セス制御法を利用

したデバイス応用

を引き続き試みる 

 

 

 

 

 

 

 

⑨量子ナノ構造形

成基盤技術の開発

およびナノ構造に

おける新規現象の

探索を継続する 

 

 

 

 

⑩電流駆動量子ド

ット光源の信頼性

および耐環境特性

を向上させ、また、

メタ表面赤外検出

器の試作と特性評

価を行う 

 

 

 

⑪極細ナノファイ

バーデバイス、導

波路型光パラメト

リックデバイス、

高感度検出基板等

を作製し、実用化

を検討する 

 

 

 

 

 

 

その高分子を含む 4 積層の有機

EL を溶液塗布プロセスにより作

製し、発光機能材料の開発に成功

した。また、有機トランジスタの

高移動度化・高動作安定化に不可

欠な撥水性ゲート絶縁膜表面へ

の塗布プロセス（セルフアシステ

ッド・フローコート法）の開発と

機構解明に成功した。 

 

高性能赤外検出器の実現に向け

て、格子不整合 III-V ヘテロエピ

タキシー技術を開発し、成長膜の

結晶性を向上させるための本質

的な条件を確立した。また、電界

効果トランジスタへの光応答を

検証し、新機能素子への応用の可

能性を検討した。 

 

GaAs 量子ドット LED における電

流ノイズ／核磁場ノイズによる

デコヒーレンスを低減させ、70K

における量子もつれ対の発生に

成功した。また、量子ナノ構造・

メタ表面を融合した赤外検出器

を試作し、プロジェクト最終目標

である 10%を遙かに超える量子

効率 20%を実現した。 

 

直径約 100nm のナノファイバー

を用いて直径数ミクロンのリン

グ共振器の製作に成功。近赤外光

を入力し、光の閉じ込めを確認し

た。異なるコヒーレンスをもつ

GaN 半導体レーザーを励起源と

し、導波路型光パラメトリックデ

バイスからの光子対発生を評価

し、量子計測用光源としての有用

性を示した。新しい癌マーカーと

して注目される p53 抗体の高感

度な蛍光検出に成功した。 

 

であるが、有機 EL 効率は低く、

分子設計の改善が必要である。ま

た、有機トランジスタの特性を評

価し、塗布プロセスの問題点を抽

出する。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：格子不整合ヘテ

ロエピタキシー技術は機構で独

自に開発されたものであり、プロ

セス技術の構築を進めることに

よって、デバイス応用への道を拓

くことが期待できる。 

 

 

 

計画以上の進捗：量子ドット光源

の特性は計画通りに向上してお

り、今後は LED 構造の最適化によ

って、さらに高温での動作を目指

す。赤外検出器の量子効率は、各

部の構造の改良により劇的に向

上した。 

 

 

 

計画通りの進捗：今後は、通信波

長帯で動作するナノファイバー

デバイスの製作、実用化に向けた

高感度検出基板の作製プロセス

の確立を進める。 
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フソン接合スタッ

クの統合と同期発

振を目指す。新機

能発現をめざし、

ｄ電子系だけでな

く、ｆ電子系強相

関材料を開発す

る。さらに、マルチ

フェロイック、ゼ

ロ熱膨張、消音材

料の開発を行う。

また、プローブ顕

微鏡による強相関

現象の可視化技術

を強化する。立体

的に造り込まれた

分子構造と物性・

機能相関の精査、

およびその精密集

積構造を可能とす

る集積化手法の高

度化を通して、優

れた電気的、光化

学的特性を示す分

子性機能材料を引

き続き開発する。

有機半導体周りに

3 次元的な分子デ

ザインを施したπ

電子系分子をモチ

ーフとしπ電子系

材料を合成する。

また多次元緻密集

積化及び薄膜化応

用においては、広

いπ平面を有する

大環状化合物のメ

モリデバイスへの

応用、精密超分子

重合系の機構解明

に注力する。既存

有機・ナノ物質の

 

 [拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よる機能探索型や

手法探索型の研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A; 新しい多孔体材料の製造技

術開拓として実施した、コメスタ

ーチとセラミックス粉体との複

合体プリカーサーの合成によっ

て、極めて気孔率の高いガス透過

膜の試作に成功した。 

 

B: 窒化物合成のための融剤と

して用いてきたナトリウム金属

を利用したアンモニア合成の可

能性を見いだした。 

 

 

 

 

C: グラフェンと有機分子の複

合積層体を合成し、これがスーパ

ーキャパスタとしての高い性能

を実現する要素技術となること

を試作素子において示した。 

 

企業ニーズと手持ちシーズとの

マッチングをはかり、複数の研究

テーマが動き出すこととなり、新

規の製造技術の開発などの成果

が出始めている。 

 

大学、企業等からの人材の受け入

れにより、研究分野の拡大や、人

材育成への寄与を高めることに

取り組み、約 400 名の外部機関人

材（外来研究員(企業等のスタッ

フ)：115 名、大学等の学生：206

名、客員研究員など：80名））を

受け入れ，昨年の 260 名から大幅

に増加させた。これらの中から、

共願特許、共著論文、などのアウ

トプットが得られている。 

 

 

 

 

計画以上の進捗：かねてより取り

組んできた、高気孔率、高強度、

高透過率、という３つの特性を同

時に満足できる酸素富化膜の可

能性が見えてきた。 

 

 

計画以上の進捗：他の研究を実施

している間に見いだしたセレン

ディピティであり、研究員の感

覚・注意力の表れであることか

ら、今後も、こうしたセレンディ

ピティが、生まれてくると期待さ

れる 

 

計画以上の進捗：特に、応答速度

の速いキャパシタとしての期待

が認められた。 

 

 

 

計画通りの進捗：今後、さらに、

埋もれたシーズと顕在化したニ

ーズとのマッチングを進め、使わ

れる材料としてのアウトプット

の拡大を目指す。 

 

計画以上の進捗：NIMS の外部連

携制度などの効果も見られてお

り、実用化を見据えた技術指導を

始め、様々な目的での人材受け入

れを行い、人材育成や成果の社会

実装に、ますます取り組むべきで

ある。 
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精緻なプロセス制

御法を利用したデ

バイス応用を引き

続き試みる。量子

ナノ構造形成基盤

技術の開発および

ナノ構造における

新規現象の探索を

継続するととも

に、新規ナノ構造

機能材料の機能設

計を推進し、量子

ドット光子源やメ

タ表面赤外検出器

等への素子応用を

目指す。具体的に

は、電流駆動量子

ドット光源の信頼

性および耐環境特

性を向上させ、ま

た、メタ表面赤外

検出器の試作と特

性評価を行う。さ

らに、極細ナノフ

ァイバーデバイ

ス、導波路型光パ

ラメトリックデバ

イス、高感度検出

基板等を作製し、

実用化を検討す

る。 

 

 

 

プロジェクトの成果の顕在化、基

礎的な開発力の増進のため、拠点

内のリソースを集中的に投下し

た装置の導入などを進めた。 

 

 

計画通りの進捗：リソースの獲得

には限度があり、全てが希望通り

にはそろえられていないが、外注

に頼っていた分析の内製化など

による、研究活性化の兆しが見え

始めている 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－２ エネルギー・環境材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第一号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 32(31) 

/94(42) 

32(30)/ 

95(43) 

     予算額（百万円） 15,160 

の内数 

14,194 

の内数 

     

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 102.2

（65） 

87.1 

(56) 

     決算額（百万円） 14,995 

の内数 

14,221 

の内数 

     

特許出願数  15 22      経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

14,633 

の内数 

     

産学独連携

数 

 27 42      経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

581 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

10,873 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

1,094 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、エ

ネルギーバリュー

チェーンの最適化

に向け、多様なエ

ネルギー利用を実

現するためのネッ

トワークシステム

の構築に向けたエ

ネルギー・環境材

料の開発を行う。

具体的には、太陽

電池、全固体二次

電池、空気電池、燃

料電池、水素製造

システム、熱電デ

バイス等に関わる

材料を開発し、そ

のシステム化やデ

バイス化の実現を

目指す。また、エネ

ルギー変換・貯蔵

の基盤としての電

極触媒を開発する

ほか、理論計算科

学による機構解

明・材料設計やマ

テリアルズ・イン

フォマティクスの

活用等により、エ

ネルギー・環境材

料の開発を加速す

る。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

に取り組む。 

 本領域では、エ

ネルギーバリュー

チェーンの最適化

に向け、多様なエ

ネルギー利用を実

現するためのネッ

トワークシステム

の構築に向けたエ

ネルギー・環境材

料の開発を行う。

具体的には、太陽

電池、全固体二次

電池、空気電池、燃

料電池、水素製造

システム、熱電デ

バイス等に関わる

材料を開発し、そ

のシステム化やデ

バイス化の実現を

目指す。また、エネ

ルギー変換・貯蔵

の基盤としての電

極触媒を開発する

ほか、理論計算科

学による機構解

明・材料設計やマ

テリアルズ・イン

フォマティクスの

活用等により、エ

ネルギー・環境材

料の開発を加速す

る。 

TIA の中核的プロ

ジェクトでもある

ナノ材料科学環境

拠点（GREEN）、及

び、次世代蓄電池

研究開発支援のた

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・超高エネルギー密度リチウム空気二次電池のための電解質添加剤 

レドックス・メディエータとして作用する 2種のアニオンを共存させ

た電解液を開発・採用することで、正極過電圧の低減とデンドライト成

長の抑制を同時に達成した。この電解液は、リチウム空気電池開発の最

大の課題である充放電サイクル寿命の改善、金属リチウム負極の実現に

大きく寄与するものである。 

 

・低温利用可能なユビキタス元素系熱電材料の開発 

ユビキタス元素系材料である Fe-Al-Si 系材料に機械学習を応用する

ことで、40%の出力特性向上に成功した。これは、熱電材料開発において

機械学習の有効性を実証した世界初の例である。 

 

・微生物電極触媒にユニークな有用バイオプロセスの開発と効率化 

微生物電極触媒では、プロトン移動が律速であることを明らかにした

ことに加え、微生物電極プロセスにおいて発酵反応が発電と共役的に進

行していることを明らかにした。さらに、微生物電極プロセスとして進

行するアンモニア酸化反応を全く新規な生体反応として見出した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・さらに突き抜けた研究開発成果の創出のために、NIMS ならではの特色

はどこにあるのかを考え伸ばすことと、社会の変化するニーズを考慮す

ることとが期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・多様なエネルギー利用実現に向けた電池/熱電変換材料開発という明

確な目的に沿って研究開発に取り組み､高い成果を上げている。 

 

・最先端の電池材料や触媒の研究において、NIMS らしいユニークかつ実

用化にむけた取組をしており、高く評価できる。 

 

・空気電池の電解質添加剤開発による寿命改善の成果とともに、強みの
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

このプロジェクト

により、2022 年度

までに特に以下の

技術目標を達成す

る。 

・水素製造触媒・分

離膜、及び水電解

用電解質膜材料を

確定し、長期運転

可能でかつプロト

タイプで社会実装

への検証が可能な 

1 L/min の流量を

もつ水素製造可能

デバイスを実現す

る。 

・現行リチウムイ

オン電池のエネル

ギ ー 密 度 （ 200 

Wh/kg）を全固体電

池で、現行電池の

延長線上では到達

不 可 能 な  500 

Wh/kg を空気電池

で、コミューター

等への利用を可能

とする 150 Wh/kg 

をスーパーキャパ

シタで実現するた

めの材料を開発す

る。 

・低温排熱で発電

可能な現行熱電材

料の室温～600 K 

域における有効最

大出力（温度差 

50 °C で 2～3 

W/m 、 温 度 差 

250 ° C で  50 

W/m）をユビキタス

元素系熱電材料で

達成し、それを用

めに設置された設

備群である蓄電池

基盤プラットフォ

ーム（蓄電 PF）を

領域内に取り込

み、他機関や産業

界と連携しつつ、

エネルギー・環境

材料の開発に必要

な基盤研究を推進

する。GREEN で確立

したオープンラボ

等の支援システム

を GREEN の対象外

の研究についても

適用するととも

に、蓄電 PFの技術

支援を充実させる

ことで、人材育成

を含めた拠点機能

及び橋渡し機能を

強化し、社会実装

につなげる。 

具体的なプロジェ

クトとしては 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

に取り組み、平成

29 年度においては

以下の研究を実施

する。 

 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

 本プロジェクト

では、エネルギー

バリューチェーン

の最適化に向け、

多様なエネルギー

利用を実現するた

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「エネルギー変

換・貯蔵システム

用材料の基盤研

究」 

＜太陽電池＞ 

①ペロブスカイト

系における発電機

構、劣化メカニズ

ム解明に向けた計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無機材料の導入などによる劣化

の低減に取り組み、4500 時間に

及ぶ耐久性を実現した。耐久性向

上に大きく影響した NiO 無機正

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：通常は数百時間

で劣化するペロブスカイト太陽

電池で 4500 時間の耐久性、また

非鉛系ペロブスカイト太陽電池

電池技術を生かした産学連携を強化していることを評価する。 

 

・以下の顕著な実績を評価する。 

①太陽電池の劣化問題、変換効率の再現性低下の克服を図り、ペロブス

カイト系の耐久性、非鉛系ペロブスカイト系の変換効率で、それぞれ世

界トップクラスの性能を得た。 

②NiY 触媒のメソポーラス化による低温＆高燃料効率水素ガス製造技術

を実験室レベルで確立。 

③V-Fe 合金膜の経時安定性を評価し、応用適用先を絞り込み。 

④リチウム空気電池の電解質を新たに開発し、安定化・高性能化に向け

て大きく進展。 

⑤ユビキタス元素系の熱電材料探索において、機械学習と実験により新

たな化合物系を発見。 

⑥微生物電極触媒において、新たな生体反応を発見。界面電子移動を効

率化する指導原理を確立した。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

いた素子の開発を

行う。 

・燃料電池酸素極

及び水電解水素極

の過電圧が白金比

100 mV 以下で現行

白金触媒を費用対

効果で上回り、か

つ現行触媒と同等

の安定性を持つ非

白金触媒を実現す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、中

温燃料電池用の無

加湿電解質膜や完

全非貴金属の電極

触媒など、最終シ

ステムを意識しつ

つ、エネルギーの

高効率変換と貯蔵

に関わる大きなブ

レークスルーに繋

がるような探索研

究を行う。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、産学独

が連携する研究拠

点として設置さ

れ、TIA の中核的プ

ロジェクトでもあ

るナノ材料科学環

境拠点（GREEN）、及

び、次世代蓄電池

研究開発支援のた

めに設置された設

備群である蓄電池

基盤プラットフォ

ーム（蓄電 PF）を

領域内に取り込

み、活用する。

めのネットワーク

システムの構築を

意識したエネルギ

ー・環境材料の開

発を行う。クリー

ンで経済的なエネ

ルギーネットワー

クシステムを実現

する上において材

料科学が大きな役

割を担う太陽電

池、全固体二次電

池、空気電池、燃料

電池、水素製造シ

ステム、熱電デバ

イス等に関わる材

料開発を、システ

ム化・デバイス化

を明確に目指して

行う。さらに、エネ

ルギー変換・貯蔵

の基盤としての電

極触媒の開発、理

論計算科学による

機構解明・材料設

計、及びマテリア

ルズ・インフォマ

ティクスの活用等

により、材料開発

を加速する。 

 特に、太陽電池

では、ペロブスカ

イト型太陽電池の

効率・安定性の向

上のためのメカニ

ズム解明と材料開

発を行う。化合物

半導体太陽電池で

は、Ⅲ族窒化物系

ならびに量子ドッ

ト系の開発を進め

る。水素製造・利用

測手法を開発する

とともに、非鉛化

に向けた新材料の

開発を行う 

 

 

 

 

 

 

②窒化物中の欠陥

評価および表面酸

化プロセスの検討

を行うとともに、

薄型 Si セルにお

けるパシベーショ

ン技術の開発を行

う 

 

 

 

 

＜水素関連材料＞ 

③Cu 系金属間化

合物におけるマル

テンサイト相変態

前後の微細表面組

織を調べ、触媒特

性に対する影響を

明らかにする 

 

 

④NiY 触媒のメソ

ポーラス化による

高効率水素生成の

実現を狙う 

 

 

 

 

 

 

孔輸送層について、材料特性とス

パッタリング法による製膜条件

との相関を明らかにした。ケルビ

ンプローブ顕微鏡を用いポテン

シャル分布の計測を行い、発電機

構の解明を進めた。非鉛系ペロブ

スカイト材料を用いた太陽電池

において約７％の効率を達成し

た。 

 

InGaN 窒化物混晶のバンドギャ

ップ内の欠陥評価のためのシス

テム（光熱偏向分光法）を構築し、

In 組成比率の変化にともなう構

造乱れの定量化ならびにギャッ

プ内準位の同定を行うことを可

能とした。ガス加熱トライオード

プラズマ CVD 技術によるＳｉ表

面パシベーションを提案し、表面

再結合速度の低減に対する有効

性を確認した。 

 

 

高温 XRD 装置を用いて、Cu-Zn-Al

合金のマルテンサイト相変態挙

動を調べた結果、相変態は生じる

ものの加熱・冷却速度の影響が大

きく、触媒特性評価装置の緩やか

な加熱・冷却速度では相変態が不

十分で、触媒特性の明確な違いは

認められなかった。 

 

Ni-Y 合金前駆体の相分離構造制

御により、極細線状（～10 nm）

の Ni 相と Y2O3 相とが絡みあう

特殊な三次元ナノ構造を備えた

「根留触媒：Ni#Y2O3」を創生し

た。この Ni#Y2O3触媒により、メ

タン・二酸化炭素混合ガスから、

既存触媒の動作温度より 200℃

以上低温において、長時間（100

時間）安定的に水素ガスを製造す

の７％の変換効率はいずれも世

界トップクラスである。計測手

法、デバイス物性についても着実

な進展が得られた。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：窒化物評価の欠

陥評価法の開発ならびに薄型 Si

用パッシベーション技術で順調

な進展があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：現在、相変態温

度の高い合金系を含め、急冷凍結

処理することで、メタノール改質

反応に適用可能な合金系の探索

を行っている。 

 

 

 

 

計画以上の進捗：安価・豊富な二

酸化炭素・メタン混合ガスからの

低温・高燃料効率水素ガス製造に

道を開くとともに、コーキングを

抑制する新たな長寿命触媒の設

計概念を実証した。 
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る。 

 

【エネルギー・環境材

料領域】 

多様なエネルギー利

用を実現するための材

料開発を行うものとす

る。また、最終システム

を意識しつつ、エネル

ギーの高効率変換等に

関わる大きなブレーク

スルーに繋がる次世代

の技術シーズを探索す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GREEN では、計算－

計測－材料開発の

融合研究を推進す

るオールジャパン

のイノベーション

ハブとして、太陽

光から出発するエ

ネルギーフローの

共通課題解決を参

画機関、招聘研究

者、さらにはオー

プンラボ研究者の

参画を得て進め

る。GREEN で確立し

たオープンラボ等

の支援システムを

GREEN の対象外の

研究についても適

用するとともに、

蓄電PFの技術支援

を充実させること

で、人材育成を含

めた拠点機能及び

橋渡し機能を強化

し、社会実装につ

なげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料では、水素製

造触媒・分離膜な

らびに水電解用電

解質膜の材料系を

確定し、デバイス

を試作するととも

に、長寿命化を図

る。蓄電材料では、

現行デバイスと差

別化可能な全固体

電池、空気電池、ス

ーパーキャパシタ

のための材料系を

確立する。熱電材

料では、熱エネル

ギー回収用に向

け、室温～600 K の

範囲における現行

材料の性能をユビ

キタス元素系材料

で達成し、その材

料を用いて素子の

開発を行う。これ

ら各デバイスに特

化した材料開発に

加え、共通基盤材

料として燃料電池

酸素極を、また、水

電解水素極として

小さな過電圧と安

定性を示す非貴金

属触媒を、それぞ

れ実現するととも

に、これらの材料

開発を加速するた

めの界面現象に対

する理論計算技

術、新規材料探索

手法及び高効率大

規模計算技術を確

立する。 

 平成 28 年度は、

 

 

⑤V 系合金膜のア

ンモニア分解模擬

ガスに対する安定

性を評価する 

 

 

 

 

 

 

 

⑥高耐熱性の無機

材料である POSS 

をスルホン化する

ことでプロトン伝

導向上を目指す 

 

⑦省白金燃料電池

における助触媒の

微量添加の影響を

調べ、MEA 内にお

ける性能評価を開

始する 

 

 

 

＜蓄電材料＞ 

⑧空気電池正極の

安定化・高性能化

を進めるととも

に、リチウム金属

負極については異

常電析開始寿命に

対する金属組織制

御の効果を明らか

にしてゆく。 

 

 

⑨グラフェン・キ

ャパシタのイオン

ることに成功した。 

 

V-Fe 合金膜に対して、アンモニ

アを 1%含む水素：窒素=3:1 の混

合ガスを用いた連続水素透過試

験、さらに膜表面を大気非暴露で

XPS 分析を行った結果、ドライな

環境下では水素透過流量が長時

間(100 時間)後も全く低下せず、

水素透過の障害となる反応生成

物も認められないことを明らか

にした。 

 

塩化スルホン酸(HSO3Cl)を用い

ることで、POSS (Polyhedral 

Oligomeric Silsesquioxane) の

Octaphenylene 基をほぼ 100%ス

ルホン化することに成功した。 

 

CeOx ナノワイヤ上に電子線照射

法により白金を担持したカソー

ド触媒を用いて MEA 性能評価

（IR-Free 測定）を行ったとこ

ろ、電子線照射なしの Pt-CeOx ナ

ノワイヤ/C に比して 100 時間運

転時の発電性能向上（セル電位

0.8V＠100mAcm-2）を確認した。 

 

 

レドックス・メディエータとして

作用する 2 種のアニオンを共存

させた電解液を開発・採用するこ

とで、正極過電圧の低減とデンド

ライト成長の抑制を同時に達成

した。また、金属リチウムの電析

形態に粒界部分で進行する副反

応ならびにその結果形成される

被膜成分が大きな影響を及ぼす

ことを明らかにした。 

 

グラフェンとの濡れ性の良い

EMI-BF4 の場合、活性化法により

 

 

計画以上の進捗：大流量デバイス

を前年度試作済である V-Fe 合金

膜が、ドライ環境下でのアンモニ

ア分解ガスからの高純度水素抽

出への適用に対して有望である

ことを見通す成果である。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：POSS の合成に

成功し、導電性向上の足掛かりを

築いたことで、予定通りの進捗と

評価する。 

 

 

計画通りの進捗：現状は、市販の

電極（HiSPEC3000）使用時と同等

の発電性能ではあるが、電子線照

射条件の最適化により、発電性

能・性能安定性をともに高め、省

白金化を進める。 

 

 

 

 

計画以上の進捗：大きな正極過電

圧と負極のデンドライト成長は

リチウム空気電池の実現に対す

る大きな阻害要因であり、開発し

た電解液はこれらを同時に解決

する方向性を示すものである。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：グラフェンのリ

ップルを考慮した新しい層間距
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太陽電池関連の研

究として高品位ペ

ロブスカイト薄膜

の作製法ならびに

原子スケールでの

構造観察や計測技

術を確立し、薄膜

伝導特性等の評価

からデバイスの基

礎物性を明らかに

する。また、化合物

半導体材料の混晶

化によるバンドギ

ャップの制御性の

検討と高品質化を

行う。水素関連材

料として、水素製

造用触媒では触媒

反応温度領域にお

いてマルテンサイ

ト相変態が期待さ

れる金属間化合物

を調査し、ナノ相

分離触媒のコーキ

ング耐性と反応温

度低下に向けた指

針を得るととも

に、V 合金膜の水

素透過精製におけ

るメタノール分解

への適合性を評価

する。また、高温水

電解用電解質膜の

合成指針、量子ビ

ームによる CeO ナ

ノワイヤ電極表面

の活性化評価か

ら、燃料電池の省

白金化への指針を

得る。蓄電材料の

研究では、全固体

電池における課題

吸着の影響因子を

明らかとし、その

最適制御方法を確

立する 

 

 

 

 

 

⑩シェアープロセ

スの高度化により

単層グラフェンの

作製方法を開発す

る 

 

⑪固体電池の基礎

研究で利用する薄

膜電池の再現性を

向上させる 

 

 

 

 

＜熱電材料＞ 

⑫コンビナトリア

ル材料合成で得ら

れた BiTe 系薄膜

の結晶構造、組成、

熱電特性を詳細に

検討し、開発の指

針を得る 

 

 

⑬ユビキタス系材

料探索では機械学

習を応用した加速

を図るとともに、

二相層状複合構造

における高効率熱

電変換の可能性を

検討する 

 

形成するナノ孔が0.76～1.14 nm

で最も高い容量を示すことを確

認した。また、イオン伝導経路と

なる層間距離が吸着イオンの電

荷と吸着量に依存することが明

らかとなり、スペーサーとなるカ

ーボンナノチューブ径の選択指

針とした。 

 

シェアープロセスの前処理にお

ける有機溶媒への浸漬時間の伸

長、シェアープロセスにおける負

荷圧力の上昇により、グラフェン

の高速単層化を達成した。 

 

スパッタ法による固体電解質層

形成時の基板電圧を制御するこ

とで、固体電解質の特性を安定さ

せることに成功した。その結果、

内部短絡がなく、かつ電極抵抗の

低い薄膜電池を再現性良く作製

することが可能となった。 

 

 

BiTe 系薄膜はプロセスパラメー

タである RF 出力によって伝導型

が変化し、RF 出力を変えること

によって pn 制御が可能なこと、

伝導型変化は BiTe 結晶の積層構

造変化に起因することを明らか

にし、BiTe 系薄膜デバイスの試

作を行った。 

 

前年度に発見した Fe-Al-Si 系

で、組成制御によって伝導型が制

御できること、組成の最適化によ

る高性能化が可能であることを

見出すとともに、機械学習を応用

することで出力特性を 40%向上

させることに成功した。また熱電

材料を単純積層した二相層状複

合構造では、熱起電力が大きく低

離の設計指針を明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：現在ベンチスケ

ールのシェアープロセスを作製

中。 

 

 

 

計画通りの進捗：新たなプレセス

制御パラメータを明らかにする

ことで、基礎研究に供することが

可能な電池系を確立した。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：BiTe 系を基に

して、高性能・多機能な熱電材料・

素子の開発には結晶構造制御が

重要であるという指針を得た。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：ユビキタス元素

系材料である Fe-Al-Si 系材料に

機械学習を応用することで、40%

の出力特性向上に成功した。これ

は、熱電材料開発において機械学

習の有効性を実証した世界初の

例である。 
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抽出、空気電池に

おける充電過電圧

の理解を進める。

さらに、強酸化処

理によるキャパシ

タ用単層グラフェ

ンの合成条件を確

立する。熱電材料

の研究では、現行

の Bi-Te 系材料に

おける熱電特性を

計算科学および輸

送特性評価で精査

するとともに、結

晶異方性が熱電特

性に与える影響を

調べることで材料

の理解を深め、物

質探査の基礎的知

見とする。触媒材

料に関しては、酸

素還元反応に対す

る種々の窒化ホウ

素ナノ構造体にお

いて燃料電池用触

媒としての高活性

機能が発現する最

適条件を探るとと

もに、窒素、硫黄、

ホウ素ドープカー

ボンを材料とし

た、リチウム空気

電池用非金属触媒

の合成に着手す

る。また計算化学

を利用した新たな

非貴金属触媒の開

発を進める。計算

科学の分野では、

バイアス印加効果

を考慮可能な連続

体近似を包含した

 

 

 

⑭デバイス化検討

において溶射プロ

セスパラメータの

最適化を図る 

 

 

＜電極触媒＞ 

⑮BN ナノシート

触媒の金使用量削

減による高効率触

媒の開発、炭素系

電極触媒の化学構

造を制御した ORR 

触媒の探索、酸素

還元活性を更に向

上させるため多孔

質 酸 化 物

（(La,Sr)CoO3）組

成の最適化を行

う。 

 

⑯微生物電極触媒

における有用バイ

オプロセスの探索

を計算・計測と連

携しながら進める 

 

 

 

 

 

＜計算科学＞ 

⑰ポスト「京」にお

ける電池界面・電

解液解析の高効率

化に向けた第一原

理サンプリング手

法のさらなる高速

化と高機能化に取

下することを理論的に明らかに

した。 

 

熱電材料に対する電極接合技術

として、FeSi2 熱電材料/Cu 電極

において、反応層のない良好な接

合界面が作製可能なロウ材接合

技術を開発した。 

 

 

BN ナノシート触媒では BN 上に

担持する金微粒子サイズをさら

に小さなものとすることで酸素

還元反応（ORR）の活性を向上さ

せた。炭素系電極触媒では、窒素

ドープ炭素の高効率酸素還元反

応における律速過程を実験と理

論を組み合わせた研究により明

らかにした。また、多孔質

(La,Sr)CoO3 電極の粒界近傍にお

ける Sr 偏析層の確認から、Srの

欠損を補償する組成制御の指針

を得た。 

 

微生物電極触媒では、プロトン移

動が律速であることを明らかに

したことに加え、微生物電極プロ

セスにおいて発酵反応が発電と

共役的に進行していることを明

らかにした。さらに、微生物電極

プロセスとして進行するアンモ

ニア酸化反応を全く新規な生体

反応として見出した。 

 

 

文部科学省ポスト京重点課題５

における基盤アプリの１つで

我々が担当している stat-CPMD

の高速化・高効率化を実現し、か

つ当アプリの目標である 5000 原

子以上の系での第一原理サンプ

リングを前倒しで達成した。ES-

 

 

 

計画通りの進捗：溶射ではなくロ

ウ材接合を電極形成技術とした

新規な接合技術を開発できた。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：BN ナノシート

触媒では、金使用量削減に成功し

た。また、炭素系電極触媒では計

算科学と実験の協働により複雑

な電気化学反応の解析に成功し

た。多孔質(La,Sr)CoO3電極では、

多孔質電極におけるミクロな Sr

偏析現象を初めて解明した。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：全く新規な微生

物有用プロセスを見出した。さら

に、界面電子移動の律速過程を特

定できたことで二桁近い電流値

の増大を達成した。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：文部科学省ポス

ト京重点課題５における基盤ア

プリ stat-CPMD の開発目標を前

倒しでほぼ達成した一方で、全状

態探索では DFT-MD データの収集

をさらに進める必要があること

が判明し、「京」 コンピュータを
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第一原理電気化学

反応計算手法の開

発、第一原理計算

をベースにした配

置空間を広範囲に

カバーできる古典

力場の開発を進め

るとともに、リチ

ウムイオン電池、

全固体電池等の出

口課題における電

極-電解質（電解

液）界面現象の解

明に取り組む。 

り組み、DFT-MD 計

算の結果を ES–LiR

法やさらに高精度

機能予測が可能な

ガウス過程による

全 状 態 探 索 (ES-

GP)法を適用可能

にする 

 

⑱次世代電池にお

ける電解液ー電極

界面の研究を進め

るともに、Li-ion 

系の SEI 膜解析も

さらに進展させる 

 

⑲炭素電極触媒関

係において腐食や

CO2還元について取

り組む 

 

 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よるエネルギーの

高効率変換と貯蔵

に関わる大きなブ

レークスルーに繋

がるような探索研

究 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

ナノ材料科学環境

拠点（GREEN） 

文部科学省の委託

事業を行う開かれ

た研究拠点とし

て、計算と実験の

連携・融合により、

LiR 法の適用は軌道に乗った一

方で、ES-GP 法の適用については

まだ進行中である。 

 

 

 

 

 

 

グラファイト負極—無機系 SEI 膜

の界面における Li イオン輸送の

反応自由エネルギープロファイ

ルを世界で初めて計算した。新た

な界面現象の解釈について理論

構築と論文執筆を進めている。 

 

ボロンドープダイヤモンド電極

の電極触媒反応を様々な界面状

態で検証し、半導体電極の特徴で

ある界面官能基が関与する反応

経路が生じることを理論的に実

証した。 

 

 

 

スーパーキャパシタの電極とし

て開発を進めているグラフェン

の新たな展開として二次電池用

電極としての検討を行い、グラフ

ェン/SnO2 複合体が 1000 mAh g−1

におよぶ容量を示すことを見出

した（Nanoscale に論文掲載）。 

 

 

 

 

 

ナノ材料科学環境拠点では、従来

からの 4分野すなわち計算分野、

計測分野、電池分野、太陽光利用

分野に加えて、2016 年 10 月に設

置した技術統合化ユニットにお

用いた早期のデータ増強を図っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：界面現象の理解

に通じるものと考えられる、界面

拡散に対するポテンシャル障壁

の計算結果を得た。 

 

 

 

計画通りの進捗：電極触媒におけ

る界面官能基の設計に示唆を与

えるものである。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：グラフェンの製

造については機構認定ベンチャ

ーを H29 年度に設立した。ベンチ

ャーによる積極的な用途開拓に

より研究成果の普及が期待され

る。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： NIMS 連携拠点

推進制度との相補的な運用によ

りオープンラボ事業を発展させ

るとともに、技術統合化ユニット

の活動を最適化させるため、電
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界面現象を理解し

制御することで、

太陽光から出発す

るエネルギーフロ

ーの共通課題解決

を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池基盤プラッ

トフォーム（蓄電

PF） 

「JST 先端的低炭

素 化 技 術 開 発

（ALCA）特別重点

技術領域次世代電

池（次世代蓄電池

研究加速プロジェ

クト（SPRING））」と

連携し、同プロジ

ェクトで実施され

る次世代蓄電池の

研究開発を優先的

に支援した他、蓄

電池の開発に関わ

る大学、独法、民間

いて、社会システム全体を俯瞰し

た技術統合と理論・計測・材料創

製との協働による材料開発への

取組を行った。一例としてリチウ

ム空気電池のナノ界面特性と実

デバイス特性を繋ぐシミュレー

ションのためのプロトタイプシ

ミュレータを開発し、連成解析に

着手した。 

オープンラボによる外部研究者

の受け入れなどを継続し（H29 年

度は採択数 10 件、うち新規テー

マは 5 件）、開かれた研究拠点と

して大学や企業における研究開

発の加速にも貢献した。 

特筆すべき成果として、リチウム

空気電池が実用的な作動条件(容

量 :4mAh/cm2, 電 流 密

度:0.4mA/cm2)下で20回の充放電

サイクルが可能であることを実

証した。リチウム空気電池に関す

る一連の成果は、H30 年度のソフ

トバンクとの大型企業連携（10

億円超/2年）に発展した。 

 

 

 

 

蓄電池基盤プラットフォームで

は、「JST 先端的低炭素化技術開

発（ALCA）特別重点技術領域 次

世代電池（次世代蓄電池研究加速

プロジェクト（SPRING））」と連携

し、同プロジェクトで実施される

次世代蓄電池の研究開発を優先

的に支援した他、蓄電池の開発に

関わる大学、独法、民間企業等へ

の支援を行った。支援件数は

ALCA-SPRING 関係が 22 件（延べ

909 日）、それ以外が 37件（延べ

677 日）であり、28年度実績とほ

ぼ同等であり、着実な支援を行う

池、太陽電池関係者を含めた会合

を持ち、進捗状況を把握し、研究

の方向性について議論をしつつ

進めるように運営した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ステージ温度可

変 CP などの装置の充実を図ると

ともに、支援を行う主体であるエ

ンジニアに対して、定年制の研究

者が研究業務を通して指導を行

うことで、質の高い支援を継続で

きるように運営した。 
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企業等への支援を

行う 

ことができた。 

 
４．その他参考情報 
特になし 



31 
  

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－３ 磁性・スピントロニクス材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第一号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 15(13) 

/56(32) 

16(14)/ 

47(23) 

     予算額（百万円） 15,160 

の内数 

14,194 

の内数 

     

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 71.3 

(40) 

64.7 

(39) 

     決算額（百万円） 14,995 

の内数 

14,221 

の内数 

     

特許出願数  12 10      経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

14,633 

の内数 

     

産学独連携

数 

 9 24      経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

581 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

10,873 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

1,094 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、ク

リーンで経済的な

エネルギーシステ

ムの実現に貢献す

る磁性材料の開発

と情報通信技術分

野の省エネに繋が

る大容量メモリ、

ストレージ技術に

不可欠なスピント

ロニクス素子を開

発する。磁石、メモ

リ、ストレージデ

バイスでは、原子

レベルで構造を制

御した強磁性体と

非磁性体の複相構

造を大量生産に向

く手法で作り込ま

なければならない

ため、そのための

ナノ構造制御技

術、成膜技術、微細

加工技術を発展さ

せる。材料・デバイ

スの構造をミク

ロ・ナノ・原子レベ

ルのマルチスケー

ルで評価し、強磁

性／非磁性複合構

造から得られる磁

気特性・伝導特性

を理論的に予測

し、それを指針と

しつつ、材料のポ

テンシャルを最大

限に生かした磁

気・伝導特性を発

 本領域では、ク

リーンで経済的な

エネルギーシステ

ムの実現に貢献す

る磁性材料の開発

と情報通信技術分

野の省エネに繋が

る大容量メモリ、

ストレージ技術に

不可欠なスピント

ロニクス素子を開

発する。磁石、メモ

リ、ストレージデ

バイスでは、原子

レベルで構造を制

御した強磁性体と

非磁性体の複相構

造を大量生産に向

く手法で作り込ま

なければならない

ため、そのための

ナノ構造制御技

術、成膜技術、微細

加工技術を発展さ

せる。材料・デバイ

スの構造をミク

ロ・ナノ・原子レベ

ルのマルチスケー

ルで評価し、強磁

性／非磁性複合構

造から得られる磁

気特性・伝導特性

を理論的に予測

し、それを指針と

しつつ、材料のポ

テンシャルを最大

限に生かした磁

気・伝導特性を発

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 S 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成

果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・ネオジム磁石を超える新規磁石化合物の創製 

  Sm(Fe0.8Co0.2)12の単結晶薄膜の作製に世界で初めて成功し、現在の

最強磁石である Nd2Fe14B に比べ、磁化・異方性・高温特性のすべての

点で優れていることを示した。 

 

・新規バリア材料 MgAl2O4-TMR 素子実用化のため多結晶素子 

NIMS 発新規バリア MgAl2O4は、不揮発磁気メモリ(MRAM)や磁気センサ

に使われるトンネル磁気抵抗素子(TMR)の高バイアス電圧動作を可能と

する。これまで単結晶素子に留まっていたが、実用化のためのブレー

クスルーとして多結晶化に成功した。TMR>240%の高いトンネル磁気抵

抗比に加え、完全格子整合の実現により高バイアス電圧下の磁気抵抗

特性向上を達成した。なお、FeAl/MgAl2O4では、スパッタ膜世界最高の

界面垂直磁気異方性（Ku=1.1 MJ/m3）も実現した。 

 

・ホイスラー合金と新規スペーサーによる次世代ハードディスク高感

度磁気センサ 

 面直電流巨大磁気抵抗（CPP-GMR）素子は次世代高記録密度・大容量ハ

ードディスク用磁気（再生）ヘッドとしての応用が期待される。高スピ

ン分極ホイスラー合金薄膜を実用的な多結晶薄膜で作製し、新規

AgInZnO スペーサーにより、多結晶素子において世界最高の 50-60%の磁

気抵抗比を達成した。これは面記録密度の究極目標ともいえる

5Tbit/in2に対応可能な磁気ヘッド要求性能を満たす。 

 

・当該領域では、他領域に対して少ない人員でメリハリの効いた効果的

なマネジメントを実施し、上記のような顕著な成果を創出するととも

に、多くの企業との共同研究も推進していることを高く評価する。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今後､研究リソースを増強していく上で､追加されるテーマの位置づけ

とロードマップの全体俯瞰を常に意識した研究マネジメントを期待す

る。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・磁性･スピントロニクス材料の基盤研究として､サブテーマの各々で高

い成果を上げた。研究の目的とそれに向けた展望･ロードマップが明解

な形で整理されており､計画における到達度指標も定量的に数値化され
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

現する磁石やメモ

リ・ストレージデ

バイスを開発す

る。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究に取

り組む。 

このプロジェクト

により、2022 年度

までに特に以下の

技術目標を達成す

る。 

・ネオジム磁石に

ついて、複相構造

の界面を原子レベ

ルで制御すること

により、希少金属

を使わずに現行の

ジスプロシウム含

有磁石よりも優れ

た特性（200 C にお

いて、保磁力 μ

0Hc>0.8 T、最大エ

ネ ル ギ ー 積 

(BH)max>150 

kJ/m3）の磁石を開

発する。また新規

磁石化合物の探索

を行う。 

・室温ハーフメタ

ル材料を開発し、

それを用いて従来

よりも飛躍的に優

れた特性の磁気抵

抗素子やスピント

ルク発信素子を実

証する。具体的に

はホイスラー合金

現する磁石やメモ

リ・ストレージデ

バイスを開発す

る。 

元素戦略磁性材料

研究拠点（ESICMM）

の運営を通して、

次世代永久磁石開

発に必要な基盤研

究を他機関ならび

に産業会と連携し

つつ推進する。ま

た、次世代省エネ

メモリとして注目

されている磁気メ

モリや磁気ストレ

ージ技術を実現さ

せる磁気抵抗素子

開発の基盤研究で

は、他法人・産業界

と連携するオープ

ンイノベーション

活動により社会実

装を促進する。 

具体的なプロジェ

クトとしては 

・省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究 

に取り組み、平成

29 年度においては

以下の研究を実施

する。 

 

・省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究 

 本プロジェクト

では、クリーンで

経済的なエネルギ

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究」 

①ネオジム磁石の

結晶粒界の磁性の

制御により、室温

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱間加工ネオジム磁石への粒界

浸透用合金を従来の Nd-Ga-Cu か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：高温での保磁力

を確保できれば室温での保磁力

は重要な指標でなくなり、保磁力

て明確である。 

 

・本領域は、NIMS の関連研究者を集結し、元素戦略拠点や ImPACT など

大型プロジェクトとも連携し、「磁性・スピントロニクス材料研究拠点」

を形成しており、研究成果の最大化に合致した取組を行っている。 

 

・理論、材料創成、デバイス化、解析評価を総合的に推進できる体制が

整えられている。 

 

・基礎研究から得たシーズ技術についても、実用化の道筋が明確である。 

 

・英語の公用語化、定量性をもったロードマップの策定など、マネジメ

ントの工夫・努力を評価する。 

 

・磁性理論チームが立ち上がり年度計画が発展していく上で、今後の課

題として提示されている「定年制職員の増大」も、より考慮されるべき。 

 

・一つ一つのグループの規模が小さいので、より効率的・効果的に研究

を推進するためには、グループの統合や他領域（情報統合型物質・材料

研究領域等）とのさらなる連携が必要と思われる。 

 

・以下の顕著な実績を評価する。 

①ネオジム磁石を超える新規磁石化合物の単結晶薄膜の作製に世界で

初めて成功。商用化に期待する。 

②NIMS 発の新規バリア材料 MgAl2O4-TMR 素子の多結晶化に成功し、実用

化に向け大きく前進。スパッタ膜世界最高の界面垂直磁気異方性を実現

した点も、高インパクト。 

③CPP-GMR 素子の理論設計に成功し、多結晶素子において世界最高の磁

気抵抗比を実現。面記録密度の究極目標に値する実証データを得た。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

を用いた面直電流

巨大磁気抵抗素子

(CPP-GMR) で 室 温

100 %を超える磁気

抵抗比、20 mV を超

える電圧出力な

ど、通常の強磁性

材料を用いた素子

では実現できない

高い値を示し、ハ

ーフメタルスピン

トロニクス素子の

優位性を示す。 

・トンネル磁気抵

抗素子や半導体を

スペーサとした

CPP-GMR 素子で、10 

nm ノードの STT-

MRAM セルに要求さ

れる、面積抵抗 RA 

~ 0.1-0.5 Ω μ

m2、磁気抵抗変化比 

MR ~ 300 %の垂直

磁気抵抗素子を開

発する。 

・大容量ストレー

ジデバイスとし

て、次世代ハード

ディスクに求めら

れる 4 Tbit/in2に

対応できる超高密

度磁気記録媒体を

試作するととも

に、そのような高

密度磁気記録に対

応できる磁気セン

サ用高出力磁気抵

抗素子を開発す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、物

質の磁性を学術基

ーシステムの実現

に貢献する磁性材

料の開発と超スマ

ート社会で重要と

なる ICT 分野の省

エネに繋がる磁

気・スピントロニ

クスデバイスの開

発に資する基盤研

究を実施する。磁

石特性、メモリ特

性、ストレージ特

性、磁気センサ特

性、磁気抵抗特性

などの磁気に起因

する機能を省エネ

デバイスやメモ

リ・ストレージデ

バイスに応用する

ためには、強磁性

体と非磁性体の複

相構造を原子レベ

ルの精度で制御し

なければならな

い。このような磁

気・スピントロニ

クス素子を作製す

るためのナノ構造

制御技術、成膜技

術、微細加工技術

を発展させるとと

もに、材料・デバイ

スの構造をミク

ロ・ナノ・原子レベ

ルのマルチスケー

ルで評価し、材料

のポテンシャルを

最大限に活かした

磁気・伝導特性を

発現する材料とそ

れを用いた素子を

開発する。そのた

2.5 T の保磁力と

残留磁化 1.3 T 以

上の実現を目指す 

 

 

 

 

 

 

② Sm1-xZrx(Fe1-

yCoy)Tiz の磁気物

性の測定と相安定

性の検討を行い、

新規磁石材料とし

ての可能性を検討

する 

 

 

 

 

 

 

 

③高スピン偏極・

低磁気緩和・低飽

和磁化・高磁気異

方性など、スピン

トロニクスデバイ

スで要求される

様々な磁気物性を

持つ新材料を探索

する 

 

④低抵抗高出力磁

気抵抗素子で 100%

以上の磁気抵抗比

の実現を目指すと

ともに、4 Tbit/in2

に対応できる超高

密度磁気記録媒体

構造を実現する 

 

ら Nd-Ga-Cu-Fe に変更すること

により、浸透処理に伴う磁化の低

下を大幅に抑制し、室温の残留磁

化 1.3T を達成した。室温の保磁

力は 2.2T であるが、温度依存性

が改善され、室温 2.5T の従来磁

石と同等以上の保磁力を 150℃

で達成した。 

 

(Sm0.8Zr0.2)(Fe0.8Co0.2)11.5Ti0.5 が

高いキュリー温度 830K、飽和磁

化 1.53T、異方性磁界 8.4T（いず

れも室温）を有する安定組成であ

り、約 80℃以上で Nd2Fe14B を超

える物性値を有する有望な安定

物質のひとつであると結論した。

更に、Sm(Fe0.8Co0.2)12の単結晶薄

膜の作製に世界で初めて成功し、

現在の最強磁石である Nd2Fe14B

に比べ、磁化・異方性・高温特性

のすべての点で優れていること

を示した。 

 

低温の熱処理温度でも高いスピ

ン分極率を持つ Co2(Fe,Ti)Si 合

金を開発し、高いスピン分極率を

実証した。 

 

 

 

 

 

 

FePt-C 系熱アシスト磁気記録媒

体では、ピッチ間距離 6.3 nm、

平均粒子径 5.2 nm・アスペクト

比 1.5 以上の極めて均質な微細

組織を持った FePt-C 媒体の合成

に成功した。 

 

 

 

の温度依存性が小さいことが利

点となるので、計画達成とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：単結晶薄膜によ

る研究で原理的優位性を実証す

ることができた。組成探索が多元

系となり網羅的実験は困難なの

で、インフォマティックス研究チ

ームと連携し、組成探索の速度を

上げる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：室温におけるス

ピン分極率をさらに高めるため

に新組成の合金探索や組成比の

最適化を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：4 Tbit/in2に対

応できる超高密度磁気記録媒体

構造に着実に近づいている。 
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る。 

 

【磁性・スピントロニ

クス材料領域】 

クリーンで経済的な

エネルギーシステムの

実現に貢献する高性能

な磁性材料やスピント

ロニクス素子の開発を

目指すものとする。ま

た、新しい材料・デバイ

スの原理検証や、新規

磁性化合物の開拓等の

技術シーズを探索する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盤とする新規シー

ズの創出を行う。

具体的には、スピ

ン軌道相互作用を

利用して、これま

での技術では実現

不可能だった小さ

な電流や電圧で磁

化を制御できる技

術の可能性を検討

する。また、巨大な

スピン軌道相互作

用を利用して、従

来のスピントロニ

クスデバイスでは

なし得なかった発

光、発電といった

機能性をもつ材

料・デバイスの原

理検証や、新規磁

性化合物の発見な

どのシーズ技術を

育成する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、元素戦

略磁性材料研究拠

点（ESICMM）を磁石

材料研究のハブ機

能として活用す

る。また、次世代省

エネメモリとして

注目されている磁

気メモリや磁気ス

トレージ技術を実

現させる磁気抵抗

素子開発の基盤研

究では、他法人・産

業界と連携するオ

ープンイノベーシ

ョン活動により社

会実装を促進す

めに、強磁性／非

磁性複合構造から

得られる磁気特

性・伝導特性を理

論的に予測し、そ

れを指針としつ

つ、開発研究を効

率的に推進する。 

特に、ネオジム磁

石の保磁力を向上

させるための微細

構造制御、さらに、

Nd-Fe-B 系以外の

高性能磁石開発の

ための基礎研究を

行い、希少金属を

使わずに現行の市

販磁石よりも優れ

た特性の磁石開発

を目指す。また、高

スピン偏極・低磁

気緩和・低飽和磁

化・高磁気異方性

など、スピントロ

ニクスデバイスで

要求される様々な

磁気物性を持つ新

材料を探索し、そ

れらを用いた低抵

抗高出力磁気抵抗

素子開発に繋げる

ほか、大容量デー

タストレージにお

ける省エネを実現

するために、ハー

ドディスクドライ

ブにおいて 4 T 

bit/in2 に対応で

きる超高密度磁気

記録媒体を試作、

そのような高密度

磁気記録に対応で

⑤高密度磁気記録

に対応できる 20 

mV 以上の出力を

出せる磁気センサ

用磁気抵抗素子を

開発する 

 

 

⑥省エネコンピュ

ーティングに寄与

する STT-MRAM や

ストレージクラス

メモリの基盤技術

となる垂直強磁性

トンネル接合で

300%以上の磁気抵

抗比を実現する 

 

 

 

 

⑦実験研究を効率

良くすすめるため

の、理論計算によ

る物性予測と実験

結果の理論的解釈

を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧試作材料・素子

の構造を３次元ア

トムプローブ、

TEM、SEM/FIB を補

完的に用いてマル

チスケール解析を

進めるとともに、

スペーサーに InZnO と Ag を用い

ることにより実用的な多結晶素

子において、最大で 18mV の出力

を実現した。RA = 0.08-0.1mΩμ

m2 であり、2-4Tbit/in2 以上の記

録密度に対応可能な性能を実現

した。 

 

最終目標数値である Ku>1MJ/m3、

磁気抵抗比（TMR）>300%に対して、

FeAl/MgAlO 構造という新規材料

系を開発することによって、スパ

ッタ膜で世界最高の Ku=1.1 

MJ/m3 を既に達成した。この構造

を用いた TMR 素子の磁気抵抗比

は現時点で 70%を越えており、開

発は順調に進んでいる。また、現

行 MgO を置換する実用化研究に

おいて、MgAlO バリア多結晶素子

の開発に成功した（TMR=240%）。 

 

Fe/CuInxGa1-xSe2 界面において

Fe/MgO 界面の 1.5 倍の垂直結晶

磁気異方性（PMA）が得られるこ

とを理論的に示した。また Fe/M

ｇAｌ2O4界面の垂直のPMAの起源

を明らかにし、W層を 3層以上挿

入することにより MgO/Fe 界面の

2倍以上のPMAが得られることを

提案した。Co2FeGe/Ag(MgO)界面

にB2-CoFeを挿入することにより

界面交換結合が強くなり室温に

おける MR 比が増大できる可能性

を示した。 

 

プロジェクト内で試作された熱

間加工ネオジム磁石、スピントロ

ニクス材料・デバイス等の組織と

特性の関係を理解するために、

TEM、SEM、アトムプローブ、カー

効果顕微鏡等による相補的なマ

ルチスケール組織・磁区解析を実

計画以上の進捗：多結晶素子にも

関わらず、素子抵抗 x 面積値 RA

と 磁 気 抵 抗 比 MR は 既 に

4Tbit/in2 の要求値をほぼ満たし

ている。 

 

 

 

計画通りの進捗：TMR>300%はプロ

ジェクト期間中の課題として残

っているが、Ku に関しては新規

材料系の開発により、スパッタ膜

世界最高値 1.1MJ/m3 を実現して

目標を達成した。実用化に向けた

多結晶バリアの性能評価も出来、

最終年度目標の一部を前倒しで

完了した。 

 

 

 

 

計画以上の進捗：垂直磁気異方性

(PMA)を示す新たな接合系の理論

設計に成功し、また MR の温度依

存性の改善方法を理論的に提案

するなど計画以上の進捗である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：材料・デバイス

試作グループから試料の提供を

受け、計画通りに推進。材料設計

に critical な構造情報を提供

し、それにより高残留磁化、高保

磁力磁石の開発に寄与。 
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る。そのために、研

究者を連携機関と

相互に併任させる

ことで組織的連携

を強め、スピント

ロニクス素子開発

におけるハブ機

能・人材育成機能

を高める。また、磁

性理論において

は、大学で活発に

活動している理論

研究者をクロスア

ポイントメント制

度等により招聘す

ることで、研究を

加速させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きる磁気センサ用

高出力磁気抵抗素

子を開発する。そ

の技術を超スマー

ト社会で必要とさ

れる種々の磁気セ

ンサへの応用にも

広げる。併せて、省

エネコンピューテ

ィングに寄与する

STT-MRAM やストレ

ージクラスメモリ

の基盤技術となる

垂直強磁性トンネ

ル接合の材料・素

子化の研究開発を

行う。これらの実

験研究と平行し

て、理論計算によ

る物性予測と実験

結果の理論的解釈

を行うことによ

り、成果の創出を

加速する。また、材

料・素子化には構

造を原子レベルで

解析・評価する必

要があるので、そ

のための３次元ア

トムプローブ、

TEM、SEM/FIB を補

完的に用いて行う

マルチスケール組

織解析技術、磁区

イメージング技

術、有限要素マイ

クロマグネティク

スシミュレーショ

ン手法の高度化に

取り組み、プロジ

ェクト内で創製、

試作される材料・

磁区イメージング

技術、有限要素マ

イクロマグネティ

クスシミュレーシ

ョン手法の高度化

に取り組む 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よる物質の磁性を

学術基盤とする新

規シーズの創出 

 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

元素戦略磁性材料

研究拠点（ESICMM） 

 

施した。また、磁石や、スピント

ロニクスデバイスの組織的特徴

をマイクロマグネティクス計算

に取り込み、特性向上に寄与する

磁石組織、デバイス構造を検討し

た。 

 

 

 

高スピン分極を有するホイスラ

ー合金とその磁気抵抗素子、およ

び、無欠陥の単結晶 TMR 素子の基

本特性を調べ、学術基盤の構築、

技術の確立に貢献した。 

 

委託業務計画通りに再委託機関

を含めた全体のマネジメントを

行い、機構-東工大-東北大連携で

の Nd-Fe-B-Cu-O5 元系の熱力学

計算データベース、原子スピン模

型を用いた磁性の有限温度理論

計算（産総研、物性研、東大、東

北大）などの論文成果を得た。契

約総額 583 百万円（内 機構 

319、再委託 264 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：センサ・アクチ

ュエータ研究開発センターにお

ける磁気センサ開発の学術・技術

基盤となった。 

 

 

計画通りの進捗：H30 年度は拠点

全体の 1-12 型 SmFeCo 系磁石開

発へのエフォート投入を増やす。

外部連携部門と協働し磁石関連

企業群とのパートナーシップ形

成を目指す。 
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デバイスの特性向

上に必要な解析研

究を実施する。 

平成 29 年度は、ネ

オジム磁石の結晶

粒界の磁性の制御

により、室温 2.5 T

の保磁力と残留磁

化 1.3 T 以上の実

現を目指す。さら

に、Sm1-xZrx(Fe1-

yCoy)Tiz の磁気物

性の測定と相安定

性の検討を行い、

新規磁石材料とし

ての可能性を検討

する。また、高スピ

ン偏極・低磁気緩

和・低飽和磁化・高

磁気異方性など、

スピントロニクス

デバイスで要求さ

れる様々な磁気物

性を持つ新材料を

探索し、それらを

用いた低抵抗高出

力磁気抵抗素子で

100%以上の磁気抵

抗比の実現を目指

す と と も に 、 4 

Tbit/in2 に対応で

きる超高密度磁気

記録媒体構造を実

現する。また、その

ような高密度磁気

記録に対応できる

20 mV 以上の出力

を出せる磁気セン

サ用磁気抵抗素子

を開発する。併せ

て、省エネコンピ

ューティングに寄
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与するSTT-MRAMや

ストレージクラス

メモリの基盤技術

となる垂直強磁性

トンネル接合で

300%以上の磁気抵

抗比を実現する。

これらの実験研究

を効率良くすすめ

るための、理論計

算による物性予測

と実験結果の理論

的解釈を行う。ま

た、試作材料・素子

の構造を３次元ア

トムプローブ、

TEM、SEM/FIB を補

完的に用いてマル

チスケール解析を

進めるとともに、

磁区イメージング

技術、有限要素マ

イクロマグネティ

クスシミュレーシ

ョン手法の高度化

に取り組む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－４ 構造材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第一号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 82(72) 

/153(56) 

81(71)/ 

156(53) 

     予算額（百万円） 15,160 

の内数 

14,194 

の内数 

     

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 140.4 

(59) 

123.8 

(77) 

     決算額（百万円） 14,995 

の内数 

14,221 

の内数 

     

特許出願数  18 27      経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

14,633 

の内数 

     

産学独連携

数 

 75 102      経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

581 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

10,873 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

1,094 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、社

会インフラ材料、

輸送機器材料、エ

ネルギーインフラ

材料等、国土強靱

化や我が国の国際

的産業競争力の強

化に資する高性能

構造材料開発と構

造材料周辺技術の

研究開発を行う。

構造材料は長期に

渡って安定に性能

を発揮することが

求められることか

ら、精緻な特性評

価技術や組織解析

技術等を活用して

材料の劣化機構の

解明を進めるとと

もに、その知見に

基づいた材料の高

信頼性化を進め

る。また、省エネル

ギー・低環境負荷

の実現のため、輸

送機器材料の軽量

化・高強度化、エネ

ルギーインフラ材

料の耐熱性向上に

取り組む。一方、輸

送機器からインフ

ラ構造体まであら

ゆる分野でのマル

チマテリアル化の

急速な進展に対応

するため、金属と

樹脂等の異種材料

 本領域では、社

会インフラ材料、

輸送機器材料、エ

ネルギーインフラ

材料等、国土強靱

化や我が国の国際

的産業競争力の強

化に資する高性能

構造材料開発と構

造材料周辺技術の

研究開発を行う。

構造材料は長期に

渡って安定に性能

を発揮することが

求められることか

ら、精緻な特性評

価技術や組織解析

技術等を活用して

材料の劣化機構の

解明を進めるとと

もに、その知見に

基づいた材料の高

信頼性化を進め

る。また、省エネル

ギー・低環境負荷

の実現のため、輸

送機器材料の軽量

化・高強度化、エネ

ルギーインフラ材

料の耐熱性向上に

取り組む。 

一方、輸送機器か

らインフラ構造体

まであらゆる分野

でのマルチマテリ

アル化の急速な進

展に対応するた

め、金属と樹脂等

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・衝撃吸収特性に優れたマグネシウム合金の開発 

 Mg 合金の強度・延性に及ぼす溶質元素の影響を系統的に調査し、粒界

偏析を活用することで、蛇腹変形可能な革新的 Mg 合金創製を世界で初

めて可能とした。 

 

・治癒活性相を用いた界面設計による自己治癒セラミックスの革新 

 自己治癒セラミックスの治癒機構の過程を世界で初めて解明し、さら

に、元素濃度の測定技術において、微量重元素の分布を可視化すること

に成功し、自己治癒セラミックスの高性能化に成功した。 

 

・粒界相の強化と結晶粒の微細化によるセラミックス高温強度の向上 

 原料粉末の微細化と適切な助剤添加により、焼結中の結晶粒成長を抑

制し、従来の材料より小さな結晶粒からなる HfB2-SiC セラミックスの

製造に成功した。さらに、アモルファス粒界相にナノ SiC 粒子を生成さ

せることにより、高温での粒界相を強化することで、優れた高温強度を

有するセラミックス複合材料の創製に成功した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・昨年度からの研究の継続性を明確にすべき。 

 

・構造材料の強度向上やプロセスの改善などにおいて優れた成果もでて

いるが、概して経験的手法やノウハウに基づくアプローチが主で、根本

原理やメカニズムの解明など材料現象の理解や合理的な設計指針に結

び付く研究がやや手薄な印象を受ける。企業にはできない基礎的な研究

の推進が期待される。 

 

・今後 AI 化が進む中でも精度の良い実データは貴重であることから、

クリープ試験研究に代表される構造材料データシートの活動の継続を

期待する。 

 

・高延性の Mg 合金やセラミックスなど、多彩な新材料が得られている。
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

を構造体化するた

めの高信頼性接

合・接着技術の開

発を進める。さら

に、信頼性を担保

するためにかかる

材料開発期間・コ

ストを大幅に短縮

するため、先端材

料解析やマテリア

ルズ・インフォマ

ティクス等とも連

携しつつ、計算科

学の活用による性

能予測・寿命予測

手法、製造プロセ

スも含めた統合的

材料設計手法の開

発を推進する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022

年度までに特に以

下の技術目標を達

成する。 

・鉄鋼材料、非鉄金

属材料について、

粒界微視構造や結

晶粒方位、形態を

高度に制御して強

度と靭性・延性を

改善する加工熱処

理技術を開発す

る。 

の異種材料を構造

体化するための高

信頼性接合・接着

技術の開発を進め

る。さらに、信頼性

を担保するために

かかる材料開発期

間・コストを大幅

に短縮するため、

先端材料解析やマ

テリアルズ・イン

フォマティクス等

とも連携しつつ、

計算科学の活用に

よる性能予測・寿

命予測手法、製造

プロセスも含めた

統合的材料設計手

法の開発を推進す

る。 

具体的なプロジェ

クトとしては 

・界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

に取り組み、平成

29 年度においては

以下の研究を実施

する。 

 

・界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化 

 本プロジェクト

では、鉄鋼、非鉄合

金、樹脂、炭素繊維

やそれらの複合材

料などを対象と

し、結晶粒・異相・

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化」 

①加工熱処理で形

成される超微細粒

組織などと機械的

特性の関係の調査

を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低合金鋼の延性、耐水素脆化特性

の向上につながる温間加工熱処

理条件を明らかにした。高 Mn オ

ーステナイト鋼における圧延条

件と組織と疲労特性の関係を確

認した。Mg合金の強度・延性に及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：Mg 合金の開発

においては、粒界の機能向上因子

の探索が当初の目標であったが、

組織の具現化と試作まで達成し

て強度―延性バランス向上に成

功した。 

今後、NIMS の強みである解析技術と計算科学を駆使し、延性発現メカニ

ズムを明らかにしていくことが期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・大型国家プロジェクトの導入や、鉄鋼 MOP、標準化の取組など、構造

材料研究のナショナルプラットフォームとしての全体感ある取組を評

価する。 

 

・構造材料つくばオープンプラザなど、社会ニーズを捉え、異分野融合

による材料創成、実装を図る体制が整えられている。 

 

・界面制御及びグリーンプロセスのいずれのプロジェクトにおいても着

実に成果を上げてきており、一定の評価はできる。 

 

・以下の顕著な実績を評価する。 

①延性を劇的に改善した Mg 合金の創製に成功。今後、延性改善のメカ

ニズム解明を期待する。 

②自己治癒セラミックスの治癒機構を解明し、短時間で治癒効果を発揮

する材料設計に成功。今後、長時間使用時の劣化リスクを見極め、実用

化研究を加速していただきたい。また、成果の発信もユニークであり、

今後の展開への期待が高い。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

・二酸化炭素の排

出削減に向けた輸

送機器の高比強度

化や高信頼性化を

目的として、異材

接合界面のマルチ

マテリアル化に対

応した接合技術を

開発する。 

・発電プラントや

輸送機器の高信頼

性・安全性を担保

するため、デザイ

ンインテグレーシ

ョン等の技術を用

いて耐熱合金・耐

熱鋼等の材料組

織、強度、クリープ

特性、疲労特性等

を予測する手法を

開発し、材料設計

指針を提案する。 

・材料の性能を支

配するナノメート

ルサイズの組織や

界面の挙動、構造

欠陥等を理解する

ため、電子顕微鏡

と元素分析の組み

合わせによる界面

組織の定量評価、

電子線チャネリン

グコントラスト法

による階層的ハイ

スループット組織

解析技術、ナノイ

ンデンテーション

法による微小領域

の挙動の実測を実

現する。 

・材料の無駄を極

力省いた「グリー

異材などのあらゆ

る界面を高度に制

御して、構造材料

及び構造体の高性

能化に資する基礎

技術を開発する。

母材と接合技術の

開発から試作材を

創製し、静的強度

や長時間損傷過程

を精緻に評価し、

その発現機構を先

端解析機器や計算

機シミュレーショ

ンを活用して明ら

かにし、得られた

組織制御指針を母

材開発にフィード

バックすることに

よって更なる性能

の向上を図る。 

特に、鉄鋼や非鉄

金属材料におい

て、粒界の微視構

造や結晶粒の形

態・方位などを高

度に制御して強度

と靱性・延性の両

立特性を改善する

ための加工熱処理

技術を、温間加工

プロセスをベース

として開発するほ

か、溶接部や異材

接合界面の接合原

理の微視スケール

からの解明に基づ

く新たな接合技術

を開発し、マルチ

マテリアル化によ

る構造体性能を向

上させる。さらに、

 

 

 

 

 

②種々の接合条件

における接合部の

力学特性評価と解

体性接着剤の開発

を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

③偏析などの組織

因子と長時間損傷

の関係明確化と解

析・評価技術の高

度化を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

④結晶粒界におけ

る元素定量評価と

力学的挙動解析お

よびそれらのモデ

ル化を行う 

 

 

 

 

 

 

ぼす溶質元素の影響を系統的に

調査し、粒界偏析を活用すること

で、蛇腹変形可能な革新的 Mg 合

金創製を可能とした。 

 

力学データベース化手法（ファジ

ィ推論ニューラルネットワーク）

を最適化し、マクロ領域接合部の

残留応力推定の高精度化を達成

した。接着継ぎ手の静的／疲労荷

重下での巨視的・微視的力学的特

性評価として単繊維ＣＦと樹脂

のせん断強度試験を実施した。新

規異材接着剤として、生物付着を

模倣した接着剤を開発し、樹脂—

金属の異材接着に対する力学特

性を明らかにした。 

 

耐熱鋼のクリープ強度に Cr 濃度

勾配が影響することを見出すと

ともに、Cr 偏析の低下によりク

リープ寿命の 2倍化を達成した。

溶接継ぎ手のギガサイクル疲労

試験等の評価技術を完成させた。

低合金鋼の鉄さびにおいて固溶

窒素による耐食性向上メカニズ

ムを明らかにした。引張強度

1900MPa のばね鋼の破断限界水

素量を示すとともに破断の起点

を明らかにした。 

 

元素濃度の測定技術において、微

量重元素の分布を可視化するこ

とに成功し、自己治癒セラミック

スの高性能化に成功した。局所力

学特性解析により、Fe 基２元系

合金の塑性変形開始の素過程を

TEM 観察によって明らかにした。

実験計測した結晶粒界・界面を含

む三次元材料組織から有限要素

モデルを作成した 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：溶接接合部の残

留応力のデータベース手法の高

度化を進めた。異種界面構造と接

着・接合機能との相関を解明する

ための基礎的な力学特性データ

を蓄積し順調に進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：クリープ寿命の

2倍化、ギガサイクル疲労試験技

術の構築、鉄さびにおける Cr 濃

度と腐食量との関係の明確化、引

張強度 1900MPa ばね鋼の水素脆

化特性の明確化など、順調に進展

した。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：重元素の分布測

定においては定量評価が当初の

目標であったが、これをセラミッ

クスの粒界偏析へ応用すること

に成功し、自己治癒機能を従来の

1000 倍程度に高めることを達成

した。本件はプレス発表を行い、

その後も NHK ニュースやニュー

トン誌などにも取り上げられる

など、社会的な反応が極めて高

い。 
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る。 

 

【構造材料領域】 

高効率・高性能な輸

送機器材料やエネルギ

ーインフラ材料の開発

を行うものとする。ま

た、個別の材料や微細

組織の解析手法に関す

る技術課題を探索する

ほか、グローバルな構

造材料研究の発展に貢

献するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンプロセス」実現

のため、従来手法

で作製された耐熱

材料部材と同等以

上の性能を持つ部

材を３次元積層造

形により実現す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、鉄

鋼材料、非鉄合金、

ハイブリッド材料

等の個別の材料や

微細組織解析手法

等の技術課題を深

掘りしつつ、シー

ズの探索、及び、将

来のプロジェクト

化に向けたフィジ

ビリティ・スタデ

ィを行う。さらに、

基盤的業務とし

て、長期的・継続的

な取り組みが不可

欠なクリープ試験

等の構造材料の特

性評価試験を着実

に実施し、構造材

料データシートを

発行する等、研究

者、技術者が必要

とする材料情報を

積極的に発信する

とともに、その知

見を国際規格・基

準提案に反映させ

る等、構造材料研

究の国際的な発展

に貢献する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、構造材

マクロ特性評価技

術開発では、各種

の異相界面や不均

質組織の微視的挙

動から長時間材質

劣化機構を解明

し、長時間クリー

プ、ギガサイクル

疲労、水素脆化特

性の定量評価と合

わせてマクロ特性

と微視組織の関係

を明確化する。ま

た、ナノスケール

解析技術と計算機

シミュレーション

技術開発では、電

子顕微鏡と元素分

析の組合せによる

界面構造や粒界第

二相組成の定量解

析や電子線チャネ

リングコントラス

ト像によるナノ－

ミクロのハイスル

ープットな組織解

析技術の開発、ナ

ノインデンテーシ

ョン法の多環境計

測化、電子顕微鏡

その場測定技術の

開発、マルチスケ

ールのモデル化を

実現するための多

様な手法を連成し

た計算手法の開発

を行う。 

平成 29 年度は、加

工熱処理で形成さ

れる超微細粒組織

などと機械的特性

の関係の調査、
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料研究に特化した

最先端設備群の整

備と評価・解析技

術の高度化に取り

組むとともに、材

料創製から評価・

解析までを網羅で

きる機構の構造材

料研究者・技術者

の知識と経験をベ

ースに産学独連携

ネットワークを形

成し、オールジャ

パンの研究拠点と

して技術・情報・知

識が集まる場を醸

成する。この場を

舞台に、戦略的イ

ノベーション創造

プログラム（SIP）、

未来開拓事業等の

プロジェクトや産

学独融合研究を推

進することで、産

業界・大学の研究

人材の育成に貢献

する。また、構造材

料つくばオープン

プラザ（TOPAS）を

活用し、社会ニー

ズを迅速かつ的確

に把握しながら、

産学独・異分野連

携により材料技術

シーズを使える技

術に磨き上げ、社

会実装に繋げる。 

 

 

 

 

 

種々の接合条件に

おける接合部の力

学特性評価と解体

性接着剤の開発、

偏析などの組織因

子と長時間損傷の

関係明確化と解

析・評価技術の高

度化、結晶粒界に

おける元素定量評

価と力学的挙動解

析およびそれらの

モデル化を行う。 

 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

 本プロジェクト

では、地球環境負

荷低減の観点か

ら、火力発電や航

空機等に使われる

燃焼機関の効率向

上を目的とし、金

属材料、セラミッ

クス及びその複合

材料など耐熱材料

を対象とする。こ

れらの耐熱材料に

対して、今後重要

性を増すと考えら

れる 3 次元積層造

形等のニアネット

シェイプ製造技

術、システム複雑

化に伴う異種材料

の接合・剥離技術、

低温合成、焼結、鍛

造・圧延、材料複合

化技術等のグリー

ンプロセスに関す

る基礎研究を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製」 

①プロセスパラメ

ータを変化させた

材料の、組織観察、

界面構造解析、力

学特性評価、信頼

性評価を系統的に

行う 

 

 

 

 

 

②組織（粒子径、結

晶粒径、界面）と特

性の関係を明確化

し、組織やプロセ

スパラメータの最

適化を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ti 合金を対象にレーザー３Ｄ造

形プロセスにおけるスキャン速

度やエネルギー密度などプロセ

ス条件と、力学特性との相関を明

らかにした。Zr(Hf)B2-SiC 系複合

材料で原料粉末の微粒化による

高強度化、SPS プロセスの高精度

化で得られた助剤無し AlN 焼結

体の高強度化に成功した。1400℃

までの表面、界面評価技術法を確

立した。 

 

Ti 合金に対して Ti3Al 析出が強

度とクリープ特性に対する効果

を明らかにした。鍛造性の高い合

金組成と熱処理条件の探索によ

り、従来プロセスよりも超微細な

結晶粒の生成に成功し、微細結晶

粒中にラメラ組織を生成させる

ことにより、室温強度と延性バラ

ンスが取れる TiAl 合金の開発に

成功した。さらに、新しい

Auxetic cellular構造を作成し、

3 次元構造設計による耐衝撃性

の高い構造を提案した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：Zr(Hf)B2-SiC に

ついては、世界トップレベルの強

度を示すものがプロジェクト前

半で開発できた。3D 造形プロセ

スについてはプロセス条件と特

性の関係に関するデータが積み

上げられ、着実に研究を進めてい

る。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：組織と特性の評

価を続けることにより、特性バラ

ンスのとれた材料創製への組織

制御技術を確立していく。 
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い、高性能材料を

創製するためのプ

ロセスパラメータ

の最適化、さらに

材料設計のための

プロセス技術構築

を行う。さらに、最

外層へ耐摩耗性･

高潤滑性や耐酸化

性を付与するため

にコーティング等

表面構造制御プロ

セスを確立し、最

適化すること（プ

ロセスセレクショ

ン）によって、火力

発電や航空機ジェ

ットエンジン等高

温機器を高効率化

する環境低負荷社

会のための高効

率、高性能材料を

創製する。 

特に、加工性の悪

い耐熱材料に対す

る３次元微粒子積

層による部材造形

プロセスの高度化

と非破壊分析によ

る信頼性評価技術

の確立、金属、セラ

ミックス、高分子

など異種材料の新

たな接合技術、バ

イオミメティクス

による可逆性グリ

ーンインテグレー

ション技術を確立

する。また、これら

のプロセスにより

得られた組織変化

と組織に基づく特

 

[拠点としての取

組] 

シーズ育成研究 

金属からセラミッ

クス、複合材料ま

での多様な構造材

料シーズ創製と評

価手法の高度化や

ハイスループット

な材料設計手法と

効率的な材料プロ

セス開発、さらに

は疲労や水素脆化

など構造材料を劣

化させ信頼性に深

刻な影響を与える

現象の解明を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シーズ育成研究 

「高温形状記憶合金に関する研

究」や「植物から学ぶロバスト節

構造」等、現在の交付金プロジェ

クトや外部資金研究等の対象範

囲外ではあるが、将来的に重要と

なる可能性のある挑戦的なテー

マに関して基礎的な研究を行っ

た。また、今後の企業連携の促進

や構造材料研究の方向性を調査

するため、ものづくり現場の見学

や企業関係者との意見交換を実

施した。 

 

フィジビリティ・スタディ 

・NEDO：IoT を活用した新産業モ

デル創出基盤整備事業／IoT の

社会実装推進に向けて解決すべ

き新規課題に関するシステムの

開発「気象情報に基づく橋梁の大

気腐食モデル開発」 

・NEDO：平成 29 年度 エネルギ

ー・環境新技術先導プログラム

「三次元金属造形における新合

金開発のための合金設計シミュ

レーション技術の研究開発」（戸

田，渡邊） 

・JST 未来社会創造事業：「リマ

ンを柱とする広域マルチバリュ

ー循環」（村上，早川）多大なエ

ネルギー資源を投入して生産さ

れている多種多数の工業製品に

対して、素材リサイクルが中心で

ある製品の今日の資源循環サイ

クルから、より高い資源循環性と

高い経済性での循環への移行を

目指し、その最有力手段の一つで

ある製品リマニュファクチャリ

ング（リマン）の普及推進を実現

 

 

 

 

計画通りの進捗：「高温形状記憶

合金に関する研究」や「植物から

学ぶロバスト節構造」等、興味深

い成果が出てきており、これらの

成果を将来のプロジェクト提案

等に繋げるための支援体制を構

築する。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：関連情報を集

約・分析し、組織的かつ戦略的な

対応をするための体制を構築す

る。 
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性をデータベース

化し、組織形成及

び特性（強度、クリ

ープ、耐酸化性）を

予測し、低コスト・

短時間・高効率に

材料創製を行うた

めの材料理論設計

ツール（デザイン

インテグレーショ

ン技術）を構築す

る。グリーンプロ

セスの最適化とデ

ザインインテグレ

ーションにより、

耐熱チタン合金、

TiAl、耐熱鋼、ニッ

ケル基超合金を、

歩留まり良く、低

い投入エネルギー

で創製し、かつ従

来の材料より高い

特性を発現させ

る。さらに、最外層

へ耐摩耗性･高潤

滑性や耐酸化性を

付与するコーティ

ング等、表面構造

制御プロセスを確

立し、最適化する

こと（プロセスセ

レクション）によ

って、求められる

機能がより高温で

発現するような材

料を創出する。 

平成 29 年度は、各

プロセスのプロセ

スパラメータを探

索することを目的

として、プロセス

パラメータを変化

 

 

 

 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

 戦略的イノベー

ション創造プログ

ラム（SIP） 

①革新的プロセス

を用いた航空機エ

ンジン用耐熱材料

創製技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

②インフラ構造材

料研究拠点の構築

と効率的維持管理

技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造材料試験プラ

ットフォーム 

する。リマンの技術的なボトルネ

ックを解消することにより、リマ

ンの社会普及とリマン産業の発

展を実現する。 

 

 

 

 

 

 

1500t 鍛造シミュレータを用い

て Ni合金(718、720)、Ti17 合金

を種々の条件で鍛造し、熱処理し

た試料について組織観察を行い、

特徴的な組織因子を抽出した。さ

らに組織観察場所と同位置で取

得した試験片を用いて引張試験

を行い、組織因子と引張特性を結

びつけることにより、引張特性を

組織因子から予測する構成式を

構築した。 

 

鉄筋コンクリート構造物の塩害

による劣化機構について酸素供

給を加速することで従来の加速

試験よりも短期間で腐食ひび割

れを導入する事に成功した。また

鉄筋腐食の非破壊評価技術、耐食

鉄筋、コンクリート内部環境のセ

ンシング技術等について TOPAS

インフラ構造材料クラスター参

画企業との協働により、現場での

実証試験などを推進した。クラス

ターセミナー、サマースクール、

若手フォーラムなどの人材育成

活動を行うとともにセメント解

析研究会においてセメント化学

における解析技術適用の可能性

について検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：左記の研究成果

だけではなく、参加機関の連携や

取りまとめ、鍛造シミュレータの

運用体制と安全対策の構築など、

プロジェクト推進のためのマネ

ジメントについても大きく貢献

した。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：引き続き TOPAS

参画企業との協働による現場実

証試験など開発技術の実装に向

けた活動を加速するとともに、

SIP 終了後のクラスターのあり

方について検討する。 
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させた材料の、組

織観察、界面構造

解析、力学特性（引

張強度、クリープ

特性、疲労特性）評

価、信頼性（接合、

欠陥、寿命、腐食特

性）評価、を系統的

に行い、組織（粒子

径、結晶粒径、界

面）と特性の関係

を明確化し、組織

やプロセスパラメ

ータの最適化を行

う。 

①長期的・継続的

な取り組みが不可

欠なクリープ試験

等の構造材料の特

性評価試験を着実

に実施し、構造材

料データシートを

発行する等、研究

者、技術者が必要

とする材料情報を

積極的に発信する 

 

その知見を国際規

格・基準提案に反

映させる等、構造

材料研究の国際的

な発展に貢献する 

 

 

 

 

 

各種構造材料の材料特性試験を

系統的かつ着実に実施して、構造

材料データシート（クリープ２

冊、疲労２冊、腐食１冊、宇宙関

連材料強度１冊）を発行した。 

 

 

 

 

 

 

 

JIS 規格（JIS Z 2381：2017 大

気暴露試験方法通則）の改正、

JSME 発電用設備規格（基本規定、

事例規格、詳細規定 2017 年追

補）の制定、ASME Grade 91 の 50

万時間までの材料強度基準値の

策定等に貢献した。 

計画通りの進捗：長期的・継続的

な取組を確実にするため、人員体

制等を計画的に補強する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：特性評価試験に

基づく知見を国内外の規格・基準

に反映させる活動は着実に進捗

している 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－５ ナノ材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第一号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 105(98) 

/211(81) 

98(94)/ 

169(51) 

     予算額（百万円） 15,160 

の内数 

14,194 

の内数 

     

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 382.3 

(219) 

326.4 

(171) 

     決算額（百万円） 14,995 

の内数 

14,221 

の内数 

     

特許出願数  44 24      経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

14,633 

の内数 

     

産学独連携

数 

 110 128      経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

581 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

10,873 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

1,094 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、物

質をナノメートル

レンジのサイズ、

形状に制御するこ

とにより先鋭化さ

れた形で現れる機

能性や反応性を高

度に制御・変調す

る新しいナノ材料

創製技術、「ナノア

ーキテクトニクス

（ナノの建築学）」

を確立し、経済・社

会的課題の解決や

超スマート社会実

現の鍵となる、エ

レクトロニクス、

環境・エネルギー

技術、バイオ技術

等の革新に繋がる

新材料、デバイス

の創製を行う。具

体的には、有機－

無機－金属にわた

る広範な材料系に

おいて、組成、構

造、サイズ、形状が

精密制御されたナ

ノ物質を高度に配

列、集積化、複合化

するとともに、そ

れにより設計・構

築された人工ナノ

材料、ナノシステ

ムにより、斬新な

機能の創発を図

る。ナノ材料科学

者を中心に、物理、

 本領域では、「文部科

学省世界トップレベル

研究拠点育成プログラ

ム（WPI プログラム）」 

の「国際ナノアーキテ

クトニクス研究拠点

（WPI-MANA）」の成果を

最大限に活かし、極微

世界における物質・材

料の構造や組織の設

計・制御を能動的に行

う「ナノアーキテクト

ニ ク ス 

Nanoarchitectonics」

を駆使して、新物質、

新材料、新機能を発掘

し、人類社会の持続的

発展に貢献するシーズ

の創出を目指したボト

ムアップ型基礎研究を

推進する。具体的には、

無機から有機にわたる

広範な物質・材料系に

おいて、組成、構造、

形状等が高度に制御さ

れたナノマテリアルを

合成し、それらをナノ

レンジで集積化、組織

化、複合化することに

より、新しいナノ構造

やナノシステムを設

計・構築して、そこに

画期的な新機能を発現

せしめる。 

このために、広範な分

野の研究者、すなわち

物理、化学、無機材料、

有機材料、電子デバイ

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化

に向けた今後の課題等について

も記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成

果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・組成、構造、サイズ、形状を精密制御したナノマテリアルの創成 

 均一沈殿法で合成した層状複水酸化物板状結晶を単層剥離して高品

位ナノシートを合成し、10-1Scm-1オーダーの、世界最高の OH-イオン伝

導を示すことを突き止めた。また、独自のミセル集積化法を用いて様々

な金属ナノ多孔体を合成し、特に Rh 系がこれまでにない高い NOx 浄化

触媒性能を示すことを見出した。 

 

・ナノマテリアル単体のその場複合解析計測技術の開発と応用 

 TEM/SPM をベースとするナノ物質単体物性計測システムを利用し、グ

ラフェンと各種金属電極が反応する様子を世界で初めてその場観察す

ることに成功した。またペロブスカイト酸化物ナノシートがナノレン

ジで世界最高の誘電率（470）、電気容量（203μF/cm2）、さらに２次元

系で初の強誘電性を発揮することを見いだした。 

 

・世界最高性能の全印刷有機トランジスタを形成 

 ナノ粒子を、印刷技術を用いて堆積し、粒子間結合形成やパターン

化技術により構築した「全印刷有機トランジスタ」が、従来報告を一桁

凌駕する世界最高の移動度を達成した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・中長期目標等の達成をより確実なものにしていくために､本領域にお

ける研究リソース（研究者､研究予算）からボトムアップ型基礎研究の

テーマ発掘を進めていくことの効率評価や促進についての議論が期待

される。 

 

・融合研究促進として、挑戦研究プログラムは今後の発展において期

待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・領域の体制を整理し､明確な研究方針でマネージできている。 
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

化学、生体材料、デ

バイス、理論計算

等、多彩な専門家

集団を本領域に結

集し、異分野間の

連携・融合を通じ

て、様々な技術分

野に新展開をもた

らす新規材料技術

の創出を行う。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・ケミカルナノ・メ

ソアーキテクトニ

クスによる機能創

出 

・システムナノア

ーキテクトニクス

による機能開発 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022

年度までに特に以

下の技術目標を達

成する。 

・ナノマテリアル

を 1 ~ 100 ナノメ

ートルレンジで制

御して集積・接合

する技術を開発す

る。 

・ユビキタス元素

で構成される変換

効率 10 %以上の熱

電材料など、新型

高性能エネルギー

材料を創製する。 

・従来の 1/100 以

下の超低消費電力

で高速動作する原

子膜トランジスタ

や新機能原子・分

ス、理論計算科学など

の分野の研究者を結集

し、異分野間の連携と

融合を積極的に促進し

て研究を推進する。 

具体的なプロジェクト

としては 

・ケミカルナノ・メソ

アーキテクトニクスに

よる機能創出 

・システムナノアーキ

テクトニクスによる機

能開発 

に取り組み、平成 29年

度においてはは以下の

研究を実施する。 

 

・ケミカルナノ・メソ

アーキテクトニクスに

よる機能創出 

 本プロジェクトで

は、無機から有機まで

の多様なナノマテリア

ルを精密合成、高次集

積化し、高度な機能を

発揮する新材料を構築

する「ケミカルナノ・

メソアーキテクトニク

ス」研究を推進する。

そのために、様々な先

端的合成技術と計算科

学的アプローチを組み

合わせて新規ナノマテ

リアルを合成し、ナノ

からメソレンジでそれ

らを配列・集積化・複

合化するケミカルプロ

セスを確立する。この

技術を基盤として人工

ナノ構造を設計して新

しいメカニズムに基づ

く機能、作用の発現を

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ケミカルナノ・

メソアーキテクト

ニクスによる機能

創出」 

①Si/Ge ナノワイ

ヤ、2次元ナノシー

ト、金属ナノ多孔

体などの高品位サ

ンプルの合成を行

い、組成、構造、サ

イズ、形状の精密

制御による機能先

鋭化効果を明らか

にする 

 

 

 

 

②ナノマテリアル

を高次集積するた

めのケミカルプロ

セスの開発に着手

する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルミニウム触媒を用いて重金

属フリーの Si/Ge コア・シェル

ナノワイヤの合成法を確立し

た。均一沈殿法で合成した層状

複水酸化物板状結晶を単層剥離

して高品位ナノシートを合成

し、10-1Scm-1 オーダーの極めて

高い OH-イオン伝導を示すこと

を突き止めた。独自のミセル集

積化法を用いて様々な金属ナノ

多孔体を合成し、特に Rh系がこ

れまでにない高い NOx 浄化触媒

性能を示すことを見出した。 

 

遠心力下での２次元物質の組織

化に挑戦し、各種基板上で酸化

物ナノシートやグラフェンを

DMSO 中に単分散させたゾルをス

ピンコートするという簡便な操

作により、ナノシートが隙間、重

なりをほとんど作らずに稠密配

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：水酸化物ナノ

シートにおいて見出したイオン

伝導度は従来の無機系材料と比

べて 10〜100 倍という高い性能

であり、開発が待望されている

固体アルカリ燃料電池や水電解

装置への応用の可能性を秘めて

いる。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：本手法は従来

の LB法と比べ、簡便な操作かつ

数十倍のスピードで２次元物質

のレイヤーバイレイヤー累積を

可能とするものであり、基礎科

学的新規性に加え、工業的プロ

セスとしての応用も有望視され

・WPI からの研究ポテンシャル、原資、人材などをあまり落とさずに上

手く WPI アカデミー事業へと連結し、成果や多くの論文を創生してい

る。引き続き施策の着実な遂行を期待する。 

 

・MANA の融合研究の新たな促進策として、理論家－実験プアリングプ

ログラムや、挑戦研究プログラムの創設、国際サテライトの創設、MANA 

Reserarch Fellow の創設等の実績を評価する。 

 

 

・以下の顕著な実績を評価する。 

①世界最高の水酸化物イオン伝導性を有するナノシートを創成。固体

アルカリ燃料電池および水電解への応用に期待する。 

②ロジウムナノ多孔体の合成に成功。NO 還元性能に優れることを実証

し、排ガス中の NO浄化へ適用可能であることを提案。 

③究極のナノデバイスとして有望なグラフェンと金属電極との相互作

用のその場観察に成功し、ナノデバイス用電極として好適な材質を抽

出。 

④SPM 物性評価システムにより、ナノシートの誘電特性評価に成功。 

⑤全印刷有機トランジスタで世界最高性能を達成。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

子・量子デバイス・

システム化技術を

開発する。 

・脳型情報処理を

目指したニューロ

モルフィック材料

を開発し、そのシ

ステム化技術を確

立する。 

・簡便かつ低侵襲

な癌診断・治療シ

ステムを提供する

ナノアーキテクト

ニック・システム

を開発する。 

 また、シーズ育

成研究として、ナ

ノスケールに関係

した特異な物性、

量子現象、反応等

の発見、さらには

それらのナノアー

キテクトニクスを

通じたナノ・メソ

高次機能の発現を

目指して、新規ナ

ノ材料探索、ナノ

物性計測、理論計

算手法の開発等、

他領域とも連携し

つつ、基礎・基盤的

観点から多角的な

研究を行う。 

 外部連携活動で

は、世界トップレ

ベル研究拠点プロ

グラム（WPI-MANA）

で構築した国内外

のナノテク研究拠

点ネットワークに

ついて、補助事業

終了後もその継続

図り、経済・社会的課

題の解決や超スマート

社会実現の鍵となる、

エレクトロニクス、環

境・エネルギー技術に

新展開をもたらす新材

料、新技術の開発を行

う。 

特に、ナノマテリアル

創製においては、剥離

技術、コア・シェル形

成技術、鋳型合成技術

など MANA の得意技術

を適用し、組成、構造、

サイズ、形状が高度に

制御された低次元ナノ

マテリアル、ナノ細孔

材料を合成し、ナノス

ケールに由来する特異

な機能を先鋭化する。

次に、これらを基本ブ

ロックとしてナノ高次

構造、ナノ接合界面を

設計的に構築して、ナ

ノパーツ間の協奏的相

互作用、混成効果を誘

起・制御する新技術を

実現する。これにより

ユビキタス元素で構成

される高効率熱電材料

やナノワイヤ型トラン

ジスタ材料、高容量、

出力性能を両立する新

型蓄電材料など、新規

電子材料、エネルギー

材料やデバイスを開発

する。 

平成 29 年度は、前年度

得られた結果、知見を

踏まえて、Si/Ge ナノ

ワイヤ、2 次元ナノシ

ート、金属ナノ多孔体、

 

 

 

 

 

 

 

③ナノマテリアル

単体および高次ナ

ノ・メソ構造体に

ついて、第一原理

計算・基礎理論に

よる物性予測、機

能設計を進め、材

料合成にフィード

バックする 

 

 

 

 

 

④透過型電子顕微

鏡、走査型プロー

ブ顕微鏡をベース

にナノマテリアル

単体の機能・構造

のその場複合解析

を可能とする計測

システムを開発

し、ナノワイヤ、ナ

ノシートにおける

蓄電、熱電特性な

どの評価に適用す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

列した単層膜（数 cmφ）を数分

間で形成できること、さらにこ

の操作を反復することでレイヤ

ーバイレイヤー累積させ、高秩

序ナノ構造多層膜を構築できる

ことを見出した。 

 

様々な理論計算手法を駆使し

て、バルク及び低次元材料の電

子構造、物性を探索した。バルク

材料では BiFeO3等について、ス

ピン軌道相互作用による電気分

極発現の理論を構築した。また

層状ホウ炭化物 Sc2B1.1C3.2 がグ

ラフェンと MXene 様の２次元面

が積層した構造であることを第

一原理計算により明らかにし

た。さらにトポロジカル絶縁体

の候補物質として MXene 系２次

元物質 Ti3N2F2を見いだした。 

 

TEM/SPM をベースとするナノ物

質単体物性計測システムを利用

し、グラフェンと各種金属電極

が反応する様子を世界で初めて

その場観察することに成功し

た。またペロブスカイト酸化物

ナノシートがナノレンジで世界

最高の誘電率（470）、電気容量

（203μF/cm2）、さらに２次元系

で初の強誘電性を発揮すること

を見いだした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る大きな進展と言える。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：第一原理計算

などの理論計算手法を、磁性材

料、層状化合物、低次元材料に適

用して、マルチフェロイック現

象や未知構造を解明した。さら

に、新しい機能性物質の候補を

提案することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：TEM/SPM 複合評

価の基盤を確立して、ナノ物質

単体の金属との相互作用や誘電

特性の評価に初めて適用し、反

応の詳細や世界最高の蓄電性能

を確認したことは計画を上回る

成果である。 
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る。 

 

【ナノ材料領域】 

広範な材料系につい

て、組成・構造・サイ

ズ・形状が精密制御さ

れた新たなナノ材料の

創製技術を開発すると

ともに、これらを高度

に配列・集積化・複合化

することで、新材料・デ

バイスの創製を目指す

ものとする。また、次世

代のシーズ技術の創出

を目指すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に努め、ナノテク

分野の世界的頭脳

循環ネットワーク

の中心としての機

能を果たす。また、

理論－実験融合研

究、異分野融合研

究、ICYS-MANA 制度

等の独自の取り組

みを通じて、次世

代の物質・材料技

術創出とこれを国

際的に推進する若

手研究者育成を行

う。さらにプロジ

ェクト研究により

生み出される成果

を活用して、産業

界との連携構築に

努め、応用展開や

実用化をめざした

ナノ材料の開発、

さらには、ナノデ

バイス等のさらな

るシステム化・統

合化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

超分子集合体の高品位

サンプルの合成を行

い、組成、構造、サイ

ズ、形状の精密制御に

よる機能先鋭化効果を

明らかにする。平行し

て、これらナノマテリ

アルを高次集積するた

めのケミカルプロセス

の開発に着手する。ナ

ノマテリアル単体およ

び高次ナノ・メソ構造

体について、第一原理

計算・基礎理論による

物性予測、機能設計を

進め、材料合成にフィ

ードバックする。また、

透過型電子顕微鏡、走

査型プローブ顕微鏡を

ベースにナノマテリア

ル単体の機能・構造の

その場複合解析を可能

とする計測システムを

開発し、ナノワイヤ、

ナノシートにおける蓄

電、熱電特性などの評

価に適用する。 

 

・システムナノアーキ

テクトニクスによる機

能開発  

本プロジェクトで

は、超低消費電力の情

報処理技術、ならびに

低コストかつ効率的な

オーダーメイド医療技

術の実現など、新たな

価値創出のコアとなる

科学と技術の開拓を目

的として研究を推進す

る。そのために、原子・

分子・量子ナノデバイ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「システムナノア

ーキテクトニクス

による機能開発」 

①将来のナノデバ

イス応用を念頭に

置いた原子・分子・

量子が主役となる

ナノ現象や機能性

の探索 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固体電気化学現象によって最適

経路や意思決定を行う機能の発

現、磁気によって動作する無電

力トランジスタの動作実証、メ

タマテリアルによる熱輻射エネ

ルギーから電力やスピン流への

変換手法の開拓、全印刷プロセ

スによる高性能有機トランジス

タ形成の要素技術の確立、原子

層/分子層の構造制御による超

伝導特性の変調など、独創的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：ナノ粒子を、印

刷技術を用いて堆積し、粒子間

結合形成、パターン化技術によ

り、構築した「全印刷有機トラン

ジスタ」が、従来報告を一桁凌駕

する世界最高の移動度を達成し

たことは、計画を上回る成果で

ある。 
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ス開発、ナノアーキテ

クトニック次世代デバ

イス開発、ナノアーキ

テクトニック・システ

ムの機能創発の解析、

ナノアーキテクトニッ

ク・ライフシステムの

開拓を行う。物理学、

化学、生物学、工学、

医学分野に渡る幅広い

分野の研究者が、目標

の達成に向けて横断的

に協力して目標達成を

図る。 

特に、ナノデバイス

では、単分子ダイオー

ド、ナノイオニクス機

能スイッチング、ナノ

プラズモニックデバイ

ス、室温ゼロ抵抗デバ

イスなど、従来の電子

デバイスとは一線を画

した原子・分子・量子

ナノデバイスの提唱と

実証を進める。ナノア

ーキテクトニック次世

代デバイスとしては、

従来の 1/100 以下の超

低消費電力で高速動作

する原子膜トランジス

タや新機能原子・分子・

量子デバイス・システ

ム化技術を開発する。

一方、システムナノア

ーキテクトニクスに欠

かせない基盤技術開発

では、世界に先駆けて

多機能・高速多探針走

査プローブ顕微鏡を実

現し、ナノアーキテク

トニック・システムの

創発機能を解析する。

 

 

 

②原子スケール薄

膜制御ならびに"

半導体、絶縁体、超

伝導体"ハイブリ

ッド化に必要な要

素材料の組み合わ

せ抽出とナノアー

キテクトニックデ

バイス構築技術の

開発 

 

 

 

 

③ナノアーキテク

トニック・システ

ムの解析に必要な

多探針走査プロー

ブ顕微鏡による非

接触ナノスケール

電気伝導特性計測

手法や機能創発の

理論解析ツールの

開発 

 

 

 

④ナノアーキテク

トニック有機分子

システムによる病

態解析モデルやバ

イオマーカーの探

索 

 

 

 

 

 

 

発想に基づくナノ現象・その機

能性を明らかにした。 

 

二層の層状半導体の最表面層を

選択酸化して、原子スケールヘ

テロ積層素子を試作したとこ

ろ、従来の Si ダイオードを大き

く上回る光応答感度を有するこ

とを見出した。また、窒化物ヘテ

ロ界面分極場による二次元正孔

ガス形成に成功し、電界効果ｐ

型チャネル制御を実現した。さ

らに超伝導体ハイブリッド化に

よるデバイス新機能評価に対応

する、極低温超高圧下の電気特

性計測手法を開発した。 

 

液中、ガス雰囲気中、真空中での

多探針 SPM 計測を実現し、ガス

雰囲気中のナノチューブセンサ

特性計測を実施した。非接触伝

導計測についてはケルビンプロ

ーブ法と誘導電流検出法の多探

針対応を進めた。大規模電子状

態解析手法を改良し、ヘテロ構

造を含む量子ドットや生体系、

コア・シェル型ナノワイヤの系

で、実験・理論の両側面からその

有効性を確認した。 

 

病態解析やバイオマーカー探索

に不可欠な細胞-材料相互作用

の詳細な理解に向けて、高性能

センサ、機能性感応膜、機械学習

を組み合わせることにより、呼

気サンプル測定の課題を抽出

し、再現性の高い測定方法を確

立した。また、細胞の上皮間葉転

換阻害に必要な材料特性を明ら

かにし、細胞に静的・動的なメカ

ニカル刺激を付与するための新

材料を開発した。 

 

 

 

計画以上の進捗：材料基礎特性

評価システムの開発を行った結

果、極低温超高圧下での導電性

を評価できるようになり、超伝

導誘起や導電性の変調に成功

し、新たなハイブリッド材料で

の新機能開拓が大きく進捗して

いる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多探針 SPM に

よるナノ材料特性評価は機構が

世界に先駆けて実現している

が、それを多様な環境下にも対

応させ、運用を開始した。また、

開発を進めている理論解析ツー

ルの有効性を確認しながら、研

究を進めている。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：センサデータ

の検証・解析まで行うことが可

能なソフトウエアの開発に成功

し、患者のサンプルから複雑な

情報を総合的に取り扱うための

センサ技術開発において、計画

以上の進展が見られた。 
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また 100 万原子以上を

取り扱う大規模第一原

理計算手法を高度化

し、デバイス・システ

ムの機能予測を実現す

る。さらに、ライフイ

ノベーションに資する

ナノライフシステムと

して、世界標準のモバ

イル呼気診断デバイス

や低侵襲・副作用フリ

ーの癌治療法の確立を

目指す。 

平成 29 年度は、システ

ムナノアーキテクトニ

クスを通じた機能開発

のベースとなる探索研

究を引き続き推進す

る。具体的には、将来

のナノデバイス応用を

念頭に置いた原子・分

子・量子が主役となる

ナノ現象や機能性の探

索、原子スケール薄膜

制御ならびに“半導体、

絶縁体、超伝導体”ハ

イブリッド化に必要な

要素材料の組み合わせ

抽出とナノアーキテク

トニックデバイス構築

技術の開発、ナノアー

キテクトニック・シス

テムの解析に必要な多

探針走査プローブ顕微

鏡による非接触ナノス

ケール電気伝導特性計

測手法や機能創発の理

論解析ツールの開発、

ナノアーキテクトニッ

ク有機分子システムに

よる病態解析モデルや

バイオマーカーの探索

 

⑤細胞機能を制御

しうる機能表面の

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取

組] 

新規物質・材料の

探索、ナノ物性計

測、理論計算手法

の開発等の基礎・

基盤的観点から多

角的な研究 

 

 

 

 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

WPI アカデミー国

際頭脳循環の加

速・拡大事業 

 

マイクロストライプの内側に、

平行あるいは垂直に配向したナ

ノストライプをもつナノ・マイ

クロ複合パターン化培養基板、

生理活性条件下で応力を加える

ことによるナノ形状記憶基板な

どを作製した。ナノパターンや

マイクロパターンの幹細胞の組

織化や分化への影響、がん細胞

の活性への影響を調べ、ナノ形

状を制御できる培養基板によっ

て、がん細胞の老化を誘導でき

ることを見出した。 

 

 

 

新材料・新技術の創成につなが

る「基礎研究シーズの創出」を目

指して、自由発想に基づくシー

ズ育成研究を実施した。新たな

層状化合物の合成、摩擦発電材

料の探索、ナノワイヤネットワ

ークの電気特性計測、多変数デ

ータ解析手法など、３０を超え

るテーマにおいて探索型の研究

を進めた。 

 

拠点運営体制と制度の効率化・

最適化を目指すとともに、WPI 拠

点であるMANAを中心とした国際

頭脳循環を加速・拡大すべくマ

ネジメントを行った。具体的に

は、MANA サテライトとの連携強

化、ICYS-WPI-MANA 制度の創設、

海外の有力研究者の招聘ならび

に若手研究者の海外派遣を通じ

た国際共同研究の活性化を実施

した。また、国際シンポジウムや

ワークショップの主催・共催、

AAAS など海外での WPI 事業紹介

イベントへの参画、ホームペー

 

計画以上の進捗：創薬や再生医

療で求められる細胞機能制御機

能表面を、ナノ・マイクロ構造を

制御する材料技術を駆使して作

製し、「がん細胞の老化を誘導す

る」という新しいコンセプトを

提案・実証した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新材料・新構造

の探索、新機能の開拓を通じて、

磁気制御 FET、ナノカー創成な

ど、新しい展開に育つ可能性が

ある芽が多く見出された。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：MANA サテライ

トからサテライトPIを招聘して

共同研究を推進するとともに、

若手研究者の指導・活性化を図

った。また ICYS-WPI-MANA 研究

員を 1 名採用し、多くの研究者

を短期招聘したほか、若手の研

究者を英国ならびに台湾に派遣

し、共同研究の強化と頭脳循環

の両立を図った。MANA 国際シン

ポジウムは、会期を昨年の 4 日

間から 2日間に短縮したが、300

名を超える参加者を得て活発な

議論が行われた。また、MANA を
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ならびに細胞機能を制

御しうる機能表面の開

発を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジや広報誌、リサーチハイライ

トの発信を通じたアウトリーチ

活動にも力を入れた。これらは

すべて、頭脳循環ネットワーク

の強化に欠かせない活動であ

る。その他、MANA サテライトに

ついては、新生 MANA の現状に合

わせて新規サテライト設置に向

けた交渉を行った。これらの活

動を MANA 事務部門で処理し、国

際的な拠点体制を維持する上

で、英語を公用語とする拠点運

営体制は必須であり、規模縮小

こそしたものの機能は維持し

た。以上、WPI 拠点に求められる

国際性・世界トップレベル研究・

若手育成をMANAが実現するため

の支援活動を行った。 

卒業して世界中で活躍する研究

者を呼び寄せる MANA Reunion 

Workshop を開催して、今後の協

力関係強化、頭脳循環強化への

布石を打った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 

  



56 
  

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－６ 先端材料解析技術領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第一号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 42(42) 

/47(12) 

38(38)/ 

45(12) 

     予算額（百万円） 15,160 

の内数 

14,194 

の内数 

     

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 94.7 

(31) 

76.5 

(41) 

     決算額（百万円） 14,995 

の内数 

14,221 

の内数 

     

特許出願数  4 10      経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

14,633 

の内数 

     

産学独連携

数 

 44 42      経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

581 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

10,873 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

1,094 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

  



57 
  

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、物

質・材料研究にお

いて横断的かつ基

盤的な役割を果た

し、超スマート社

会の実現や先進材

料のイノベーショ

ンを加速するため

の鍵となる先端材

料解析技術の研究

開発を行う。先進

的な材料において

有用な機能を担う

のは、表界面や表

層もしくはバルク

内部における特徴

的な構造、組成の

変調、配向や組織、

電子状態・スピン

状態等であり、機

能の発現機構の根

源的かつ効率的な

解明には、これら

の構造・特性を

様々なスケール・

環境下で的確に把

握するための計測

解析技術が必須と

なる。本領域では、

サブ原子レベルか

らマクロな系にい

たるマルチスケー

ル計測技術、多様

な環境場における

オペランド（実動

環境下）観測技術、

さらには、計算科

学との融合による

本領域では、物質・

材料研究において

横断的かつ基盤的

な役割を果たし、

超スマート社会の

実現や先進材料の

イノベーションを

加速するための鍵

となる先端材料解

析技術の研究開発

を行う。先進的な

材料において有用

な機能を担うの

は、表界面や表層

もしくはバルク内

部における特徴的

な構造、組成の変

調、配向や組織、電

子状態・スピン状

態等であり、機能

の発現機構の根源

的かつ効率的な解

明には、これらの

構造・特性を様々

なスケール・環境

下で的確に把握す

るための計測解析

技術が必須とな

る。 

このため、サブ原

子レベルからマク

ロな系にいたるマ

ルチスケール計測

技術、多様な環境

場におけるオペラ

ンド（実動環境下）

観測技術、さらに

は、計算科学との

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・オペランド表面敏感計測技術の開発と実デバイス・材料への応用 

 ケルビンプローブフォース顕微鏡法による電位分布計測の高空間分

解能化（世界最高）・高速化や、水素透過顕微鏡を初めて実現した。 

 

・高感度高精度電子顕微鏡法の開発とナノ領域オペランド物性計測への

応用 

 複合環境型ホルダーをカーボン-金属系触媒材料のその場観察に応用

し、異方性エッチングを見出すと共に、単原子レベルの解析に成功した。

さらに、単原子分析電子顕微鏡技術の材料展開で GaN デバイスの新たな

酸化物構造を見出した。これは、機構の電子顕微鏡技術をもって初めて

発見されたセレンディピティである。また、世界最高である 0.6nm の分

解能で磁気構造の観察に成功した 

 

・中性子透過分光を用いた新しいスピン配列評価法の開発 

 磁気超格子によって磁気散乱が生じる波長で中性子透過率が大きく

減少し、透過スペクトルに凹み（磁気ブラッグディップ）として現れる

こと、これを利用して磁性体内部のスピン配列を解析できることを世界

で初めて実証した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今後重要になると考えられるデータ科学との融合（データベース構築

への寄与､先端解析の高度化の両面）について､従来の研究とどのように

組み合わせて目標設定と研究遂行を運営していくかの議論が期待され

る。 

 

・オペランド計測の進展により、今後、設計メカニズムの分からない機

能の解明や新機能の設計、基盤となる計測技術の向上が期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・先端材料開発技術開発を､適確な対象･現象を設定して高度なレベルま

で進め､継続的に成果を生み出している研究マネジメントは高く評価で



58 
  

研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

計測インフォマテ

ィクス等の最先端

の材料計測解析技

術を開発し、それ

らを適切に組み合

わせることで、包

括的かつ相補的な

高度材料解析技術

を実現する。また、

機構で開発された

様々な先進材料の

解析を行い、イノ

ベーションの加速

に貢献する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発 

に取り組む。 

このプロジェクト

により、2022 年度

までに特に以下の

技術目標を達成す

る。 

・表面場が機能発

現のキーとなる先

進表面機能材料の

イノベーションを

加速する最先端表

面敏感オペランド

ナノ計測として、

歪場等の新規表面

場の創製制御技

術、新規制御場に

おける単一原子レ

ベル計測、極限環

境におけるサブミ

リ電子ボルトレベ

ルの高精度表面状

態可視化技術等を

融合による計測イ

ンフォマティクス

等の最先端の材料

計測解析技術を開

発し、それらを適

切に組み合わせる

ことで、包括的か

つ相補的な高度材

料解析技術を実現

する。また、機構で

開発された様々な

先進材料の解析を

行い、イノベーシ

ョンの加速に貢献

する。 

具体的なプロジェ

クトとしては 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発 

に取り組み、平成

29 年度においては

以下の研究を実施

する。 

 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発 

 本プロジェクト

では、物質・材料研

究において横断的

かつ基盤的な役割

を果たし、超スマ

ート社会の実現や

先進材料のイノベ

ーションを加速す

るための鍵となる

先端材料解析技術

の研究開発を行

う。社会ニーズに

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発」 

①オペランド計測

に対応する要素技

術の開発、先進計

測インフォマティ

ックスを展開する

横断的活動を実施

するとともに、先

端計測を核とする

国内外連携と社会

貢献を推進する 

 

②オープンイノベ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オペランド材料計測に対応する

多数の新規要素技術の開発が進

展した。先進計測インフォマティ

ックスを展開する横断的活動と

して国際シンポジウムを実施し、

データ科学と融合した先端計測

を核とする国内外連携を推進し

た。また、ナノテク CUPAL 等の先

端計測人材育成活動を通じて社

会貢献を推進した。 

 

先進的な材料研究分野における

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：複数の新規オペ

ランド材料計測に関する要素技

術の開発が達成され、また、先進

計測インフォマティックスの展

開と普及に資する横断的活動を

国際的に推進するなど、国内外連

携と社会貢献も順調に進展して

いる。 

 

 

 

計画通りの進捗：微細構造解析プ

きる。 

 

・本領域では、表面分析、電子顕微鏡解析、NMR、中性子、放射光、イオ

ンビームによる種々の解析技術がバランスよく設定され、非常に優れた

成果も上げており、高く評価できる。 

 

・国内外の大学や研究機関との横断的な連携体制の強化、国際ワークシ

ョップの開催支援、国際標準化の推進の取組を評価する。 

 

・以下の顕著な実績を評価する。 

オペランド材料解析に関する複数の技術の進展。 

 ・ケルビンプローブフォース顕微鏡による局所的な電位計測技術を開

発。（特に、電池材料の動作状態解析において画期的な知見をもたらし

た） 

 ・オペランド水素顕微鏡による水素可視化技術開発。 

 ・高感度高精度電子顕微鏡法の開発。 

 ・高分解能磁区観察技術の開発。 

 ・中性子透過分光を用いた新しいスピン配列評価法の開発等、世界最

高分解能を達成。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

開発する。 

・先進材料の性能

及び物性を、実動

環境下でのナノ領

域観察から解明す

るため、機能元素

を単原子レベルで

識別できる低損傷

定量電子顕微鏡法

とその場物性計測

ホルダーを開発

し、材料評価に展

開する。 

・ナノ薄膜デバイ

スの機能層の迅速

診断を目的とし

て、単原子層から

数十マイクロメー

トルの深さ領域に

おける化学結合状

態の断層解析の一

桁以上の高速化と

自動化を実現す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、新

規計測手法のシー

ズとなるような独

創的な計測解析手

法の開拓を推進す

る。特に、第一原理

計算等の計算科学

や多変量解析等の

情報科学と大量の

データを創出する

先端イメージング

多元的計測の融合

を目指した研究を

重点的に推進す

る。その中で得ら

れた重要計測シー

ズをコア基盤技術

応える先進材料の

有用な機能を担う

のは、表界面や表

層もしくはバルク

内部における特徴

的な構造、組成の

変調、配向や組織、

電子状態・スピン

状態等であり、機

能の発現機構の根

源的かつ効率的な

解明には、これら

の構造・特性を

様々なスケール・

環境下で的確に捉

える計測解析技術

が必要である。そ

こで、本プロジェ

クトでは、サブ原

子レベルからマク

ロな系にいたるマ

ルチスケール計測

技術、多様な環境

場におけるオペラ

ンド（実動環境下）

観測技術、さらに

は、計算科学との

融合による計測イ

ンフォマティクス

等の最先端計測技

術を開発し、それ

らを適切に組み合

わせることで、包

括的かつ相補的な

高度材料解析技術

を実現する。 

特に、最表面敏感

計測として複合極

限場における分解

能1meV以下の電子

状態計測、1%超の

制御歪場計測等を

ーションのための

共用化と国際標準

化における主導的

役割を果たす 

 

 

 

 

 

③次世代二次電池

や電力用半導体素

子等の実デバイス

動作環境に対応し

た計測法の開発を

行い、実用材料研

究に展開する 

 

 

 

 

 

 

④埋もれた界面と

表層計測情報など

実用材料ナノ構造

の抽出法を開発す

る 

 

 

 

 

 

 

⑤表層化学計測に

おけるマテリアル

ズ・インフォマテ

ィクスの活用を加

速するモデリング

等の要素技術を開

発する 

 

 

国内外とのオープンイノベーシ

ョンのための最先端計測設備の

共用化を微細構造解析プラット

フォーム等への参画により主導

的に推進した。VAMAS や ISO の場

において日本を代表して先端計

測技術の国際標準化における主

導的役割を果たした。 

 

KPFM 法による電位分布計測の高

空間分解能化・高速化、水素透過

顕微鏡実現などオペランド計測

の要素技術開発に大きな進展が

あった。触媒反応の分子配向依存

性発見(Ang. Chemie)、分子によ

る原子層超伝導制御(Nano Lett)

など最表面計測分野でも顕著な

成果を得た。ナノワイヤ搭載 TEM

開発、表面水素分析、固体電池電

位計測、蛍光体分析において企業

連携が進展した。 

 

フェムト秒レーザー反射率計測

によって、半導体ヘテロ界面にお

けるサブピコ秒の音響パルスの

発生伝搬を、光学検出感度を増強

する金属薄膜トランスデューサ

ーなしで計測することに世界で

初めて成功した。多波長Ｘ線ビー

ム（Cr, Al）を使った走査型Ｘ線

光電子分光による三次元断層解

析法の開発を企業連携で進めた。 

 

軟Ⅹ線回折イメージングデータ

のスパースモデリングを使った

位相回復法を開発するとともに

帯電等によるピークの位置揺ら

ぎに対してロバストかつ自動で

処理をする XPS スペクトルのス

パースモデリングのアルゴリズ

ムを開発した。 

 

ラットフォームへの高度計測人

材や最先端計測設備の提供等、中

核的役割を果たし、先進材料と先

端計測の国際標準化に大きく貢

献している。 

 

 

 

 

計画以上の進捗：オペランド計測

の要素技術開発は計画を超えて

進んでおり、応用研究で著名学術

誌に掲載される顕著な成果を得

ている。企業連携研究も積極的に

進めており、インフォマティクス

を利用した新規計測技術開発も

順調に進んでいる。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：GaP/Si(001)接

合において 16nm の GaP 層の膜厚

変化を約 3nm の音響パルス巾で

定量的に評価するなど、高速レー

ザー技術および電子分光技術の

開発が計画通り進捗している。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：計測インフォマ

ティクスにおいて情報圧縮のた

めのスパースモデリングは重要

で、かつその自動化アルゴリズム

の開発は本課題の目的である自

動高速解析に直結する成果であ

る。 
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る。 

 

【先端材料解析技術領

域】 

様々なスケールでの

計測技術（マルチスケ

ール計測技術）、実使用

環境下（オペランド）で

の計測技術を開発す

る。また、独創的な計測

解析手法の開拓を推進

し、得られたシーズを

基盤技術化すること

で、革新的な計測技術

の実現を目指すものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化し、メインの技

術に取り入れてい

くことにより、研

究開発効率の最大

化を図る。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、先端計

測解析分野におけ

るハブ機能の高度

化を図る。具体的

には、先端計測の

プラットフォーム

を中心に、高度な

研究者や技術者人

材の育成、先端計

測の国際標準化、

産学独連携と異分

野融合を促進す

る。また、産業界に

おける技術的課題

に先端材料計測か

らの解決策を与え

るとともに、コア

技術の社会実装を

進めるため、公募

型研究によるオー

プンイノベーショ

ン研究を推進す

る。さらに、物質・

材料の研究開発に

関する拠点形成事

業の活動に先端計

測技術として積極

的に参画し、材料

イノベーションの

加速に寄与すると

ともに、最先端材

料計測分野の国内

外の研究者・高度

技術者の育成にも

貢献する。 

開発するほか、表

層化学状態・電子

状態に関する高ダ

イナミックレンジ

（単原子量～数十

マイクロメート

ル）の計測情報分

離技術を確立し、

一桁以上の高速化

と自動化を実現す

る。先端電子顕微

鏡計測として、元

素ポテンシャルを

単原子レベルで識

別できる低損傷定

量計測技術、独自

試料ホルダーシス

テムによるその場

物性計測技術等を

開発するととも

に、強磁場 NMR・物

性の計測可能領域

（温度、周波数、磁

場、感度、分解能）

を拡大し、計測可

能種を年間１件以

上の割合で拡大、

非晶質物質局所構

造を年間１件以上

の割合で解明す

る。 

さらに、パルス及

び定常偏極中性

子、小型中性子等

による低温から高

温（2-1600 K）、高

圧（0-10 GPa）下の

非破壊高精度オペ

ランド計測法を確

立するとともに、X

線自由電子レーザ

ーや放射光源を用

⑥エネルギー環境

材料やデバイス等

の電子顕微鏡オペ

ランド計測のため

に複合環境制御型

ホルダーの開発を

進めるとともに、

単原子分析顕微技

術を先進二次元複

合材料等へ展開す

る 

 

 

⑦クライオコイル

プローブ等の開発

により NMR 感度を

二倍以上に向上さ

せ、実用材料に応

用する 

 

 

 

⑧28 年度開発の

超 20T パルス磁石

を先進半導体等の

計測に適用する 

 

 

 

 

⑨偏極中性子用完

全非磁性ハイブリ

ッドアンビルセ

ル、蓄電池用中性

子回折オペランド

計測技術、磁性材

料のパルス中性子

磁気ブラッグエッ

ジイメージング技

術を開発する 

 

⑩蛍光 X 線画像化

複合環境型ホルダーをカーボン-

金属系触媒材料のその場観察に

応用し、異方性エッチングを見出

すと共に、単原子レベルの解析に

成 功 し た (Applied Physics 

Express、Nanoscale)。単原子分

析電子顕微鏡技術の材料展開で

GaN デバイスの新たな酸化物構

造を見出した（特許、論文、プレ

スリリース）。0.6nm の分解能で

磁気構造の観察に成功した（PRB 

Rap. Com.、プレスリリース）。 

 

固体高分解能 NMR の感度を劇的

に向上させる「クライオコイル

MAS プローブ」を試作し、95Mo、

43Ca 等の観測困難核種を含む

様々な核種の 1 次元測定(9.4 テ

スラ)において、従来比で 4 倍以

上の感度向上を実現した(JEOL

連携センターと共同)。 

 

ビッター型のパルス磁石を使い、

先進半導体などの計測に応用す

るため、ファラデー回転などの磁

気光学計測を行った。またビッタ

ー型パルス磁石と極低温クライ

オスタットと組み合わせた強磁

場極低温システムを立ち上げた。 

 

マルチフェロイクス材料 CuFeO2

の磁気相図を高圧力下（4 GPa）

での偏極中性子回折実験により

決定することに成功した。

Li2MnO3 正極活物質における容量

改善機構を解明した。パルス中性

子ビームを用いた中性子透過率

計測によりスピン超構造による

ブラッグディップを初めて観測

した。 

 

化学反応で時々刻々移動する元

計画以上の進捗：ホルダーや単原

子分析技術の開発が順調に進ん

でいる中で、GaN 素子中の新規酸

化物構造は、機構の電子顕微鏡技

術を以てして初めて発見された。

セレンディピティであるが、素子

に係わる波及効果の大きな成果

である。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：感度・分解能の

両面で「観測困難核」に分類され

る 95Mo、43Ca の測定を標準的な磁

場強度で実証し、計画の 2倍の進

展である。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：パルス磁石を使

った磁気光学計測を行い、定常磁

石によるデータとの比較からそ

の有効性を確認するなど順調に

進んでいる。 

 

 

 

計画以上の進捗：高圧力下中性子

３次元偏極解析実験に成功した。

容量改善機構の解明が中性子で

初めて可能となった。磁気ブラッ

グディップの観測は世界初であ

る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：画像化困難であ
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いてフェムト～サ

ブミリ秒レベルの

時間分解能の原子

レベルの電荷分

布、埋もれた薄膜

や多層膜のナノ構

造や物性変化の計

測技術を確立す

る。さらに、開発し

た技術を先進材料

研究に応用し、材

料イノベーション

の効率最大化に資

する。 

平成 29 年度は、オ

ペランド計測に対

応する要素技術の

開発、先進計測イ

ンフォマティック

スを展開する横断

的活動を実施する

とともに、先端計

測を核とする国内

外連携と社会貢献

を推進する。さら

にオープンイノベ

ーションのための

共用化と国際標準

化における主導的

役割を果たす。次

世代二次電池や電

力用半導体素子等

の実デバイス動作

環境に対応した計

測法の開発を行

い、実用材料研究

に展開する。埋も

れた界面と表層計

測情報など実用材

料ナノ構造の抽出

法を開発する。表

層化学計測におけ

技術、X 線異常散

乱解析ソフト、近

赤外非線形光学分

散の定量評価法の

開発を実施する 

 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取

組] 

顕在化する課題に

対応し、先進材料

研究を先導可能な

先端材料解析の次

世代コアシーズと

なるような独創的

な先端計測要素技

術の探索と開発 

 

 

素を X線によって、リアルタイム

の元素別動画イメージングを行

う新技術を開発し、ケイ酸塩中で

金属イオンが拡散し樹状成長す

る反応過程を元素別で動画撮像

に成功した。酸化物薄膜(MgxNi1-

xO)材料の構造秩序を数値化する

のに成功した。非線形光学分散分

光評価では、窒化チタンナノ材料

の紫外から近赤外にわたる広領

域の三次光学感受率の決定に成

功した。 

 

 

 

透過電子顕微鏡の走査回折四次

元データから自動的に格子定数

変化マップを作成するソフトウ

エアの開発、対物レンズ収差をロ

ンチグラムから計測する手法の

理論的検討とソフトウエアの開

発、Pd 薄膜の歪計測による高感

度水素検出技術の開発など、顕在

化する課題に対応し、先進材料研

究を先導可能な先端材料解析の

次世代コアシーズとなる独創的

な先端計測要素技術の探索と開

発が進展した。 

 

 

った元素の移動の様子を X 線動

画撮像した。アモルファスや結晶

とも異なる薄膜の X 線構造評価

に新指標を加えた。非線形光学分

散分光評価では、定量的評価を紫

外から近赤外域まで拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：透過型電子顕微

鏡の四次元回折データから格子

定数マップを自動的に作成する

ソフトウエア、対物レンズ収差計

測ソフトウエア、高感度水素検出

などの独創的な新規計測手法の

シーズとなる要素技術の開発に

成功している。 
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るマテリアルズ・

インフォマティク

スの活用を加速す

るモデリング等の

要素技術を開発す

る。エネルギー環

境材料やデバイス

等の電子顕微鏡オ

ペランド計測のた

めに複合環境制御

型ホルダーの開発

を進めるととも

に、単原子分析顕

微技術を先進二次

元複合材料等へ展

開する。クライオ

コイルプローブ等

の開発により NMR

感度を二倍以上に

向上させ、実用材

料に応用する。ま

た、28 年度開発の

超 20T パルス磁石

を先進半導体等の

計測に適用する。

偏極中性子用完全

非磁性ハイブリッ

ドアンビルセル、

蓄電池用中性子回

折オペランド計測

技術、磁性材料の

パルス中性子磁気

ブラッグエッジイ

メージング技術を

開発する。蛍光X線

画像化技術、X線異

常散乱解析ソフ

ト、近赤外非線形

光学分散の定量評

価法の開発を実施

する。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１－７ 情報統合型物質・材料研究領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第一号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 11(6) 

/70(52) 

22(13)/ 

109(75) 

     予算額（百万円） 15,160 

の内数 

14,194 

の内数 

     

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 63.6 

(13) 

90.7 

(42) 

     決算額（百万円） 14,995 

の内数 

14,221 

の内数 

     

特許出願数  2 1      経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

14,633 

の内数 

     

産学独連携

数 

 13 14      経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

581 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

10,873 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

1,094 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、物

質・材料分野にお

ける膨大なデータ

群に、最先端のデ

ータ科学・情報科

学の手法を組み合

わせることで、物

質・材料の研究開

発を飛躍的に加速

させる新しい研究

手法である「情報

統合型物質・材料

研究（マテリアル

ズ・インフォマテ

ィクス）」を推進す

る。データベース

の充実やシステム

の整備・強化によ

り、より使いやす

いデータベースを

構築する一方、最

先端の物質・材料

科学、情報科学、デ

ータ科学等の多様

な手法やツールを

駆使した「情報統

合型の開発システ

ム」をプラットフ

ォーム化し、産業

界の課題・ニーズ

に対する有効な解

決策を短期間で開

発・提供する仕組

みを構築する。さ

らに、この仕組み

を広範囲の物質・

材料系へ展開する

ことで、我が国の

 本領域では、我

が国の物質・材料

研究開発力の更な

る向上に貢献する

ため、データ科学、

計算科学、理論、実

験を計算機上で融

合させた統合型材

料開発システムの

構築、マテリアル

ズ・インフォマテ

ィクス手法の物

質・材料科学への

実装や材料データ

を活用した組織・

特性・性能の連関

を予測していくイ

ンテグレーション

技術の研究開発を

実施し、新たな材

料開発手法の確立

を目指す。 

このため、JST イノ

ベーションハブ構

築支援事業「情報

統合型物質・材料

開発イニシアティ

ブ」の運営や内閣

府戦略的イノベー

ション創造プログ

ラム「革新的構造

材料」などの受託

事業を活用し、他

機関や産業界、数

理科学を始めとし

た異分野専門家と

連携して進めつ

つ、機構内の材料

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

【大臣評価書における指摘】 

データの社会的価値が注目され

る中、当該分野国際競争力強化に

向けたデータベース資産の取扱

い方針（オープンとクローズ）、知

的財産保護、海外との連携、とい

った重要課題についての早期の

検討が必要と考えられる。 

【対応】 

「材料データプラットフォーム

戦略会議」を設置し、機構の研究

開発力の強みを活かした戦略的

なデータの取り扱いについて事

例検討を通じて類型化し、データ

マネジメントポリシーについて

検討を進めた。戦略的な管理・利

用が求められる材料データを機

構全体で管理する等のポリシー・

規程類を整備予定である。加え

て、化学 MOP 参画企業と戦略的な

協調領域データを決めるなど、具

体的な事例での検討も進めてい

る。さらに、H29 年度開始の材料

データプラットフォーム構築事

業において、国立情報学研究所や

米 国 National Institute of 

Standatrd and Technology 

(NIST) などと連携し、データの

クラウド管理やフォーマット設

計等の共通的課題で協力を図る。 

 

【大臣評価書における指摘】 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているた

め。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・国内の連携体制を強化したプラットフォーム構築のための、具体的な

技術開発ターゲット､データベース整備･管理及び人材育成が今後期待

される。 

 

・データの社会的価値が重要になりつつある中で、データベース資産の

取り扱い方針の早急な検討が求められる。さらに、データの質、フェイ

クデータの危険予知や、信頼性の担保方法について議論が求められる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・ナショナルセンターに向けた体制整備やシステム概念設計、クロスア

ポイントメントを活用した情報系人材の獲得等、着実に進捗している。 

 

・以下の顕著な実績を評価する。 

①材料データプラットフォームの枠組みを設計。 

②テキストデータマイニングによる論文からの自動データ抽出システ

ム開発。 
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

物質・材料研究を

加速させる。 

 具体的には、こ

れまで構築してき

た物質・材料デー

タ ベ ー ス ”

MatNavi”を拡充す

るとともに、有料

公開システムを整

備し、「情報統合型

物質・材料研究」の

データプラットフ

ォームの基幹とす

る。さらに、研究現

場で日々創出され

る材料データを効

率的にデータベー

スに取込み、材料

研究のニーズに合

った形で提供する

「データ収集・管

理・提供技術」を開

発することによ

り、材料データプ

ラットフォーム構

築の効率化と持続

化を推進する。ま

た、シーズ育成研

究として、材料プ

ロセス、構造、特

性、パフォーマン

スの関係を、デー

タ科学の手法によ

り見出し、材料特

性予測及び新材料

設計のための新し

いアプローチと手

法を探索する。こ

れまでの物理、化

学、材料科学理論、

及び、実験で得ら

れた知見を、情報

専門家を本領域へ

と誘導し、統合型

材料開発システム

の実現に必要な研

究基盤を構築し、

統合型材料開発シ

ステムの根幹とな

る材料データプラ

ットフォームの構

築に向けた研究開

発を進め、統合型

材料開発システム

を活用した協調領

域研究等へ展開す

ることで、我が国

の物質・材料研究

を加速させる。 

具体的な事業とし

ては、 

・材料データプラ

ットフォームの構

築のための研究開

発 

に取り組み、平成

29 年度においては

以下の研究を実施

する。 

・材料データプラ

ットフォームの構

築のための研究開

発 

 本プロジェクト

では、情報統合型

物質・材料研究領

域における研究開

発を受けて、デー

タベースの充実や

システムの整備・

強化および最先端

の物質・材料科学、

情報科学、データ

科学等の多様な手

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「材料データプラ

ットフォームの構

築のための研究開

発」 

①研究現場で日々

創出される材料デ

ータを効率的にデ

ータベースに取込

み、材料研究のニ

ーズに合った形で

提供する「データ

収集・管理・提供技

術」を開発するこ

とにより、材料デ

ータプラットフォ

ームの構築、効率

化、また持続化を

推進するシステム

設計、開発に取り

組む 

（MRB の一部を含

む） 

 

物質・材料研究に対する計算科学

やインフォマティクスは重要性

がますます高まっており、海外と

の競争の要点になっていると考

えられる。引き続き、この領域の

強化への注力を期待する。 

【対応】 

当該領域における機構の研究開

発体制を一体化するために、Mi2i

を推進する cMi2 拠点、SIP「革新

的構造材料」マテリアルズインテ

グレーションを推進する SIP-MI

ラボを糾合し、M3-MRB 事業「物質・

材料データプラットフォーム構

築」を担当する材料データプラッ

トフォームセンターを新設し、統

合型材料開発・情報基盤部門を新

たに設置した。 

 

 

 

 

 

国内外の材料データベースの技

術動向調査等を踏まえ、効率的デ

ータ収集、永続的データ管理、研

究現場に資するデータ提供を実

現する材料データプラットフォ

ームの全体設計・概念設計を行っ

た。これに必要な材料メタデータ

を現場研究者へのヒアリング等

も踏まえて、設計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：材料データプラ

ットフォームのハードウエア構

成も含めて、システム全体の概念

設計を完成させた。次年度、これ

をもとに詳細設計を行う予定。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

科学、データ科学

の技術と融合する

ことで、材料分野

に適合する情報処

理手法を開発し、

材料の研究開発の

加速に寄与する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、イノベ

ーションハブ創出

事業「情報統合型

物質・材料開発イ

ニ シ ア テ ィ ブ

(MI2I)」を中心に活

動を行う。物質・材

料科学、計算科学、

データ科学の３分

野を中心とする産

学独のトップ研究

者が集結・融合す

るハブ拠点を構築

し、その中で「情報

統合型物質・材料

科学技術」の確立・

実証を進める。ま

た、データベース

の高機能化、新し

い手法の開発・蓄

積・普及、それらに

関わる人材育成等

にも組織的に取り

組む。また、本手法

を駆使して、社会

的に波及効果の高

い環境エネルギー

関連分野の「蓄電

池材料」、「磁性材

料」、「伝熱制御材

料」における具体

的課題の解決に貢

献する。さらには、

法やツールを駆使

した「情報統合型

の開発システム」

をプラットフォー

ム化することを目

標とする。すなわ

ち、文献からの情

報抽出、実験計測

データの収集とデ

ータベース化、機

関レポジトリ等の

本文データからの

情報抽出を統合化

し、セキュリティ

ー・認証を確保し、

利用利便性を充実

させたデータプラ

ットフォームを構

築する。これは材

料情報に関するポ

ータルサイトであ

るとともに、ソリ

ューションプラッ

トフォームとなる

ものである。特に、

材料研究開発の加

速化を可能とし、

産業界の課題・ニ

ーズに対する有効

な手法（ソリュー

ション）、また材料

開発に特化した情

報処理アルゴリズ

ム、データ処理技

術を研究課題と

し、開発・提供する

仕組みを構築して

最終的にサービス

化することを目指

す。 

平成 29 年度は、研

究現場で日々創出

②物質・材料に関

わるデータを文

献、実験・計測機

器、機関レポジト

リ、ラボノートな

どの様々なリソー

スから集約してア

ノテーションする

スキーム、知識ベ

ース化したデータ

ベースシステム、

データ群の解析シ

ステムを研究課題

として取り組み、

物質探索・材料開

発の高付加価値化

と高効率化を目指

す 

（MRB の一部を含

む） 

 

③NIMS が蓄積して

きた材料データベ

ースやデータシー

トについても、同

研究開発を応用

し、機械学習等に

よるデータ更新に

取り組む 

（MRB の一部を含

む） 

 

[拠点としての取

組] 

シーズ育成研究に

よる材料特性予測

及び新材料設計の

ための新しいアプ

ローチと手法の探

索 

 

 

実験・計測現場から産出される材

料データを効率よく取り込める

データ収集システムの全体設計・

概念設計を行うとともに、無線に

よる収集システムや収集ミドル

ウエア等についてはプロトタイ

プを構築、概念実証を行った。文

献からのテキストデータマイニ

ング技術によるデータ抽出は、理

化学研究所革新知能統合研究セ

ンターとの共同研究も踏まえて

研究を進め、文献のプレスクリー

ニングシステムのプロトタイプ

を構築し、高付加価値化と高効率

化への検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

異なるデータベースの相互参照

を行う仕組みのプロトタイプを

構築した。今後、データシートも

含め、データベース間接続技術へ

の展開を検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハイスループットと AI を組み合

わせた新しい材料開発のための

基盤的研究として、計算科学結果

やデータベースと機械学習を組

み合わせて、新しい材料設計の指

針を探索した。また、新しい材料

開発手法を支える材料データの

取り扱いについて、各種 X線計測

計画通りの進捗：データマイニン

グ技術によるデータ収集システ

ムや収集ミドルウエアの要素技

術を開発した。これをもとに材料

データプラットフォームを構成

する要素として詳細設計を行う

予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：データベース相

互参照の要素技術を開発した。こ

れをもとに材料データプラット

フォームを構成する要素として

詳細設計を行う予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：データを活用し

た新しい材料開発手法の確立に

向けて、ハイスループット実験手

法、計測データの情報学的解析手

法、データ連結のためのインテグ

レーション技術等について、基礎

的な検討を進めた。 
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る。 

 

【情報統合型物質・材

料研究領域】 

多様な手法やツール

を駆使した情報統合型

の材料開発システムの

整備に取り組むこと

で、産業界の課題・ニー

ズに対する有効な解決

策を提供していくため

の仕組みを構築するも

のとする。また、材料研

究のニーズに合った形

で提供するためのデー

タ収集・管理・提供技術

の開発を継続的に行

い、材料データプラッ

トフォームの効率化に

も貢献するものとす

る。さらに、材料特性予

測及び新材料設計手法

の探索を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人工知能の基礎技

術等を取り込みな

がら、データプラ

ットフォームの機

能の向上を進め、

広範囲の物質・材

料系へ展開するこ

とで、情報統合型

新物質・材料探索

システムのパッケ

ージ化へと繋げ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

される材料データ

を効率的にデータ

ベースに取込み、

材料研究のニーズ

に合った形で提供

する「データ収集・

管理・提供技術」を

開発することによ

り、材料データプ

ラットフォームの

構築、効率化、また

持続化を推進する

システム設計、開

発に取り組む。ま

た物質・材料に関

わるデータを文

献、実験・計測機

器、機関レポジト

リ、ラボノートな

どの様々なリソー

スから集約してア

ノテーションする

スキーム、知識ベ

ース化したデータ

ベースシステム、

データ群の解析シ

ステムを研究課題

として取り組み、

物質探索・材料開

発の高付加価値化

と高効率化を目指

す。 

合わせて、ＮＩＭ

Ｓが蓄積してきた

材料データベース

やデータシートに

ついても、同研究

開発を応用し、機

械学習等によるデ

ータ更新に取り組

む。 

 

 

 

 

 

Mi2i の受託研究 

物質・材料分野に

おけるデータ群

に、最先端のデー

タ科学・情報科学

の手法を組み合わ

せることで、物質・

材料の研究開発を

飛躍的に加速させ

る新しい研究手法

である「情報統合

型物質・材料研究

（マテリアルズ・

インフォマティク

ス）」の推進 

 

に関する様々なデータ駆動型解

析について基礎的な検討を行っ

た。 

 

JST イノベーションハブ構築支援

事業における研究開発は順調に

進展し、研究成果として、機械学

習を用いた世界最小熱伝導無機

物の設計・高熱伝導性高分子の設

計手法を構築するなど物質探索

の事例を積み重ねつつ、機械学習

を用いた材料研究ソフトウエア

等（結晶構造探索ソフト、逆構造

物性相関ソフト、モンテカルト木

探索ソフト、トポロジー特性ソフ

ト、構造記述子ライブラリ―）を

開発・公開した。JST の中間評価

において、総合評価 Aと認定され

た。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：JST 中間評価に

おいて総合評価 Aと評価された。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－１ 広報・アウトリーチ活動の推進 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第二号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

①記者会見＆

記 者 説 明 会

（回） 

 7 8      予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

②メールマガ

ジン発行（回） 

 24 31      決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

③YouTube ビ

デ オ 公 開 数

（本） 

 23 24      経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

④ NIMS NOW 

発行回数* 

 12 12      経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

⑤視察・見学

者（人） 

 6,054 7,896      行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
⑥ 取 材 対 応

（回） 

 166 175      従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

 

⑦公式HPアク

セス数（トッ

プ ペ ー ジ ）

（回） 

 1,113,995 1,370,664      

 

        

 
⑧YouTube 登

録者数（人） 

 22,334 46,575      
 

        

 
⑨Web 版 NIMS 

NOW 

 159,659 215,430      
 

        

 
⑩プレス発表

(件) 
 54 59      

 
        

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構が物質・材料研

究を推進するに当た

り、国民の理解、支持及

び信頼を獲得していく

ことがますます重要と

なっている。そのため、

国民目線で分かりやす

く紹介する取組を、引

き続き積極的に推進す

るとともに、その効果

を把握し、機構の活動

や研究成果等が国民各

層から幅広く理解され

るよう努めるものとす

る。また、機構の組織的

な活動に加え、研究者

一人一人が物質・材料

科学技術のインタープ

リターとして双方向コ

ミュニケーション活動

を行えるような対話環

境を構築するものとす

る。さらに、国民各層の

科学技術リテラシーの

向上への貢献を目指

し、物質・材料科学技術

に関する知識の普及等

に取り組むものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構の活動や研

究成果等に対する

国民の理解、支持

及び信頼を獲得す

るため、前中長期

目標期間中の活動

で訴求力の大きさ

が確認できた「広

報ビジュアル化戦

略」をより一層展

開する。具体的に

は、難解な物質・材

料研究分野の研究

成果等について、

国民目線で親しみ

やすく、興味を持

ちやすいビジュア

ル素材（科学映像

の動画配信やビジ

ュアル系 Web サイ

ト等）を主軸とし

て効果的に訴求し

ていくとともに、

取り組みの効果を

把握し、機構の活

動や研究成果等に

対する認知度の向

上に繋がっている

か等の視点から幅

広く国民各層の理

解が得られるよう

な活動に繋げてい

く。こうした広報

ツールを豊富に取

り揃え、研究者一

人一人が物質・材

料科学技術のイン

タープリターとし

 機構の活動や研

究成果等に対する

国民の理解、支持

及び信頼を獲得す

るため、前中長期

目標期間中の活動

で訴求力の大きさ

が確認できた「広

報ビジュアル化戦

略」をより一層展

開する。具体的に

は、難解な物質・材

料研究分野の研究

成果等について、

国民目線で親しみ

やすく、興味を持

ちやすいビジュア

ル素材（科学映像

の動画配信やビジ

ュアル系 Web サイ

ト等）を主軸とし

て効果的に訴求し

ていくとともに、

取組の効果、すな

わち機構の活動や

研究成果等に対す

る認知度の向上に

繋がっているか等

を確認しながら、

広報手法を柔軟に

変化させ、多様な

手段によって幅広

い層の理解が得ら

れる活動をおこな

う。また、広報ツー

ルを豊富に取り揃

え、研究者一人一

人が物質・材料科

○社会に向けて、

物質・材料研究や

機構の活動、研究

成果等をわかりや

すく説明し、理解

を得ていく取組を

積極的に推進して

いるか 

 

・機構の活動や研

究成果に対する理

解・認知度の向上

を図る取組等の成 

 

①広報ビジュアル

化戦略の更なる充

実 

 

１．広報戦略の中

核である YouTube

充実 

 

２．一般国民向け

Web「材料のチカ

ラ」 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

前中長期計画から一貫して想定

以上の高い成果をあげてきた「広

報ビジュアル化戦略」を、新中長

期計画で一層強化することでよ

り大きな成果を挙げるべく、多様

な手法を組み合わせた立体的な

広報施策をおこなった。 

 

 

 

 

 

１．開設５年を迎えた YouTube

「まてりある’s eye」では、３

分間で最新研究成果や興味深い

科学現象を紹介する映像を今年

度 24作品追加、合計 99作品を公

開。累計閲覧回数が 948 万回を超

え、H28 年度の 514 万回から約２

倍の増加である。さらに、熱心な

ファンの指標である登録者数は

４万６千人を超え、昨年度倍増し

た２．２万人からさらに２倍以上

の増加となり、５年連続の２倍増

を達成した。主要研究機関、国立

大学の中で JAXA に次ぐ２位とな

っている。登録者数 1万人超えで

すら、宇宙で圧倒的な人気を誇る

JAXA と機構しか達成していない

高い数値であり、4万人超えは特

筆すべき数値である。当機構のビ

ジュアル化戦略がいかに支持さ

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： ビジュアル化

戦略の柱である YouTube「まてり

ある's eye」の登録者数は昨年度

の段階で 2 年連続 2 倍増を達成

した後であり、伸びが鈍化するこ

とを想定し年間３割増を見込ん

でいたが、計画を遙かに上回り、

４万６千人となった。これは開設

後４年間で獲得した数を上回る

人数を H28 年度１年で獲得した

ことになり、増加のペースは従来

以上に加速している。また、配信

している動画映像には教材とし

てのリクエストが相次ぎ今年度

も早稲田大学や、北海道の科学館

など全国の教育機関に提供して

いる。さらに企業への技術移転の

際の重要なツールとして有効に

なるなど、利用価値を高めてい

る。またメディアへのアピール力

評定 S 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・YouTube「まてりある’s eye」では、３分間で最新研究成果や興味深

い科学現象を紹介する映像を今年度 24作品追加、合計 99 作品を公開。

累計閲覧回数が 948 万回を超え、H28 年度の 514 万回から約２倍増加し

た。さらに、その登録者数は４万６千人を超え、昨年度倍増した 2.2 万

人からさらに２倍以上の増加となった。 

 

・NIMS 一般公開では、来場者数が既に２倍増を果たしていた昨年からさ

らに３倍増を果たし、２年連続過去最多の 3871 人（前年 1393 人）を集

客した。 

 

・企業向けの NIMS WEEK においては、２日間にわたる成果発表イベント

で 1232 人を集客した。さらに nanotech2017 にも出展し、具体的な企業

連携が複数誕生した。 

 

・また、当該年度においては、機構の広報室で科学広報について学びた

いという大学院生をインターンとして受け入れ、広報技術について濃密

な研修を実施したことや、各地の大学、研究機関からの要請に応え広報

手法向上の研修会を年間９回実施するなど、日本の科学広報の底上げに

寄与し、科学リテラシー向上を図る新たな取組も行った。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

広報担当者の力量に依存しない、持続的な成果に繋げるためのシステ

ム化が期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・物質･材料科学の社会的な意義を踏まえた NIMS の成果の敷延を､分か

りやすい動画の配信という手段で推進し､連続して計画以上の成果を上

げていることは高く評価できる。また､平成 29 年度は当該領域への進学

希望者の増加や､イベントへの参加者数の急増という形で成果が明確化

してきており､本活動の有用性を実証している。次年度以降の継続した

取組を期待する。 
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て双方向コミュニ

ケーション活動を

行えるよう、国民

と研究現場との間

で接点を持ちやす

い対話環境を構築

する。 

 また、機構の研

究成果等を普及さ

せ、広く国民各層

から理解が得られ

るよう、多様な媒

体を組み合わせた

情報発信活動に取

り組む。具体的に

は、広報誌、プレス

発表等を通じた研

究成果等の公開を

始め、一般市民を

対象としたシンポ

ジウム、博覧会や

展示場での研究成

果の説明、メール

マガジン等によ

り、市民との間で

直接コミュニケー

ション活動を行う

とともに、機構の

施設・設備等を適

切な機会に公開

し、国民各層の見

学等を受け入れ

る。 

 さらに、科学技

術リテラシーの向

上に貢献するた

め、引き続き、小・

中・高等学校の理

科授業での出前授

業等を通じて物

質・材料科学技術

に関する知識の普

学技術のインター

プリターとして国

民と双方向コミュ

ニケーション活動

をおこなえるよ

う、環境を整備す

る。 

また、機構の研究

成果等を普及さ

せ、広く国民各層

から理解が得られ

るよう、多様な媒

体を組み合わせた

情報発信活動に取

り組む。具体的に

は、広報誌、プレス

発表、研究者総覧

サイト、専門書の

刊行等を通じた研

究成果等の公開を

始め、一般市民を

対象としたシンポ

ジウム、博覧会や

展示場での研究成

果の説明、メール

マガジン等によ

り、市民との間で

直接コミュニケー

ション活動を行う

とともに、機構の

施設・設備等を適

切な機会に公開

し、国民各層の見

学等を受け入れ

る。 

さらに、科学技術

リテラシーの向上

に貢献するため、

引き続き、小・中・

高等学校の理科授

業での出前授業等

を通じて物質・材

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②多様な媒体を組

み合わせた情報発

信活動に取り組む 

 

１．広報誌やパン

フレットなど紙媒

体発信 

 

 

 

 

２．発表イベント

開催による大規模

発信 

  

 

 

 

 

 

 

れているかがわかる。 

 

２．「材料は世界を変える力」で

あるというコンセプトで開設し

た一般向け Web サイト「材料のチ

カラ」では東映とタイアップし

「材料のチカラで仮面ライダー

をパワーアップ」という特別企画

を展開。実在する６つの材料で仮

面ライダーを強化するストーリ

ー展開で６作品を期間限定公開

した。期間中のアクセス数は通常

時の３倍に達するなど大きな反

響があった。その効果もあり年間

９万 3218 ビュー（H28 年７万１

千）を獲得した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．上記の映像配信のほか、広報

誌 NIMS NOW を６回、日本語版

3700 部、英語版 3000 部発行。機

構の新たな取組を特集したほか、

現中長期計画で組織した新拠点

の重点施策を紹介した。 

 

２．NIMS 一般公開を昨年に引き

続き大幅に改革。従来、平日（企

業向け）と日曜（一般市民向け）

の２日間開催していたが、平日分

は秋の NIMS WEEK に移動し、日曜

日の一般市民向けを強化した。人

気が急上昇した YouTube の特別

展で若者を、また日本刀に見いだ

した最新鉄鋼技術の特別講演で

年輩層を取り込むなど、幅広い層

も強まり、今年度もテレビ朝日

「報道特集」の他、ドキュメンタ

リー番組「ガリレオＸ」といった

30 分サイズの番組など当機構の

研究者が TV 番組に多数出演して

いる。 

 Web で展開する「材料のチカ

ラ」も研究機関では稀な映画との

タイアップを実現し昨年比 30％

増の閲覧数を稼いだ。 

 こうした「ビジュアル化戦略」

の訴求力の高さは、当機構が開催

する各種イベントで過去最高の

来場者数を連続して記録するな

ど大きな効果を発揮している。そ

の結果、多くの一般国民や企業関

係者がイベントに来場し、当機構

のより詳細な成果に触れるとい

うプラスの循環を生み出してい

る 

 

計画以上の進捗： 国民への直接

情報発信である一般公開では来

場者数が２倍増の集客を既に昨

年、果たしており、計画では同程

度としていたが、昨年に比べさら

に３倍増を達成する特筆すべき

伸びを示した。改革前に 600 人程

度だった集客を２年間で６倍以

上に増加させた。他の全ての機関

でも例のないほどの特筆すべき

実績である。 

NIMS WEEKでは２日間のうち１

日の会場がつくばだったという

悪条件にもかかわらず東京開催

に匹敵する集客に成功。また、機

構の視察、見学数約 8000 人とい

う数値も５年連続で過去最多を

更新し続けており、さまざまな形

式でおこなっている広報施策の

ほぼすべてにわたり計画以上の

定量的成果を上げた。 

 

・充実した YouTube、Web 上の特別企画は、工夫、独自性に優れ、立体的

なビジュアル化戦略が成功を収めている。 

 

・「まてりある's eye」の動画制作と YouTube での公開による材料並び

に科学全般の面白さや重要性の一般への周知活動は重要であり、特に、

継続して斬新な動画を制作していることを評価する。 

 

・広報活動における目的・方針を明確化し、方針に沿った施策展開によ

り特に顕著な成果を挙げている。YouTube 再生回数、登録者数などの数

字上の達成だけでなく、ターゲットとしている年齢層に届いていること

を評価する。 
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及を積極的に進め

る。これらのアウ

トリーチ活動の推

進により、高校生

を始めとする次世

代層への好奇心を

喚起し、ひいては

我が国全体として

の将来有望な科学

技術人材の確保に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料科学技術に関す

る知識の普及を積

極的に進める。こ

れらのアウトリー

チ活動の推進によ

り、高校生を始め

とする次世代層へ

の好奇心を喚起

し、ひいては我が

国全体としての将

来有望な科学技術

人材の確保に貢献

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．メディア向け

情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．一般国民・企業

向け直接情報発信 

 

 

 

 

 

 

からの支持を狙う企画を立案し

特別な広報戦術をおこなった結

果、来場者数は既に２倍増を果た

していた昨年からさらに３倍増

を果たし、２年連続過去最多の

3871 人（前年 1393 人）を集客し

た。これは改革により、２年間で

６倍以上の来場者増に成功した

ことを意味する。 

企業向けには、昨年創設した

NIMS WEEK を充実させた。10 月第

１週に研究成果の発信、技術移転

を促進する成果披露会を集中し

て開催する戦略をとった。その中

心となった有楽町とつくばでの

２日間にわたる成果発表イベン

ト で は 1232 人 を 集 客 。

nanotech2017 にも出展し具体的

な企業連携が複数誕生した。 

 

３．メディア向けには、機構の研

究成果をアピールするためプレ

ス発表を 59 件実施し、報道機関

から 175 件の取材対応を行った。

その結果 BS フジ「ガリレオＸ」

や NHK「ニュースウォッチ９」、テ

レビ朝日「報道ステーション」を

はじめ TBS「未来の起源」、毎日新

聞や日経新聞の特集での「都市鉱

山を利用した東京五輪メダル」な

ど、全国配信枠への露出により機

構の知名度を高めた。 

 

４．国民や企業に直接情報を届け

るメールマガジンは 12 回の定期

配信に加え、イベントとの連動な

どの臨時配信を 19 回おこなっ

た。年度末の登録者は 3715 名を

数えた（昨年比 829 名増）。さら

に全国の教育機関や企業など個

別の見学を総勢 7896 名受け入

れ、こちらは５年連続過去最多の
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③科学技術リテラ

シーの向上に貢献

する 

人数を更新した。その他技術相談

や材料分野の素朴な質問に答え

る「何でも相談」では 59 件の対

応をおこなっている。 

 

上記のように、多種多様な媒体を

用い、それらを連携させ広報活動

を行うことで、立体的な広報活動

をおこなった。その結果、イベン

ト集客数、映像閲覧数、各種会員

登録数など数値データでも国民

が当機構の発する物質・材料科学

の啓発施策を積極的に受けよう

としていることが裏付けられて

いる。年代的にも大人世代から高

齢者はもちろんのこと、若年層に

も幅広く支持されていることが

わかっており、幅広い層の科学技

術リテラシー向上に大きく貢献

している。 

 さらに今年度は、機構の広報室

で科学広報について学びたいと

いう大学院生をインターンとし

て受け入れ、広報技術について濃

密な研修を実施したことや、各地

の大学、研究機関からの要請に応

え広報手法向上の研修会を年間

９回実施するなど、日本の科学広

報の底上げに寄与し、科学リテラ

シー向上を図る新たな取組も行

った。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 今年度は、既

に国民から圧倒的に支持されて

きた「広報ビジュアル化戦略」を

核に、多様な媒体を組み合わせた

情報発信を一層推進した。その成

果は、各種の数値データにも顕著

に現れており、多くの国民に対

し、材料研究の魅力と重要性を認

識する機会を提供できたと考え

ている。 

 また、教材としての映像利用の

要望や、継続した情報受信のため

YouTube に登録する行為などは、

むしろ国民の側から積極的に機

構の情報を受けたいという意向

があることを顕著に示しており、

これは当機構の広報活動および

発信する内容の質の高さによる

ものと考える。 

 

さらに、広報室でのインターン大

学院生受け入れや、広報手法を各

機関に広めるため、講師を派遣し

研修会を各地で実施するなどの

貢献活動を一研究機関の広報室

がおこなうことは極めて稀であ

り、国民の科学技術リテラシー向

上に直接的、間接的に貢献してい

る。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－２ 研究成果の情報発信 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第二号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

物質・材料研

究分野の論文

被引用数（国

内順位）* 

国内トッ

プ 

1 1      予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

査読付き論文

数*（毎年平

均） 

毎年平均

1,100 件

程度 

1,225 

(単年度

1,225) 

1,221 

(単年度

1,216) 

     決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

レビュー論文

数*（毎年平

均） 

毎年平均

40 件程度 

52 

(単年度

52) 

44 

(単年度

35) 

     経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

国際学会にお

ける講演数 

 1,368 

 

1,394      経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

  機構の研究成果の普  機構で得られた  機構で得られた  （評価と関連が深い主な業務実 （自己評価を評定の根拠ととも 評定 B 
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及を図るための取組を

進めるとともに、科学

的知見の国際的な情報

発信レベルを維持・充

実するものとする。ま

た、研究成果等に対す

る理解増進や利活用の

促進に取り組むものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究成果を広く普

及させるため、国

際シンポジウムや

研究成果発表会を

開催するととも

に、国内外におけ

る学協会等におい

ても積極的に発表

する。特に、科学的

知見の国際的な発

信レベルの維持・

向上のため、国際

的に注目度の高い

学術誌等に対し、

積極的に投稿・発

表する。その際、機

構の論文訴求力を

高め、3.3 で取り組

む国際的なネット

ワーク構築等の活

動を具体的な研究

成果に結実させる

ことの重要性に鑑

み、国際共著によ

る論文発表を重視

する。これらの結

果として、物質・材

料研究分野におけ

る論文の被引用総

数については、国

内トップを堅持す

る。 

 一方、論文の多

面的な価値を認め

る観点から、新し

い研究領域を開拓

する分野横断的な

課題への挑戦に対

しても適切に評価

する。査読付論文

発表数は、機構全

体として毎年平均

研究成果を広く普

及させるため、国

際シンポジウムや

研究成果発表会を

開催するととも

に、国内外におけ

る学協会等におい

ても積極的に発表

する。特に、科学的

知見の国際的な発

信レベルの維持・

向上のため、国際

的に注目度の高い

学術誌等に対し、

積極的に投稿・発

表する。その際、機

構の論文訴求力を

高め、3.3 で取り組

む国際的なネット

ワーク構築等の活

動を具体的な研究

成果に結実させる

ことの重要性に鑑

み、国際共著によ

る論文発表を重視

する。これらの結

果として、物質・材

料研究分野におけ

る論文の被引用総

数については、国

内トップを堅持す

る。 

一方、論文の多面

的な価値を認める

観点から、新しい

研究領域を開拓す

る分野横断的な課

題への挑戦に対し

ても適切に評価す

る。査読付論文発

表数は、機構全体

として毎年平均で

○機構の研究成果

等に対する理解が

増進し、利活用が

促進されているか 

 

・機構の研究成果

の普及を図るため

の理解増進や利活

用のための取組の

成果等 

 

①研究成果を広く

普及させるため、

国内外における学

協会等において積

極的に発表するこ

とにより、物質・材

料分野における論

文の被引用総数に

ついて国内トップ

を堅持する 

 

 

 

 

 

 

②査読付論文発表

数は毎年平均で

1,200 件程度を維

持し、レビュー論

文数は毎年平均で

40 件程度を維持す

る 

 

 

③研究成果等に対

する理解増進や利

活用の促進に取り

組む 

 

 

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

クラリベイトアナリティクス社

提 供 の デ ー タ （ InCites 

Essential Science Indicators）

より、物質・材料研究分野

（Materials science）における

論文の被引用数及びトップ 1%論

文数において、国内トップを堅持

している。 

また、トムソンロイター社による

「科学技術を最も進めた国立研

究機関ランキング」Top25（2017

年 3月 1 日）において、機構は 12

位となり、2016 年の同ランキン

グ 18 位よりランクアップを果た

した。 

 

査読付き論文数は 1,216 報で、

H28年の1,225報から若干減少し

たが、目標値を上回った。レビュ

ー論文数は単年度では 35 報であ

ったが、毎年平均では 44 報で目

標値を上回った。国際学会におけ

る講演数は 1,394 件であり、H28

年の 1,366 件からやや増加した。 

 

機 構 研 究 者 総 覧 サ ー ビ ス

「SAMURAI」は年間約 75万ページ

ビューを記録、うち、海外からの

利用が 20.5%、モバイル/タブレ

ットからの利用が 18.0%であり、

H27 年度に引き続き国際化およ

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

計画通りの進捗：論文の被引用数

の分野別ランキングで国内トッ

プを堅持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：査読付き論文

数，レビュー論文数のいずれも目

標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：研究者総覧サー

ビス「SAMURAI」は安定的にサー

ビスされており、アクセス数を伸

ばしている。材料科学デジタルラ

イブラリーのセキュリティ強化

を行ったことは安全なサービス

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているた

め。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

レビュー論文数の減少理由を分析し、今後の増加に繋げることを期待

する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

論文引用数、論文数などで目標値を上回り、論文引用数が材料分野で

国内トップになったことは評価できる。 
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で 1,100 件程度を

維持する。また、多

くの研究者が創出

してきた材料開発

等における分野毎

の研究成果を精査

し、評価・解析を行

い、現在までの知

見をまとめるとと

もに、今後目指す

べき研究方向を示

唆する論文（レビ

ュー論文）数は、機

構全体として毎年

平均で40件程度を

維持する。 

 これらの研究成

果は、機関リポジ

トリ（NIMS eSciDoc

デジタルライブラ

リー）に蓄積し、適

切 な 閲 覧 設 定

（open/close）の

もと公開すること

で、我が国全体の

オープンサイエン

スに向けた積極的

な情報発信を展開

していくととも

に、全国の物質・材

料開発のネットワ

ーク化により得ら

れた知見の集約・

提供・提案を行う

機能の構築にも取

り組むことなどに

より、研究成果等

に対する理解増進

や利活用の促進に

取り組む。 

1,200 件程度を維

持する。また、多く

の研究者が創出し

てきた材料開発等

における分野毎の

研究成果を精査

し、評価・解析を行

い、現在までの知

見をまとめるとと

もに、今後目指す

べき研究方向を示

唆する論文（レビ

ュー論文）数は、機

構全体として毎年

平均で40件程度を

維持する。 

研究情報の蓄積・

発信体制の強化の

一環として、これ

らの研究成果は機

関 リ ポ ジ ト リ

（NIMS eSciDoc デ

ジタルライブラリ

ー）に蓄積し、適切

な 閲 覧 設 定

（open/close）の

もと公開すること

で、我が国全体の

オープンサイエン

スに向けた積極的

な情報発信を展開

していくととも

に、全国の物質・材

料開発のネットワ

ーク化により得ら

れた知見の集約・

提供・提案を行う

機能の構築にも取

り組むことなどに

より、研究成果等

に対する理解増進

や利 活用の促進

 

 

 

 

 

④新しい研究領域

を開拓する分野横

断的な課題への挑

戦に対しても適切

に評価する 

びモバイル対応による高い訴求

性を維持している。材料科学デジ

タルライブラリーは CMS を刷新

しセキュリティ強化を行った。 

 

現在の審査基準では科研費に採

択されないが、機構の将来的な発

展を視野に入れた時に必要な斬

新的又は挑戦的な発想による新

たな研究領域の開拓を支援する

「次世代研究支援プログラム（34

課題採択）」を新設するとともに、

異分野との融合等により生まれ

る各プロジェクト強化のため、ポ

スドク研究者の人件費を支援す

る「自由発想型研究強化支援プロ

グラム（35 件採択）」新設し、新

たな研究領域の開拓を図った。 

を維持するという点において評

価できる。 

 

 

 

計画通りの進捗：斬新的・挑戦的

な個人研究の支援、及びポスドク

研究者の人件費を支援する機構

内競争的資金制度の新設により、

柔軟かつ幅広い支援体制を構築

している。 
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に取り組む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－２ 知的財産の活用促進 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第二号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

実施許諾契約

数（継続を含

む） 

毎年度平

均で90件

程度 

113 113      予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

外国特許出願

数 

毎年度平

均で 100

件程度 

98 94      決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

特許実施料収

入（千円） 

 613,660 522,792      経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、得られた研

究成果の多様な応用分

野への波及を目指し、

１．１の基礎研究及び

基盤的研究開発により

優れた知的財産を創出

するとともに、権利化

を図り、様々な連携ス

 知的財産の活用

促進にあっては、

機構で創出した研

究成果の将来的な

用途展開を視野に

入れ、基本技術の

みならず、周辺技

術も含めた形で出

 知的財産の活用

促進にあっては、

機構で創出した研

究成果を、基本技

術のみならず、周

辺技術も含めた形

で出願・権利化を

行うなど、実用化

○知的財産権の取

得・管理・活用は適

切になされている

か 

○得られた研究成

果が多様な応用分

野に波及している

か 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

【大臣評価書における指摘】 

物質・材料研究に対する計算科学

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているた

め。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
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キームを活用して組織

的かつ積極的に技術移

転に取り組むことで、

質の高い実施許諾を行

うものとする。また、企

業連携を実施するに当

たり、機構と相手企業

が相互にメリットを追

求できるような知的財

産の取扱いを常に念頭

に置きつつ、柔軟に対

応するものとする。さ

らに、実用化された製

品についてはグローバ

ル市場における販売が

想定されるため、外国

特許の出願を重視し、

特許性や市場性等を考

慮しつつ、費用対効果

の観点から厳選して出

願・権利化を行うもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

願・権利化を行う

など、長期的な視

点で幅広い権利を

確保する必要があ

る。また、知的財産

の維持管理にあっ

ては、出願から権

利確保、権利消滅

までの期間が極め

て長期に亘ること

から、単年度の維

持管理コストの多

寡のみならず、長

期的かつ戦略的な

観点から運用を行

う必要がある。 

 以上の観点を踏

まえ、機構は、1.1

の基礎研究及び基

盤的研究開発にお

いて得られた研究

成果を多様な応用

分野に波及させて

いくための優れた

知的財産を創出す

るとともに、権利

化を図り、3.4 のよ

うな様々な連携ス

キームを活用して

組織的かつ積極的

に技術移転に取り

組む。技術移転に

あっては、効果的

に社会への還元を

行うべく、個別の

技術動向や市場規

模・ニーズ等を考

慮し、将来の実施

料収入に繋がるよ

うな質の高い実施

許諾を行うことと

し、新規・継続を合

視野に入れて取り

組む。また、知的財

産の維持管理にあ

っては、維持管理

コストを意識しつ

つも、将来性のあ

る特許について

は、外国特許取得

など戦略的な運用

を行う。 

以上を踏まえ、得

られた研究成果を

多様な応用分野に

波及させていくた

めの優れた知的財

産を創出するとと

もに、権利化を図

り、様々な連携ス

キームを活用して

組織的かつ積極的

に技術移転に取り

組む。技術移転に

あっては、効果的

に社会への還元を

行うべく、個別の

技術動向や市場規

模・ニーズ等を考

慮し、将来の実施

料収入に繋がるよ

うな質の高い実施

許諾を行うことと

し、新規・継続を合

わせた実施許諾契

約総数は、90 件程

度を維持する。 

企業連携を実施す

るに当たり、機構

と相手企業が相互

にメリットを追求

可能な特許の取り

扱いができるよ

う、技術分野や市

 

・様々な連携スキ

ームの活用による

技術移転への取組

の成果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①組織的かつ積極

的に技術移転に取

り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やインフォマティクスの知的財

産としての保護・活用の戦略につ

いての議論を進めていくことも

期待する。 

【対応】 

物質・材料研究に対する計算科学

やインフォマティクス（それらか

ら生じるデータや知的基盤情報

を含む）の知的財産としての保

護・活用の戦略についての議論

は、非常に大きな課題であり、組

織的な検討が必要となる。組織横

断的な「材料データプラットフォ

ーム戦略会議」（H29.4 発足、委員

長：長野理事）にて検討していく

こととなるが、現状では大枠の方

針（データ等の公開／共有／非公

開に関するマネジメントポリシ

ー）を検討している段階であり、

知的財産としての保護・活用の戦

略等の各論に関する議論には至

っていない。ただし、国内外のオ

ープンサイエンスの動向や、デー

タ等に関する著作権に関する現

状把握は実施している。 

 

技術移転に関連する３室の連携

を行うことにより、積極的な技術

移転を推進している。 

知的財産室：質の良い特許の創

出。製法発明は公開せずノウハウ

へ。 

連携企画室：特許、ノウハウを基

とするシーズニーズのマッチン

グ活動。 

事業展開室：実施料率や、一時金

を含む契約の交渉 

これにより、H29 年度の実施契約

(継続含む)件数は 113 件(新規契

約：15 件)となり、目標値(毎年度

平均で 90 件程度)を大きく上回

ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：シーズニーズの

マッチングの場において、特許の

みならず、ノウハウの活用も視野

に入れて行っていることから、目

標値を上回ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の知的財産戦略策定議論を産学官連携した場で活性化していく

ことを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究成果の特許出願･権利化､ライセンス活用等の活動を積極的に進め

ている状況は高く評価できる。 

 

・特許権等実施料収入が、大学、国研でトップを堅持している点を評価

する。 

 

・知財委員会の指導が定着しつつあり、厳選した出願へ移行しているこ

とを評価する。 
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わせた実施許諾契

約総数は、毎年度

平均で90件程度を

維持する。 

 企業連携を実施

するに当たり、機

構と相手企業が相

互にメリットを追

求可能な特許の取

り扱いができるよ

う、技術分野や市

場の状況、様々な

連携スキーム等に

応じて柔軟に対応

する。さらに、重要

な技術について

は、共有特許を第

三者への実施許諾

自由とすることに

より、機構主導の

下で特許ポートフ

ォリオ（機構が出

願・保有する特許

網）の構築を進め

る。実用化される

製品は日本市場の

みならず、世界市

場での販売が想定

されるため、外国

特許を積極的に出

願することとし、

毎年度平均で 100

件程度の外国出願

を行う。なお、外国

特許は出願費用及

びその後の維持管

理費用が高額であ

るため、特許性や

市場性等を考慮し

つつ、必要と認め

られるものを厳選

して行うなど、常

場の状況、様々な

連携スキーム等に

応じて柔軟に対応

する。さらに、重要

な技術について

は、共有特許を第

三者への実施許諾

自由とすることに

より、機構主導の

下で特許ポートフ

ォリオ（機構が出

願・保有する特許

網）の構築を行う。 

実用化される製品

は日本市場のみな

らず、世界市場で

の販売が想定され

るため、外国特許

を積極的に出願す

ることとし、100 件

程度の外国出願を

行う。なお、外国特

許は出願費用及び

その後の維持管理

費用が高額である

ため、特許性や市

場性等を考慮しつ

つ、必要と認めら

れるものを厳選し

て行うなど、常に

費用対効果を意識

して対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②企業連携を実施

するに当たり柔軟

に対応する 

 

 

 

 

 

 

 

③外国特許を積極

的に出願する 

 

 

 

企業との連携による共有特許に

おいては、第三者実施許諾を自由

とすることが 

原則となっているが、技術分野、

市場、連携スキームにより独占実

施権の付与や、独占実施を検討す

る優先交渉権(期間)を与えるな

ど、柔軟な対応を行っている。 

 

発明者からの希望、外部連携部門

からの推薦をもとに、知的財産権

委員会において、特許性、市場性

を考慮の上、外国出願を決定して

いる。これにより、H29 年度外国

出願件数は 94 件(毎年度平均で

96 件)となり、目標値(毎年度平

均で 100 件程度)を維持できた。 

 

 

 

計画通りの進捗：機構に不利にな

らないよう留意しつつ、共有特許

の柔軟な対応を行っており、特

に、第三者実施許諾を自由とする

原則の運用の結果、技術移転の実

施が促進され、実施許諾件数が基

準値を上回る水準を維持できて

いる。 

 

 

計画通りの進捗：費用対効果を意

識しつつ選定を行った結果であ

る。結果として、外国特許に関し

ては技術移転の可能性の高い粒

選りの特許が揃ってきている。 
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に費用対効果を意

識して対応する。 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－１ 施設及び設備の共用 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第三号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0234,0235,0236 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

共用施設利用

料（過去３年

平均が基準，

5%増） 

 128%増 37%増      予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

研究施設・設

備の共用件数 

 466 482      決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、我が国の物

質・材料科学技術全般

の水準向上に貢献する

ため、一般の機関では

導入が難しい先端的な

研究施設及び設備を広

く共用するとともに、

共用設備等を有する研

 機構は、我が国

の物質・材料科学

技術全般の水準向

上に貢献するた

め、産学独の幅広

い研究コミュニテ

ィに対し一般の機

関では導入が難し

 機構は、我が国

の物質・材料科学

技術全般の水準向

上に貢献するた

め、産学独の幅広

い研究コミュニテ

ィに対し一般の機

関では導入が難し

○物質・材料科学

技術に関する基礎

研究及び基盤的研

究開発を総合的に

行うとともに、イ

ノベーションを強

力に牽引する特定

国立研究開発法人

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・研究者及び技術者の育成に貢献するためのセミナーについて、スーパ



84 
  

 

 

 

 

 

 

 

究機関のネットワーク

のコーディネート役

（ハブ機能）を担い、各

種の支援技術の更なる

向上と共用機関間での

共有化を行うものとす

る。また、研究施設及び

設備を共用する際の多

様な支援形態に対応可

能な研究者及び技術者

の育成等にも貢献する

ものとする。なお、我が

国の物質・材料科学技

術全般の水準向上のた

めに資産の有効活用を

意識した運用を行うた

めの方策について中長

期計画において定める

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い先端的な研究施

設及び設備を広く

共用するととも

に、共用設備等を

有する研究機関の

ネットワークのコ

ーディネート役

（ハブ機能）を担

う。具体的には、利

用者が必要とする

支援の多様化を図

るため、共用機関

ネットワークを強

化し、各種の支援

技術の更なる向上

と共用機関間での

共有化を行う。ま

た、施設共用の視

点のみにとどまら

ず、研究施設及び

設備を共用する際

の多様な支援形態

に対応可能な研究

者及び技術者の育

成やイノベーショ

ン創出に寄与する

次世代の若手利用

者の育成にも貢献

する。 

 共用に供する研

究施設及び設備

は、強磁場施設、大

型放射光施設のビ

ームライン、高性

能透過電子顕微鏡

施設、ナノレベル

での物質・材料の

創製・加工・造形・

評価・解析等のた

めの最先端の研究

設備等であり、こ

れらの共用に伴う

い先端的な研究施

設及び設備を広く

共用するととも

に、共用設備等を

有する研究機関の

ネットワークのコ

ーディネート役

（ハブ機能）を担

う。具体的には、利

用者が必要とする

支援の多様化を図

るため、共用機関

ネットワークを強

化し、各種の支援

技術の更なる向上

と共用機関間での

共有化を行う。ま

た、施設共用の視

点のみにとどまら

ず、研究施設及び

設備を共用する際

の多様な支援形態

に対応可能な研究

者及び技術者の育

成やイノベーショ

ン創出に寄与する

次世代の若手利用

者の育成にも貢献

する。このため、座

学及び実習から成

る短期スクールや

物質及び材料の評

価、分析、解析、加

工、造形等のテー

マに沿ったセミナ

ー等を開催する。 

共用に供する研究

施設及び設備は、

強磁場施設、大型

放射光施設のビー

ムライン、高性能

透過電子顕微鏡施

としての中核的機

能を果たしている

か 

○研究施設・設備

を共用するととも

に、研究機関のネ

ットワークのハブ

機能としての役割

を果たし、我が国

の物質・材料科学

技術の水準向上に

貢献しているか 

 

・共用設備等を有

する研究機関との

連携、支援技術の

向上のための取組

の成果 

 

①多様な支援形態

に対応可能な研究

者及び技術者の育

成やイノベーショ

ン創出に寄与する

次世代の若手利用

者の育成に貢献す

るため、セミナー

を開催する 

 

 

②研究施設及び設

備の共用化の促進

を図るために、積

極的な広報活動等

を実施する 

 

 

③共用設備等の拡

充によって外部機

関の 利用機会の

増加および利便性

の 向 上 を 図 る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究者および技術者の育成に貢

献するためのセミナーに関して

は、スーパーコンピュータ、材料

試料作製、材料分析、電子顕微鏡、

NMR、加速器、NIMS Open Facility

等に関する座学・技術講習からな

るワークショップを計 12 回開催

し、機構内部 672 名、外部 2,034

名の計 2,706 名の参加者があっ

た。 

 

H29 年度は NIMS Open Facility

のパンフレットを作成するとと

もに、学会、展示会、シンポジウ

ム等に計 6回、機構のブースを出

展 し 、 積 極 的 に NIMS Open 

Facility の広報活動を行った。 

 

共用設備等は、研究設備等を管理

するステーション長等が選定し

理事会議において決定される。

H29 年度は新規指定 31 件、指定

解除 6 件で、前年度に比べ 25 台

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 座学・技術講

習会から構成される技術者育成

のためのワークショップは計画

通りに開催されている。各ステー

ション・プラットフォームにて独

自に行っているもの以外に、技術

開発・共用部門で取りまとめた

NIMS Open Facility ユーザース

クールは新規の共用設備利用者

の獲得にも効果的に機能した。 

 

計画通りの進捗： 学会等での広

報 活 動 の 結 果 、 NIMS Open 

Facility への問い合わせが増え

ており、今後の利用者の増加に繋

がる見込みである。  

 

 

計画通りの進捗： 共用設備等を

拡充していくことで、設備の選択

の幅が増え利便性が向上し、外部

機関からの利用の増加が期待で

きる。 

ーコンピュータ、材料試料作製、材料分析、電子顕微鏡、NMR、加速器、

NIMS Open Facility 等に関する座学・技術講習からなるワークショップ

を計 12 回開催し、機構内部 672 名、外部 2,034 名の計 2,706 名の参加

者があった。 

 

・共用に伴う施設利用料は委託事業および自主事業から得ており、当該

年度は利用件数も増加しているなか、委託事業および自主事業の合計収

入は 85,200 千円で、過去 3年の平均収入（61,977 千円）に比べて 37％

増であり、目標値（毎年度平均で５％増）を上回った。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今後､データプラットフォーム､データベースの構築に関する適切な成

果指標を設定していくための議論が開始されていくことを期待する。 

 

・施設や設備の維持管理に必要な技術者の雇用と育成を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・先端レベルの施設･設備の共用実績を前年度よりさらに高めている。今

後の安定化を期待するとともに、中核的機関としての役割をさらに強化

していることを高く評価する。 

 

・ナノテクノロジープラットフォーム事業を中心に効率的、効果的に事

業を進めている。 

 

・スーパーコンピュータ、材料試料作製、材料分析、電子顕微鏡、NMR、

等に関する座学、技術講習を計 12 回開催し、研究者および技術者の育

成に寄与した点を評価する。 
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施設利用料は、毎

年度平均で 5％増

とすることを目指

す。さらに、これら

の共用にあって

は、設備の特殊性

や利用実績等の運

営実態に照らした

選定、利用実績や

得られた成果に係

る把握・分析の実

施やその結果を踏

まえた方策の検討

など、常に資産の

有効活用を意識し

た運用を行う。こ

れらの共用の活動

を通じて、我が国

の物質・材料研究

の成果最大化に資

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設、ナノレベルで

の物質・材料の創

製・加工・造形・評

価・解析等のため

の最先端の研究設

備等であり、これ

らの共用化の促進

を図るために、今

年度は積極的な広

報活動等を実施す

る。また、共用装置

の拡充によって外

部機関の利用機会

の増加および利便

性の向上を図る。

これらの共用にあ

っては、設備の特

殊性や利用実績等

の運営実態に照ら

した選定、利用実

績や得られた成果

に係る把握・分析

の実施やその成果

を踏まえた方策の

検討など、常に資

産の有効活用を意

識した運用を行

う。これらの共用

の活動を通じて、

我が国の物質・材

料研究の成果最大

化に資する。機構

の共用設備等の利

用実績に関わる把

握及び分析を行う

ため、成果報告集

を作成する。 

 

 

 

 

 

（MRB の一部を含

む） 

 

④運営実態に照ら

した選定、利用実

績や得られた成果

に係る把握・分析

の実施やその結果

を踏まえた方策の

検討など、資産の

有効活用を意識し

た運用を行う 

 

⑤機構の共用設備

等の利用実績に関

わる把握及び分析

を行うため、成果

報告集を作成する 

（MRB の一部を含

む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ナノテクノロジ

ープラットフォー

ムセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦窒化ガリウム評

価基盤領域 

拡充され、計 253 台となった。 

 

 

共用に伴う施設利用料は委託事

業および自主事業から得ている。

H29 年度の委託事業および自主

事業の合計収入は 85,200 千円

で、過去 3年の平均収入（61,977

千円）に比べて３７％増であり、

目標値（毎年度平均で５％増）を

上回った。 

 

 

昨年度構築した共用設備等の利

用実績等を集計するシステムか

らのデータを基に、機構の施設・

設備の共用化を担っている技術

開発・共用部門全体及び部門内の

材料創製・加工、材料分析、電子

顕微鏡、強磁場、高輝度放射光、

ナノテクノロジー融合の各ステ

ーションの各装置の稼働率、支援

件数、利用料収入、利用実績等を

把握・分析するとともに、昨年度

に引き続き、統一フォームを用い

て全ステーションを統合した利

用報告書を作成した。 

 

ナノテクノロジープラットフォ

ームセンターにおいては、ナノテ

クノロジープラットフォームの

38 実施機関の総合窓口として設

備ポータルの利便性向上、メルマ

ガ等による情報発信、学協会と連

携した広報活動を行い新規利用

者の開拓に務めた。また、28 名の

技術スタッフに職能名称を付与, 

4 組のグループに対して技術ス

タッフ表彰を実施した。 

 

窒化ガリウム(GaN)評価基盤領域

においては、平成 28 年 4月 28 日

 

 

 

計画以上の進捗： 外部からの

NIMS Open Facility への問い合

わせも増え、利用件数も増加して

いる。一方で、問い合わせに対し

て必ずしも設備上対応できない

ものも増えてきていることから、

共用設備等の選定に関する再検

討が必要である。 

 

 

計画通りの進捗： 構築した共用

設備等の利用実績の集計システ

ムを利用することによって、機構

の共用設備等の一体的な管理と、

オンタイムでの利用実績の共有

を行っている。また、利用報告書

を 1冊に統合することによって、

すべての共用設備等に関する利

用成果が容易に把握できるよう

になっている。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： ナノテクノロ

ジープラットフォームセンター

においては、職能名称付与制度を

制定したことによって、設備の共

用化に係る技術スタッフのキャ

リアパスへの貢献が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 再委託機関 6

機関を含む 9グループの評価・計
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開始の文部科学省事業「省エネル

ギー社会の実現に資する次世代

半導体研究開発」を遂行した。名

古屋大学中心の中核拠点および

パワーデバイス・システム領域、

今年度から加わった名城大学が

中心のレーザー・デバイス領域と

の関係 4拠点で一体となり、次世

代半導体窒化ガリウムの研究開

発を行った。さらに名古屋大学と

は両機関に設置された天野・小出

共同研究ラボにより一層の研究

における連携を強めた。当領域で

は、窒化ガリウムの原子レベルで

の応力・転位・ドーパント偏析・

欠陥・電気特性の総合的評価を行

うなど当初目標を達成した。【新

聞発表】1件，【論文発表】3件，

【学会発表】17 件，【特許】2件 

測チームからなる横櫛の連携の

仕組みと名大、名城大拠点・領域

との連携を深めた。データ集積お

よび共有化に対しては、他の領域

との調整を進めている。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－２ 研究者・技術者の養成と資質の向上 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第四号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

若手研究者の

受入数（人） 

350 472 592      予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

研究者の派遣

数（人）** 

 257 265      決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の研究者・技術

者の養成と資質の向上

は、我が国の物質・材料

研究を支える知識基盤

の維持・発展の観点か

ら重要である。 

 経済活動や研究活動

がグローバル化し、物

質・材料研究において

も激しい国際競争が行

 機構は、我が国

の物質・材料研究

を支える知識基盤

の維持・発展に貢

献するため、機構

の研究者等のみな

らず、国内外の優

秀な研究者等の養

成と資質の向上に

取り組む。具体的

 国際的に通用す

る若手研究者の養

成に引き続き注力

するため、機構研

究者を海外長期派

遣する在外研究員

派遣制度の維持、

海外の研究拠点を

活用したグローバ

ル人材育成、ICYS、

 

○研究者・技術者

の養成と資質の向

上により、我が国

の物質・材料研究

を支える知識基盤

の維持・発展に貢

献しているか 

 

・研究者・技術者の

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

【大臣評価書における指摘】 

日本の強みである物質･材料技

術､データ､ノウハウ等の中核的

組織としての役割のほか、国益を

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

ICYS が MANA 終了後 1 年を経た当該年度においても引き続き実質的な

テニュアトラックとして機能する運営を行うなど、国際的に通用する若

手研究者の養成に関する効果的な取組を継続した。 



88 
  

 

 

 

 

 

われる中、機構は、研究

者を世界に通用する人

材へと計画的に育成す

るものとする。また、次

代の物質・材料研究を

担う人材の育成に向

け、研究者の大学等へ

の講師派遣等により、

大学・大学院教育等の

充実に貢献するととも

に、多様な制度を活用

して若手研究者を積極

的に受け入れ、企業・大

学等において研究者等

として貢献し得る人材

を養成するものとす

る。さらに、物質・材料

科学技術の多様な研究

活動を支える高度な分

析、加工等の専門能力

を有する技術者の養成

と能力開発等に着実に

取り組むものとする。

これらの取組の実施に

当たってはクロスアポ

イントメント制度等を

積極的に利用するもの

とし、具体的措置及び

これらの取組による効

果を検証する方策は中

長期計画において定め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

には、激しい国際

競争が行われる

中、機構の研究者

を世界に通用する

人材へと育成する

ために、定年制研

究職員の長期海外

派遣等、海外の研

究環境における研

鑽や国際的な研究

者ネットワークへ

の参画を促進す

る。併せて、研究者

の大学等へのクロ

スアポイントメン

トの一層の推進や

講師派遣等によ

り、大学・大学院教

育等の充実に貢献

する。 

 機構は、これま

で国際ナノアーキ

テクトニクス研究

拠点（MANA）、若手

国際研究センター

（ICYS）等の運営

を通じて国際的な

研究環境を醸成す

るとともに、多様

な国のトップ大学

と連携し、国内外

の優秀な若手研究

者を多数受け入れ

て人材育成・頭脳

循環の両面で貢献

してきた。若手気

鋭の研究者が挑戦

できる魅力的な研

究環境の整備とそ

の国際的研究環境

下への若手人材の

受入れがグローバ

MANA で培った国際

化ノウハウの普及

活動、研究資金の

積極的配分（スタ

ートアップファン

ド等）、外国人研究

者への日本語研修

を通して日本社会

への適応力を一層

高める取組等を行

う。その他、研究

者・技術者向けに

英語でのプレゼン

テーションや論文

作成の能力向上を

目的とした英語研

修を引き続き開催

する。 

機構で有している

優れた国際化研究

環境を有効活用

し、若手気鋭の研

究者が挑戦できる

魅力的な研究環境

の整備と、若手人

材を国際的な研究

環境に置くことは

グローバル人材へ

と育成する上で極

めて有効であり、

かかる認識の下、

連係・連携大学院

制度及びインター

ンシップ制度の活

用等による大学院

生や研修生の受入

れ、各種研究支援

制度の活用等によ

るポスドクの受入

れを積極的に行

う。 

高度な分析、加工

養成、資質の向上

のための取組の成

果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①国際的に通用す

る若手研究者の養

成に引き続き注力

する（MGC の一部を

含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優先した研究戦略、人材育成の方

向性を示していくことを期待す

る。 

【対応】 

「研究者・技術者の養成と資質の

向上」にあっては、地方創生に資

する連携拠点推進制度による地

方学生の受入れや、次世代の科学

技術イノベーション人材の育成

に資するインターンシップ制度

の日本人枠及び国内連係大学院

制度の推進など、国の科学技術政

策方針を踏まえつつ、今後もこれ

らの制度の展開又は発展により、

柔軟かつ効果的に対応していく。 

 

 

機構在外研究員派遣制度で 3 名

を海外派遣した。その他、研究者

と技術者を対象とした英語プレ

ゼンテーションの能力向上を目

的とした英語研修を実施した。

NIMS ジュニア、国際連携大学院

生、インターンシップ生の受入れ

に際しては、応募者数の増加を踏

まえて審査を厳格に実施し、より

優秀な学生の確保に努めた。ICYS

研究員においては、5名（卒業者

数の 45％）が機構の定年制研究

職に採用された。また、国際的に

通用する若手研究者養成を推進

する上で、機構内の国際的研究環

境は必要不可欠である。そのた

め、海外研究者・学生比率の高い

MANA と ICYS の事務部門・運営室

は完全バイリンガル運営とし、国

際性の高い研究環境を提供して

いる。また、受入後は英語でのセ

ミナー発表、成果報告の義務化な

どにより、若手研究者の研究資質

と国際感覚の向上を図った。ICYS

出身の研究者は材料分野の被引

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 機構在外研究

員派遣制度の継続活用、また研究

者と技術者を対象とした英語研

修を引き続き実施したことは評

価できる。学生受入時の厳格な審

査により、より優秀な学生が確保

できていることは評価できる。

ICYS が MANA 終了後 1 年を経た

H29 年度にも、引き続き、実質的

にテニュアトラックとして機能

する運営を行ったことは高く評

価できる。また、ICYS, MANA に

おける完全バイリンガル体制の

確保も評価に値する。今後は

ICYS 卒業生の国際ネットワーク

を確立し、それを活用してさらに

多くの優秀な研究者を集めるこ

とを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・将来を担う若手研究者の育成のため、若手研究者への研究支援を今後

さらに進めていくことを期待する。 

 

・海外の優秀な研究者であるほど、任期が終了後、本国や欧米のポスト

に移る傾向が強いことが予想される。優秀な研究者を繋ぎとめる工夫も

必要であると考えられる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究者･技術者の養成に関して､ICYSやクロスアポイントメント制度な

どを利用しつつ、受入研究者数､その後の実力発揮という点で高い成果

を上げている。 

 

・ICYS において、適切な複数のメンターによる指導が、特に成功の理由

だと考える。 
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ル人材の育成に極

めて有効であるこ

とから、連係・連携

大学院制度等を活

用して大学院生や

研修生をはじめと

した若手研究者の

受入れを積極的に

行い、第一線で活

躍可能な研究者又

は技術者として育

成する。具体的に

は、若手研究者を

毎年度平均で 350

名程度受け入れ

る。受入期間が長

期に亘る連係大学

院制度での受入に

あっては、受入学

生が機構の研究活

動への参画を通じ

て自身の専門分野

に係る見識を広

め、受入後のキャ

リア形成に繋がる

ような研究教育指

導に取り組み、研

究者又は高度専門

職業人として社会

に貢献し得る人材

を養成する。その

取り組みにあって

は、クロスアポイ

ントメント制度等

を積極的に活用し

つつ、大学等のア

カデミアだけでな

く、企業において

活躍できる人材の

育成という視点も

重視しつつ実施す

る。また、これらの

等の専門能力を有

する職員及び科学

技術情報の調査・

分析・発信や研究

企画を行う職員の

採用と育成は、多

様化する物質・材

料科学技術の研究

活動を支える上で

極めて重要である

という認識から、

クロスアポイント

メント制度等を積

極的に活用しつ

つ、必要に応じ広

く公募して優秀か

つ必要な人材を発

掘することと、各

種、実習や研修会

への積極的な参加

を促し、技術の養

成と能力開発等に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②大学院生や研修

生、ポスドクの受

入れを積極的に行

う （MGC の一部を

含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③クロスアポイン

トメント制度等を

積極的に活用しつ

つ、必要に応じ広

く公募して優秀か

つ必要な人材を発

掘することと、各

種、実習や研修会

への積極的な参加

を促し、技術の養

用数トップ 1%(H19-29 年の集計)

の論文のうち、筆頭著者 19 報、

共著 24 報と多大な貢献をすると

ともに国際共同研究も活発に行

うなど、機構の定年制研究職に採

用後も高い能力を発揮しており、

ICYS が優れた研究人材育成のシ

ステムとして確立したことを示

している。 

 

連携大学院制度における大学院

生をはじめ、566 名の大学生・大

学院生を受け入れるとともに、

ICYS 研究員（ポスドク等）として

26 名受け入れ、目標値を大きく

上回る合計 592 名の若手研究者

を機構の研究開発活動に参画さ

せた。インターンシップ制度にあ

っては、引き続き日本人枠の募集

を行い、優秀な日本人学生の受入

れに努めた。加えて、機構に人材

を集結させる MGC のコンセプト

の下、国内外の連係大学院生と

ICYS 研究員の受入れに注力する

とともに、転出後の交流を視野に

入れ、これら若手研究者の業績等

の情報を ORCID（国際研究者識別

子）により集積する仕組みを構築

した。また、外国籍の ICYS 研究

員及び大学院生を対象とする日

本語教育を充実させた。 

 

H29 年度は、クロスアポイントメ

ントによって大学等の研究者・技

術者を 16 名雇用した。定年制研

究職・エンジニア職の採用にあっ

ては 21 件の公募枠に対して 236

名の応募者を集め、また、ICYS 研

究員の採用では定員の 15 倍を超

える応募者を集めるなど、優秀か

つ必要な人材の確保に努めた。研

究職・エンジニア職を対象に英語

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 各種大学院制

度における大学院生の受入によ

り、大学・大学院教育の充実に貢

献したことは評価できる。さら

に、機構が受け入れる若手研究者

の研究情報の集積を進めるとと

もに、外国人を対象にした日本語

教育を充実させたことは評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： クロスアポイ

ントメント制度等を有効に活用、

推進することにより、優秀な人材

の確保や研究者・技術者の養成に

努めており、計画通りに進んでい

ると評価できる。 
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取り組みが研究者

又は技術者の養成

や資質の向上に繋

がっているか等の

視点から、受入期

間終了後の進路状

況の把握に努める

など、可能な限り、

取り組みの効果を

検証できるような

フォローアップ活

動を行う。 

 さらに、物質・材

料科学技術の多様

な研究活動を支え

る上で、高度な分

析、加工等の専門

能力を有する技術

者が極めて重要な

役割を果たしてい

ることから、機構

は、技術者の養成

と能力開発等に着

実に取り組む。 

成と能力開発等に

取り組む （MGC の

一部を含む） 

 

 

プレゼンテーションの能力向上

を目的とした科学英語プレゼン

テーションセミナーを開催した。

またイブニングセミナーでは、研

究者が講師となり外部（主に一般

の方及び企業）向けに講義を行う

経験を通じ、実践的なプレゼンテ

ーション力向上を図った。大学へ

のクロスアポイントメントによ

る研究者派遣（7 名）、講師派遣

（255 件）及びナノテク Cupal 事

業による講義・実習を通じて外部

の研究者等の能力開発等にも貢

献した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－３ 物質・材料研究に係る学術連携の構築 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

包括協力協

定の締結機

関数 

 52 23      予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世界的に頭脳循環が

進み、優れた人材の獲

得競争がますます熾烈

となる中、機構は、ボー

ダレスな研究環境の構

築を進め、人材・研究の

融合促進による研究活

動の活性化を図り、我

が国の物質・材料研究

 機構は、物質・材

料研究分野におけ

る優秀な人材と最

先端の研究施設を

備えた世界的研究

拠点としての強み

を生かしつつ、世

界トップレベルに

ある国内外の学術

 物質・材料研究

分野における優秀

な人材と最先端の

研究施設を備えた

世界的研究拠点と

しての強みを生か

しつつ、世界トッ

プレベルにある国

内外の学術機関・

 

○学術連携の構築

により、我が国の

物質・材料研究分

野での学術的活力

を更に高める役割

を果たしているか 

 

 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているた

め。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・研究分野が多様化、複雑化する中で、異分野連携を拡大させることに
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分野での学術的活力を

更に高める役割を果た

すものとする。そのた

め、機構は、これまで構

築してきた研究ネット

ワークを活用しつつ、

国内の学術機関とも連

携する形で更に発展さ

せ、機構を起点とした

グローバルな物質・材

料研究の連携を戦略的

に推進し、併せて国際

的に卓越した能力を有

する人材を含む各国の

優秀な人材を確保する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関・人材との継

続的な連携・交流

を通じて我が国の

物質・材料研究分

野での学術的活力

を更に高める役割

を果たすことが求

められている。 

 このため、世界

各国の代表的研究

機関との国際連携

協定等により構築

してきた研究ネッ

トワークや、世界

の各地域に立ち上

げた海外先端研究

機関との国際連携

研究センターの活

動を更に充実・活

用しつつ、国内の

学術機関との協力

協定の締結や研究

拠点の設置等に加

え、これらの機関

をも巻き込む形で

国際連携研究セン

ターとしての活動

等に発展させるこ

とにより、機構を

起点としたグロー

バルな物質・材料

研究の連携ネット

ワークを戦略的に

構築する。機関同

士の包括協力協定

の締結機関数は、

毎年度平均で50機

関程度を維持す

る。その際、これま

での活動状況に基

づいた協定機関の

整理・見直しや、欧

人材との継続的な

連携・交流を通じ

て我が国の物質・

材料研究分野での

学術的活力を更に

高める役割を果た

す。 

具体的にはNIMSの

中核的ハブ拠点機

能を強化するため

に、①NIMS 連携拠

点推進制度、高専

からの派遣研究員

制度などの連携を

通じて、地方大学

が保有する技術シ

ーズの発展と人材

育成を推進するプ

ラットフォーム

（ハブ機能）を拡

充させる、②グロ

ーバル拠点招聘制

度により国内外か

ら研究者や学生を

NIMS に招聘し、

NIMS の中核的ハブ

機能の強化と人材

育成を図る、③海

外先端研究機関と

の国際連携研究セ

ンターの活動を更

に充実・活用する

ためにワークショ

ップ開催を含む人

材交流、日本企業

を巻き込んだ三者

間による共同研究

の推進ならびに研

究資金の獲得を図

る、④世界的に一

流の材料研究機関

との交流を深め

①NIMS WEEK の初

日学術イベントを

管轄し、NIMS AWARD

の選定をサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②連携拠点推進制

度、高専からの派

遣 研 究 員 制 度 

（MRB, MGC の一部

を含む） 

 

 

 

③グローバル拠点

招聘制度 （MGC の

一部を含む） 

 

 

 

 

 

 

④国際ワークショ

ップ助成制度、国

際会議助成制度 

（MGC の一部を含

む） 

 

 

 

 

 

機構最大の主催イベント NIMS 

WEEK（10 月５日～７日）の初日に

開催する学術シンポジウムの運

営を担当し、構造材料研究拠点の

協力のもと、つくば国際会議場に

て成功裡に実施した。開催に係る

準備業務全般・委託業者との打ち

合わせ、受賞者、招待講演者の招

聘等を行い、運営者として会全体

の進行管理を行った。NIMS Award

に関しては、選考委員会の事務局

として選考プロセスの進捗を管

理しつつ公正・透明性の確保に努

めた。 

 

連携拠点推進制度に対して全国

の 49 大学より、110 件の応募が

あり、104 件が採択された。総計、

137名の教員と215名の学生の受

け入れを行った。高専機構からの

派遣により、4名の教員が機構で

研究活動を実施した。 

 

拠点形成を狙ったグローバル拠

点招聘制度に対して、16 件の応

募、10 件が採択された。（但し、

うち２件が辞退） 

 

 

 

 

 

機構主催の国際ワークショップ

助成制度により、３件（1件あた

り最大 50 万円）の助成を実施し

た。また、H29 年度より新たに発

足した国際会議助成制度により、

２件（１件あたり最大 100 万円）

の国際的に認知度の高い会議を

つくばへ招致した。世界的に高名

な研究者が講演し、参加者も 300

名を超え、大変有意義な会議とな

計画通りの進捗： 事前の業務に

ついては外注業者と綿密に連携

することにより、滞りなく準備を

進めることができたので評価で

きる。 ただし当日の運営では機

器の接続の問題で会の進行に大

幅な滞りがあり、業者に委託した

業務ではあるが、今後同様なこと

が起きないよう、対策を講じる必

要がある。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 来年度分の受

付および本年度分の精算処理の

繁忙期に係員が１名欠員となっ

たが、室内で役割を分担し滞りな

く処理を進められたことは評価

できる。 

 

 

計画通りの進捗： 制度の趣旨に

合致した招聘をサポートするこ

とができた点は評価できる。今後

は室内での審査方法やプロセス

を確立し、審査経過を記録・保管

するなどの対策を講じる。必要に

応じて審査基準の追加・改訂も検

討する。 

 

計画通りの進捗： 認知度の高い

国際会議をつくばに誘致し参加

者を大幅に増やしたことは、機構

の知名度やハブ機能のアップに

つながり計画通りの成果があっ

たと評価できる。 

 

 

 

 

よるシナジー効果に期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・提携機関数､機構外共著論文数等の指標より､学術連携が高いレベルで

維持されていると評価できる。 

 

・学術連携のたな卸しにより部局間 MOU 数を削減した取組を、効率向上

面で効果的であると評価する。 
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米・オセアニア諸

国等の世界的に一

流の材料研究機関

との新規交流開拓

を進める。また、先

進国との連携に加

えて ASEAN、中東、

アフリカ等の新興

国との協力も進

め、国際的に卓越

した能力を有する

人材を含む各国の

優秀な研究人材の

確保も含めた世界

的な人材開発・活

用の推進を図る。 

 さらに、地方大

学との連携を通じ

て、地域の活性化

に貢献するため、

機構は、国内の

様々な地域に点在

する研究人材と協

働し、地方大学が

保有する技術シー

ズを更に発展させ

るようなプラット

フォーム（ハブ機

能）としての役割

を担う。 

る、などの諸制度

の整備・運営、イベ

ントの企画・運営

を行う。 

また、機関間MOUの

定期的な整理・見

直しを行うととも

に、新興国を含め

た諸外国との協力

も進め、各国の優

秀な研究人材の確

保等の世界的な人

材開発・活用の推

進を図る。 

 

 

⑤国際連携研究セ

ン タ ー の 活 動 

（MGC の一部を含

む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ASEAN、中東、ア

フリカ等の新興国

との協力も進め、

各国の優秀な研究

人材の確保も含め

た世界的な人材開

発・活用の推進を

図る （MGC の一部

を含む） 

 

った。 

 

所管の４国際連携研究センター

（GIANT、LINK、SMART、ノースウ

ェスタン大）が企業を巻き込んだ

３者連携を行うなど、活発に活動

を行った。 

ノースウェスタン大学からは教

員３名を招聘し、機構でセミナー

を開催したり、新規連携先の開拓

を目指して一緒に企業を訪問し

たりと精力的に活動した。また、

３月には第６回となる NU-NIMS 

Materials Genome Workshop およ

び MI 関連のワークショップがノ

ースウェスタン大学で開催され、

機構から研究者 9 名と外部連携

部門の連携担当者 3名が参加し、

お互いの研究成果の報告と企業

との共同研究の打ち合わせを行

った。 

 

チュラロンコン大学との連携活

動を開始するために、JST さくら

サイエンスプランを獲得し教員

1 名、大学院生 10 名を機構に招

聘し、機構の概要や研究拠点の研

究紹介、ラボ見学などを実施し

た。その成果として連携大学院制

度発足に向けての準備が進んだ。 

 

 

計画通りの進捗： 定期的にワー

クショップを開催し、人材交流を

行うことで、センター内での共同

研究のテーマが増えてきている

点は計画通りに進んでいると評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 機構で初めて

JST さくらサイエンスプランに

採択され、本制度による活動をき

っかけに連携大学院協定の締結

に結び付けられたことは計画以

上に進んだと評価できる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－４ 物質・材料研究に係る産業界との連携構築 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

民間企業か

らの共同研

究費等の資

金 獲 得 額

（百万円） 

800 程度 1,117 1,100 

 

     予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構で創出した研究

成果を産業界に橋渡し

し、実用化に繋げるた

め、機構は産業界との

連携構築に向けた取組

を積極的に行うものと

する。 

 機構で創出した

研究成果を産業界

に橋渡しし、実用

化に繋げるため、

機構は産業界との

連携構築に向けた

取り組みを積極的

 機構で創出した

研究成果を実用化

に繋げるため、機

構は産業界との連

携構築に向けた取

組を積極的に行

う。 

○研究成果を産業

界に橋渡しし、実

用化に繋げるた

め、産業界との連

携構築に向けた取

組を積極的に行っ

ているか 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

【大臣評価書における指摘】 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 



95 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.1 の基礎研究及び

基盤的研究開発により

蓄積される研究ポテン

シャルを基に、産業界

のニーズやトレンド等

の変化に柔軟かつ迅速

に対応できるよう、民

間企業との共同研究を

一層推進するととも

に、機構のトップマネ

ジメントを発揮しつ

つ、研究の特性等に応

じて、オープン・クロー

ズド双方の多様な既存

の連携スキームを発

展・拡充させていくも

のとする。特に、研究開

発活動の大規模化、経

済社会のグローバル化

の進展に伴う、オープ

ンイノベーション活動

の必要性の高まりなど

を踏まえ、複数の企業

や大学、研究機関とと

もに広範囲な技術移転

に繋げる仕組みなどを

更に発展させるものと

する。さらに、産業界と

の意見交換ができる場

を設けるなどにより、

円滑な連携の推進に役

立てるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に行う。 

 1.1 の基礎研究

及び基盤的研究開

発により蓄積され

る研究ポテンシャ

ルを基に、産業界

のニーズやトレン

ド等、刻々と変化

する社会状況に柔

軟かつ迅速に対応

できるよう、民間

企業との共同研究

を一層推進すると

ともに、研究の特

性等に応じた多様

な連携の仕組みを

用意し、産業界へ

の橋渡しに向けた

様々な連携スキー

ムを確立する。具

体的には、基礎研

究と民間企業ニー

ズの融合による未

来を見据えた非連

続な革新材料の創

出に向けたオープ

ンプラットフォー

ムを形成するとと

もに、従来からの

個別的共同研究に

加えて、世界をリ

ードするグローバ

ル企業と大型連携

を行う組織的共同

研究を推進するた

めに、双方の経営

者クラスが関与し

トップダウン型で

運用する企業連携

センターなどの連

携形態の充実を図

る。 

具体的には、従来

の取組に加えて新

たに基礎研究と民

間企業ニーズの融

合による未来を見

据えた非連続な革

新材料の創出に向

けたオープンプラ

ットフォームを形

成し、企業との共

同研究としては、

グローバル企業と

組織的大型連携を

推進するための企

業連携センター

や、特定研究領域

において複数の企

業や大学、公的機

関等が参画する領

域連携センターな

ど、新たなセンタ

ーの設立や既存セ

ンターの発展に取

り組む。また、機構

がこれまですそ野

を広げてこなかっ

た新たな企業との

連携構築も視野に

幅広く技術移転を

行うべく、企業向

けの会員制サービ

スなどの仕組みの

更なる発展にも取

り組むこととし、

それらにより、民

間企業からの共同

研究費等の資金を

8 億円程度獲得す

る。 

さらに、産業界と

の意見交換ができ

る場を設け、機構

 

・研究成果の産業

界への橋渡し、実

用化に向けた取組

の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の特定国立研究開発法人と

しての位置付けとして、アカデミ

アと産業界の両者の機能に貢献

するという設定は適切であると

考えられる。特に産業界で必要と

される基礎研究力を補う機能は

今後さらに重要性が増すと考え

られる。以上の観点からの連携強

化をさらに進めることを期待す

る。 

【対応】 

H29 年度は、化学業界及び鉄鋼業

界との間でマテリアルズ・オープ

ンプラットフォーム（MOP）を設

立し、共通的な基礎研究テーマに

よる共同研究を実施している。今

後 MOP における協力体制を検証

し、より効果的な産業界との協力

方法の検討を実施する。 

 

【大臣評価書における指摘】 

第 4 次産業革命として議論され

ている産業構造の変化と対応し

て、物質・材料科学分野の成果を

社会実装していく進め方が大き

く変わりつつあると考えられる。

優れた機能の材料を開発するだ

けではなく、産業システムを変え

る機能をどのように材料で実現

するかという視点からの研究戦

略の構築が産学官全体に求めら

れている状況を踏まえ、産業界と

の議論をさらに活性化していく

ことを期待する。 

【対応】 

NIMS WEEK等の企業の担当者と直

接交流できるようなイベントを

積極的に活用する他、企業連携セ

ンターや npc 参加企業との交流

等を通じたオープンな意見交換

を継続して実施し、企業のニーズ

を常に把握できるようにしてい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・化学業界及び鉄鋼業界とのオープンプラットフォーム（MOP）を設立

し、それぞれ共通テーマを設定した上で活動を開始した。 

 

・MSS（Membrane-type Surface stress Sensor/膜型表面応力センサ）に

ついては、機構発「MSS 嗅覚 IoT センサ」技術の社会実装に向け、新た

な公募型拡大実証実験「MSS フォーラム」を発足させた。各種展示会等

で MSS の成果物を活用した実証実験・効果検証ポスター展示を行った結

果、MSS フォーラムに新規企業 10 社が参加し、拡大実証実験を開始し

た。 

 

・企業からの共同研究費等は、約 11.0 億円の収入となり、目標値を上回

った。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今後、MOP を活かした新たな研究領域の探索に期待する。 

 

・産業界のニーズにスピーディに対応できる仕組みに期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・産業界との連携の場として MOP を開設し､データ活用も含めて新たな

活動を開始したことは今後の展開の基盤として高く評価できる。今後の

積極的かつ多面的な展開を期待する。 

 

・複数の企業が参画してのオープンな研究・開発は運営が難しいとされ

ているが、今回 NIMS を中核とした業界別「水平連携」によるイノベーシ

ョンを推進する枠組み（化学 MOP と鉄鋼 MOP）ができたことは、他の機

関の先行事例でもあり、非常に高く評価できる。 
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 また、特定研究

領域において複数

の企業や大学、研

究機関が参画し、

広範囲な技術移転

に繋げる仕組みに

加え、機構がこれ

まですそ野を広げ

てこなかった新た

な企業との連携構

築も視野に幅広く

技術移転を行うべ

く、企業向けの会

員制サービスなど

の仕組みの更なる

発展を目指す。こ

れらの企業ニーズ

にマッチした連携

活動を充実、発展

させることによ

り、民間企業から

の共同研究費等に

ついては、毎年度

平均で 8 億円程度

を獲得する。 

 さらに、産業界

との意見交換がで

きる場を設け、機

構の仕組みを紹介

するとともに、産

業界からの意見や

要望をできる限り

取り入れ、円滑な

連携の推進に役立

てる。 

 

の仕組みを紹介す

るとともに、産業

界からの意見や要

望をできる限り取

り入れ、円滑な連

携の推進を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①オープンプラッ

トフォームを形成

し新たなセンター

の設立や既存セン

ターの発展に取り

組む （MGC, MOP

の一部を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②民間企業からの

共同研究費等の資

金を 8 億円程度獲

得する （MGC の一

部を含む） 

 

③産業界との意見

交換ができる場を

設け円滑な連携の

る。 

 今後も機構の保有する世界ト

ップクラスの解析技術を材料開

発へ適用し、社会普及を目指す。

加えて MI 手法の社会普及の為

に、ソフトウェア権の取扱いを明

確化した契約書の検討を進める 

 

化学業界及び鉄鋼業界とのオー

プンプラットフォームを設立し、

それぞれ共通テーマを設定した

うえで活動を開始した。 

企業連携センターについては、１

件のセンターが廃止となったが、

引き続き企業側の強い事業指向

に呼応した「ニーズドリブンな共

同研究体制」を基本コンセプトと

する新規センター立ち上げのた

めの活動を継続して実施した。 

 

MSS （ Membrane-type Surface 

stress Sensor/膜型表面応力セ

ンサ）については、機構発「ＭＳ

Ｓ嗅覚ＩｏＴセンサ」技術の社会

実装に向け、新たな公募型拡大実

証実験「ＭＳＳフォーラム」を発

足させた。各種展示会等で MSS の

成果物を活用した実証実験・効果

検証ポスター展示を行った結果、

MSS フォーラムに新規企業 10 社

が参加し、拡大実証実験を開始し

た。 

 

企業からの共同研究費等は、約

11.0 億円の収入となり、目標値

を上回った。 

 

 

 

ｎｐｃ（NIMS パートナーズ倶楽

部）での総会などにより意見交換

を行っている。それにより、従来

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： オープンプラ

ットフォームを立ち上げ、初年度

の活動を実施した。 

また、新規企業連携センター設立

のための準備を実施できた。今

後、外部連携部門及びセンターの

運営体制を見直し、企業連携を今

まで以上に活性化する。 

 

 

 

 

MSS に関する活動が評価され、Ｈ

30 年度科学技術大臣賞（開発部

門）を受賞した。引き続き、フォ

ーラム参加企業による実証実験

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 目標を大きく

上回ることができた。H30 年度も

引き続きマッチング活動に力を

入れていく。 

 

 

計画通りの進捗： ｎｐｃ以外に

新たな仕組みを構築し、意見交換

の場を広げる予定。 
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推進を行う （MGC

の一部を含む） 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

マテリアルズ・オ

ープンプラットフ

ォーム（MOP） 

 

 

の企業連携の取組ではアクセス

できなかった新たな中堅企業と

の連携も実現されている。さらに

具体的な連携に至らない場合で

あっても、企業側に対し機構の技

術に対する理解の浸透に大きく

寄与できている。 

 

 

化学 MOP、鉄鋼 MOP を構築した。

鉄鋼 MOP においては、材料の微細

構造観察を中心に連携が進んで

おり、H30 年度からより具体的な

個別連携へ発展する見込みであ

る。化学 MOP においては、共通テ

ーマに設定した高分子材料の基

礎データの蓄積及びその機械学

習解析等を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 鉄鋼 MOP で

は、当初の想定よりも早く個別連

携に進める見通しである。化学

MOP でも、機械学習、MI技術の深

化に注力し、共通テーマの研究加

速を図る予定。 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－５ 物質・材料研究に係る分析・戦略企画及び情報発信 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

         予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構が、物質・材料研

究に対する社会からの

要請に応えていくため

には、関連する国家戦

略、国際情勢等を定常

的に把握・分析してい

く必要がある。このよ

うな活動は、長期的な

視点で物質・材料研究

に取り組んでいる機構

 機構は、地球規

模の課題解決等の

社会的ニーズに応

えるため、かかる

社会的ニーズ、更

にはその背景にあ

る国家戦略や国際

情勢を掘り下げて

分析し、その結果

を、外部との連携

 機構は、物質・材

料に関する科学技

術について、研究

動向、社会的ニー

ズ、さらにはその

背景にある国家戦

略や国際情勢を掘

り下げて分析し、

その結果を、外部

との連携を含む機

 

○機構が、物質・材

料研究に対する社

会からの要請に応

えるため、関連す

る国家戦略、国際

情勢等を定常的に

把握・分析、活用、

発信しているか 

 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・M-cube プログラムにおけるマテリアルズ・グローバルセンター（MGC）

の枠組みに、新たに革新的センサ等の基盤技術開発を行う革新的セン

サ・アクチュエータ国際研究拠点の構築を目指し、体制の整備を進めた。 
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でこそなし得る活動で

ある。機構は、物質・材

料研究の現場を有して

いる強みを生かし、

様々な視点での分析に

取り組むとともに、そ

の結果を、外部との連

携を含む機構の研究戦

略の企画やプロジェク

トの実施計画に活用す

る。 

 また、物質・材料研究

の中核的機関としての

情報発信への取組とし

て、上述の分析結果に

ついて積極的に社会に

発信するとともに、他

機関との連携等を通し

た国際学術誌の発行を

継続し、編集体制の強

化や情報発信基盤とし

ての活用を行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を含む機構の研究

戦略の企画やプロ

ジェクトの実施計

画立案に活用す

る。具体的には、物

質・材料研究の現

場を有している強

みを生かし、実際

の研究活動を通じ

て得られる内外の

研究動向の情報も

併せて分析しつ

つ、主要国の国家

戦略や国際情勢、

研究戦略等も俯瞰

したものとする。

また、主要研究機

関の論文や特許出

願等の成果公開情

報を活用して、国

内外における物

質・材料研究の動

向の把握に努める

とともに、ベンチ

マーキングを実施

することによっ

て、機構の強みや

弱み及びポジショ

ニング等の分析に

取り組む。 

 さらに、機構は、

物質・材料研究の

中核的機関として

の情報発信への取

り組みとして、上

述の分析結果につ

いて適切な形で社

会へ発信するとと

もに、他機関との

連携や国内外の著

名な編集委員ネッ

トワーク等を通じ

構の研究戦略の企

画やプロジェクト

の実施計画の立案

等につなげる。平

成 29年度は、国内

外における物質・

材料研究の動向の

把握に努めるとと

もに、機構が注力

すべき課題等につ

いて考察する。こ

れにより、各プロ

ジェクト研究の目

標を国家戦略に直

接結びついたもの

とする。また、主要

研究機関の論文や

特許出願等の成果

公開情報を活用し

て、国内外におけ

る物質・材料研究

の動向の把握に努

めるとともに、ベ

ンチマーキングを

実施することによ

って、機構の強み

や弱み及びポジシ

ョニング等の分析

に取り組む。 

また物質・材料分

野における国内外

の機関との連携、

リーダー的研究者

ネットワークを通

じ、国際学術誌

「 Science and 

Technology of 

Advanced 

Materials 

(STAM) 」や専門書

「 NIMS 

Monographs」の編

①物質・材料研究

の動向の把握に努

めるとともに、機

構の強みや弱み及

びポジショニング

等の分析に取り組

む 

 

 

 

 

 

 

 

②研究成果の普及

とグローバルな研

究コミュニティを

支えるプラットフ

ォーム機能を提供

する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 期科学技術基本計画、未来投

資戦略 2017 などの国家戦略を把

握・分析し、革新的材料開発力強

化プログラム（M-cube プログラ

ム）におけるマテリアルズ・グロ

ーバルセンター（MGC）の枠組み

に、新たに革新的センサ等の基盤

技術開発を行う革新的センサ・ア

クチュエータ国際研究拠点の構

築を目指して、平成 29 年度補正

予算及び H30 年度予算で必要な

財源を確保し、体制の整備を進め

た。 

 

情報発信の推進事業として、具体

的には、①研究者総覧 SAMURAI の

発信機能の強化（ORCID 連携によ

り年 90 万件以上のアクセス増）、

②ライブラリーとリポジトリの

横断検索ナビゲーション、③国際

学術誌「Science and Technology 

of Advanced Materials(STAM)」

や専門書「NIMS Monographs」の

編集・刊行を実施。STAM 誌はイン

パクトファクタ４.7、国際的にも

上位 15%にランクイン、年 52 万

件のアクセス数を達成するなど、

スイスの国立研究機関 Empa と

共同刊行の成果による企画出版

も含め、着実な実績値をだしてい

る。 

また、機構の研究者の研究成果を

より広く展開することを目的と

して、研究者総覧 SAMURAI に国際

的な研究者識別子である ORCID

との連携機能を追加し、約 880 名

の 研 究 者 や エ ン ジ ニ ア が

SAMURAI に ORCID 番号を登録し

た。これによる機構研究者の論文

の著者情報が正確に捕捉可能と

なっている。 

 

計画以上の進捗： 国家戦略を十

分に把握分析した上での綿密な

戦略企画の立案により、新たな取

組を立ちあげ、且つ十分な財源確

保を実現し、その体制整備に努め

たことは非常に高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 学術誌 STAM

は、データ駆動型研究の動向に応

え て materials informatcis 

(MI)の特集、米 NIST や JST イノ

ベハブ事業Mi2iと連携したMIフ

ォーラムサイトの開発など、研究

動向に敏感に反応した編集戦略

を取っており、日本発の利を生か

した情報発信力の強化に大きく

貢献していると考えられ、高く評

価できる（『日本の学術ジャーナ

ルの国際化』）。研究者総覧

SAMURAI での ORCID 実装は、国内

の研究機関として先進的であり、

情報発信力の強化として高く評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報発信の推進事業として、①研究者総覧 SAMURAI の発信機能の強化

（ORCID 連携により年 90 万件以上のアクセス増）、②ライブラリーとリ

ポジトリの横断検索ナビゲーション、③国際学術誌「Science and 

Technology of Advanced Materials(STAM)」や専門書「NIMS Monographs」

の編集・刊行を実施した。STAM 誌はインパクトファクタ 4.7、国際的に

も上位 15%にランクイン、年 52万件のアクセス数を達成するなど、スイ

スの国立研究機関 Empa と共同刊行の成果による企画出版も含め、着実

な実績値を出した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・M-cubeプログラムの開始をはじめとして､積極的な戦略企画を実施､今

後の材料研究戦略の展開に繋げる活動は高く評価できる。 

 

・理事長を中心とするトップマネジメント層の政策立案への働きかけを

高く評価する。 
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た 国 際 学 術 誌

「 STAM (Science 

and Technology of 

Advanced 

Materials) 」の発

行を継続し、同誌

の材料科学分野に

おける国内外での

立ち位置を堅持し

つつ、情報発信と

しての強固な経営

基盤に繋げ、ブラ

ンド力を持つ国際

誌への飛躍を目指

す。 

集・刊行を継続し、

物質・材料研究の

中核的ハブ機関な

らではの高い質を

もった研究成果の

普及と、グローバ

ルな研究コミュニ

ティを支えるプラ

ットフォーム機能

を提供する。 

【（中項目）3】 

（参考） 

革新的材料開発力

強化プログラム

（M-cube プログラ

ム）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マテリアルズ・オ

ープンプラットフ

ォーム（MOP）のま

とめ 

 

マテリアルズ・グ

ローバルセンター

（MGC）のまとめ 

 

 

 

 

 

H29 年度より、革新的材料開発力

強化プログラム（M-cube プログ

ラム）により、ナノテクノロジー・

材料分野のイノベーション創出

を強力に推進するため、機構に、

①産業界とのオープンイノベー

ションを推進するために、各民間

企業の持つ基礎研究所の一部機

能を機構に誘致し、機構を中核に

産業界と大学等を競合したオー

プンプラットフォームを形成

（MOP）、②国内外から優れた若手

研究者を招聘・育成するプログラ

ムを通じて、世界中の連携機関か

ら「ヒト」・「モノ」・「資金」が機

構に集まるグローバルな研究拠

点を構築（MGC）、③MOP や MGC を

支援するために、世界最大級の物

質・材料データプラットフォーム

や世界最先端の計測機器など世

界最高水準の研究基盤を構築、地

域に存在する優秀な研究人材と

の共同研究を通じた知のネット

ワークを構築するとともに、それ

らを活用した新たな材料開発の

提案を行う（MRB）ことで、オー

ルジャパンの材料開発力を強化

する取組を実施。 

 

【（中項目）3‐4】 の（参考）に

記載。 

 

 

 

MGC においては、ICYS、NIMS ジュ

ニア制度、(国際)連携(連係)大学

院制度、インターンシップ制度等

のプログラムにより、国内外から

優秀かつ多様な若手研究者を招

聘・育成した。MANA、ICYS、NIMS

 

 

革新的材料開発力強化プログラ

ムは計画通りに進捗している。 
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マテリアルズ・リ

サ ー チ バ ン ク

(MRB)のまとめ 

 

ジュニア制度等により構築され

た研究者ネットワークを活用し

つつ、連携拠点推進制度、グロー

バル拠点招聘制度、国際会議・ワ

ークショップ開催支援制度、国際

連携研究センター等も活用して、

国内外の連携機関から「ヒト」・

「モノ」・「資金」が集まるグロー

バルな研究拠点の構築活動を行

った。 

 

MRB における物質・材料データプ

ラットフォームの構築において

は、ハードウエア構成を含めたシ

ステム全体の概念設計を行った。

データ収集・登録にあたっては理

研革新知能統合研究センター

（AIP）との共同研究なども踏ま

えて、要素技術を開発した。アプ

リケーションに関しては SIP イ

ンテグレーションシステムを含

め、移植に向けた調査検討を実施

した。また、MRB における知のネ

ットワークの構築においては、昨

年度開創設の連携拠点推進制度

を通じ、全国 49 の大学から教員・

学生、計 352 名を受け入れ、機構

を拠点として 104 の研究課題を

実施し、すべての課題から成果報

告書を得た。本制度を継続的に実

施することによって、全国の大学

と幅広くネットワークを形成す

る為の基盤を構築し、機構の連携

拠点としての機能を強化するこ

とができる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－６ その他の中核的機関としての活動 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

         予算額（百万円） 5,288 

の内数 

7,944 

の内数 

     

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

7,645 

の内数 

     

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

5,552 

の内数 

     

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

87 

の内数 

     

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

4,409 

の内数 

     

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

261 

の内数 

     

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、社会的ニー

ズ等への対応として、

公的機関からの依頼等

に応じて、機構のポテ

ンシャルを活用し、事

故等調査への協力を適

切に行うものとする。

また、民間企業等とも

連携しつつ、機構の研

究活動から得られた材

機構は、社会的

ニーズ等への対応

として、公的機関

からの依頼等に応

じて、機構のポテ

ンシャルを活用

し、事故等調査へ

の協力を適切に行

う。また、民間企業

等とも連携しつ

機構は、社会的ニ

ーズ等への対応と

して、公的機関か

らの依頼等に応じ

て、機構のポテン

シャルを活用し、

事故等調査への協

力を適切に行う。

また、民間企業等

とも連携しつつ、

○公的機関からの

依頼等に応じた事

故等調査協力、物

質・材料分野の国

際標準化活動が適

切に行われている

か 

 

・事故等調査や国

際標準化活動など

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

評定 A 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・事故等調査への協力として、例年よりも多い 2件に対応し、それらの

案件はいずれも社会的影響の大きい重大インシデントであった。特にボ

ーイング式 777-300ER 型機の調査では、専門的技術による解明を行い、
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料技術の標準化を目指

すとともに、物質・材料

分野の国際標準化活動

に寄与するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ、機構の研究活

動から得られた新

物質・新材料等の

成果物の標準化を

目指すとともに、

新材料の特性に係

る信頼性の高い計

測・評価方法等に

ついての国際共同

研究を行うなどに

より、国際標準化

活動に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の研究活動か

ら得られた新物

質・新材料等の成

果物の標準化を目

指す。機構に設置

された国際標準化

委員会では、機構

の研究活動から得

られた新物質・新

材料等の成果物の

一元的把握を行

う。また、新材料の

特性に係る信頼性

の高い計測・評価

方法等についての

国際共同研究を行

うなどにより、国

際標準化活動に貢

献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の社会的ニーズ等

に対する取組の成

果等 

 

①事故等調査への

協力を適切に行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②研究活動から得

られた成果物の標

準化を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年度における調査とし

て、9月に国土交通省運輸安全委

員会からパイパー式 PA-46-310P

型機、10 月に同委員会からボー

イング式 777-300ER 型機の事故

調査の依頼が計 2件あった。パイ

パー式 PA-46-310P 型機の依頼

は、着陸滑走中に前脚が引き込

み、前脚のロッドエンドベアリン

グに破断が発見されたことに対

する調査であり、本機構は腐食解

析等により破断の原因推定を行

い、12 月に報告した。ボーイング

式 777-300ER 型機の依頼は、離陸

中に左エンジンに不具合が生じ、

発見されたタービン・リア・フレ

ームの損傷個所の調査であり、本

機構は破面観察等を行い、損傷個

所が貫通痕であるかどうかの推

定を行い、12 月に報告した。いず

れも重大インシデントであり、例

年よりも多かったが、適切に対応

した。 

 

経済産業省の事業において

VAMAS（新材料及び標準に関する

ベルサイユプロジェクト）活動を

活かし、「走査型プローブ顕微鏡

法による定量的な材料ナノ計測

に関する国際標準化」（H28 年度

～H30 年度）および「白色ＬＥＤ

用セラミックス蛍光体の量子効

率測定法に関する国際標準化」

（H28 年度～H30 年度）について、

引き続き中核的活動を実施し、国

際標準化活動に従事した。さら

に、H29 年度には、「耐熱材料の高

温破壊試験法に関する国際標準

 

 

 

 

計画以上の進捗：例年よりも多い

2件に対応し、いずれも重大イン

シデントであった。特に、ボーイ

ング式 777-300ER 型機の調査は、

貫通痕か否かを判定するという

前例のない難しい調査であった。

現在世界で最も使用されている

航空機の一つであるボーイング

式 777 型機の安全性に関する事

故調査であり、社会的影響の非常

に大きい重大案件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 経済産業省の

事業において VAMAS 活動を活か

し、機構の研究成果の成果物の標

準化を適切に遂行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規性のある調査方法を確立した。 

 

・世界初の再生医療機器に関する国際規格 ISO19090 の発行に貢献した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・中核的機関として国の事故調査協力を着実に行い、成果を上げたこと

を評価する。 

 

・航空機事故の原因解明について、部品の不良個所を推定報告したこと

を評価する。 
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③国際標準化委員

会で成果物の一元

把握を行う 

 

 

 

 

④国際標準化活動

に貢献する 

化」（H29 年度～H３１年度）が新

規に採択され、耐熱材料の高温ク

リープ疲労条件下でのき裂の発

生・成長を予測するための試験評

価法の開発と国際標準化を目指

した。 

 

国際標準化委員会を中心に、機構

内で標準化にかかわる研究者を

一元的に所掌、管理、運営を実施

するとともに、対外窓口の一本化

による間接業務の効率化を図っ

た。 

 

機構は VAMAS の日本事務局を担

い、ISO/IEC の規格に向けたプレ

標準化活動を推進している。H29

年度は機構職員が提案し、プロジ

ェクトリーダーを務めた世界初

の再生医療機器に関する国際規

格 ISO 19090 が発行となった。ま

た、機構職員が中心となって「高

温超電導線材の臨界電流測定方

法」に関して VAMAS ＴＷＡ16に

おける国際ラウンドロビンテス

トを行い、国際電気標準会議

（IEC）TC90 において国際規格の

検討を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 計画通りの進

捗： JIS/ISO および VAMAS 活動

に関して、一元的な活動を実施し

ている。 

 

 

 

計画以上の進捗： 世界初の再生

医療機器に関する国際標準発行

に貢献するとともに、VAMAS のス

キームを活用し、国際標準化活動

に貢献した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 組織編成の基本方針 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、国立研究開

発法人の第一目的であ

る研究開発成果の最大

化ともう一つの運営理

念である業務運営の効

率化を両立させるた

め、内部統制や経営戦

略機能の強化など、法

人の長のリーダーシッ

プと判断を多様な知

見・経験から支えると

ともに、適切な責任・権

限の分担の下での適

正、効果的かつ効率的

なマネジメント体制の

強化に繋がるような組

織編成を行うものとす

る。 

研究運営において

は、機構内の部署間の

連携を強化することに

より、機構全体として

国立研究開発法

人の第一目的であ

る研究開発成果の

最大化ともう一つ

の運営理念である

業務運営の効率化

を両立させるよう

な組織編成を行

う。具体的には、理

事長のリーダーシ

ップが存分に発揮

され、かつ、最適な

経営判断が得られ

るよう多角的な視

点から業務運営を

支えるため、研究

不正対応やリスク

管理を含む内部統

制を一元的に推進

する体制を構築す

るとともに、経営

戦略機能の一元

第４期中長期目

標期間において

は、国立研究開発

法人の第一目的で

ある研究開発成果

の最大化ともう一

つの運営理念であ

る業務運営の効率

化を両立させるよ

うな組織編成を行

うこととしてい

る。平成29年度は、

引き続き、理事長

のリーダーシップ

が存分に発揮さ

れ、かつ、最適な経

営判断が得られる

よう多角的な視点

から業務運営を支

えるため、研究不

正対応やリスク管

理を含む内部統制

 

 

 

①内部統制の一元的

推進体制の構築と、効

果的かつ効率的にマ

ネジメント体制を強

化する 

 

 

 

②研究分野間の協働、

情報交換が日常的に

行われるような体制

を構築する  

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

内部統制関係の委員会の再編

と関連規程等の整備を行い、

様々なリスクに対して内部統

制委員会が関与する仕組みを

作り、経営戦略とリスクマネジ

メントを両輪とした組織運営

の PDCA サイクルを構築した。 

 

全職員を対象とした NIMS セミ

ナー（月 1回程度）を開催し、

各研究拠点の詳しい活動紹介

や今後の方針などについて発

表することにより、組織間連携

を伴う分野融合研究に繋げる

活動を実施した。 

また、H28 年度創設の機構内競

争的資金「戦略的提案力強化プ

ログラム（11 課題採択）」では、

所属に捉われず様々な分野の

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 内部統制の

一元的推進体制と適切なマネ

ジメント体制の構築に取り組

んでいる。 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 月 1回程度

開催の NIMS セミナーを着実に

実施するとともに、H28 年度に

創設した戦略的提案力強化プ

ログラムによる機構内公募を

引き続き実施し、研究分野間の

協働に取り組んでいる。また、

グループリーダー及び上席研

究員の規程化と運用改正に取

り組んでいる。 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成

果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされて

いるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・「戦略的提案力強化プログラム」の定着を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・平成 28 年度の研究拠点､プロジェクト体制の抜本的な整備に続き､

平成 29 年度は中長期的な目標に向けて､MOP-MI ラボの設置等を積極

的に進めた点は高く評価できる。 

 

・理事長のリーダーシップのもと、NIMS の求心力が発揮できる体制

が強化されたことを評価する。 
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の総合力を発揮し、更

なる組織パフォーマン

スの向上を促すような

研究体制を構築するも

のとする。その際、研究

内容の重点化、研究の

進展、有望なシーズ発

掘、民間企業等のニー

ズ、適切な研究環境の

構築などに機動的に対

応するために、部署間

の人員再配置、時限的

研究組織の設置などに

より弾力的に行うもの

とする。 

また、研究職、エンジ

ニア職及び事務職の職

員全体について、能力

や業務量の変動等 

に応じて柔軟に人員配

置を見直すものとす

る。 

化、採用から人材

育成に携わる部署

の集約化等によ

り、適切な責任・権

限の分担の下で適

正、効果的かつ効

率的にマネジメン

ト体制を強化す

る。 

研究運営におい

ては、研究開発課

題の進展に伴い研

究テーマの細分化

が進むことが予想

されるが、それが

組織の縦割り化に

繋がらないよう、

研究分野間の協

働、情報交換が日

常的に行われるよ

うな組織体制が必

要である。その際、

有望なシーズ発

掘、民間企業等の

ニーズ、適切な研

究環境の構築など

への機動的な対応

に留意し、研究部

署自体は研究者の

専門分野別に編成

するものの、重点

研究開発領域やそ

の下で実施される

研究開発課題は専

門分野別の研究部

署を横断して設定

できる柔軟な研究

体制を整備する。 

さらに、分野が

異なる多数の専門

家間の組織的連携

が必要な場合に

を一元的に推進す

るとともに、適切

な責任・権限の分

担の下で適正、効

果的かつ効率的に

機構のマネジメン

ト体制を強化す

る。 

研究運営におい

ては、第４期中長

期計画の「1.1 重点

研究開発領域にお

ける基礎研究及び

基盤的研究開発」

の項目で掲げる研

究領域における研

究開発を迅速かつ

効率的に進めるた

め、それぞれの研

究領域に適切に対

応すべく新たな研

究部門を設置す

る。 また引き続

き、各拠点長のイ

ニシアティブの発

揮や拠点内外の融

合研究の促進を阻

害しないような柔

軟な組織構造とす

る。 

一方、研究テー

マの細分化による

組織の縦割りに繋

がらないよう、研

究分野間の協働、

情報交換が日常的

に行われるような

体制を構築する必

要がある。その際、

有望なシーズ発

掘、民間企業等の

ニーズ、適切な研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③重点研究開発領域

の研究開発を迅速か

つ効率的に進めるた

め、それぞれの研究領

域に適切に対応すべ

く新たな研究部門を

設置する。 

研究者の協働を推進し、他分野

間研究の促進を図った。 

この他、グループリーダー、上

席研究員の責務、資格、任期、

公募方法、評価方法等を規程化

し、公募分野の選定、計画書、

進捗確認、評価等により、研究

部門のガバナンス強化に寄与

した。 

 

データ科学・計算科学、理論を

活用した統合型材料開発を強

力に推進するため、「統合型材

料開発・情報基盤部門」を設置

し、材料データプラットフォー

ム（DPF）センター及び MOP-MI

ラボを新設するとともに、既設

の情報統合型物質・材料研究拠

点(cMi2)及び SIP-MI ラボを糾

合した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 情報統合型

物質・材料研究領域の基礎研究

及び基盤的研究開発推進のた

め、新部門の設置と組織再編に

取り組んでいる。 
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は、時限的研究組

織を設置して対応

する。その組織形

態は柔軟なものと

し、人員配置につ

いても専任、併任

等を適切に組み合

わせて弾力的に行

う。 

研究職、エンジ

ニア職及び事務職

の全体において、

機構の業務が最適

に遂行されるよ

う、合理的な人員

配置を行う。特に、

研究活動を底支え

する研究支援者・

技術者について

は、その能力を遺

憾なく発揮し、研

究業務に積極的に

貢献できるよう、

能力に応じた適切

な人員配置や業務

量の変動等に応じ

た柔軟な体制を確

保する。 

究環境の構築など

への機動的な対応

に留意し、重点研

究開発領域の下で

実施されるプロジ

ェクトは、専門分

野別の研究部署を

横断して研究活動

を展開できる柔軟

な体制を整備す

る。 

また、国の政策

方針、社会的ニー

ズの変化等に臨機

応変に対応するた

め、分野が異なる

多数の専門家間の

組織的連携が必要

な場合には、時限

的研究組織の設置

や新たな組織横断

型の研究公募を実

施するなどして、

柔軟かつ機動的に

対応する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（１） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 内部統制について

は、「独立行政法人にお

ける内部統制と評価に

ついて」（平成 22 年 3 

月独立行政法人におけ

る内部統制と評価に関

する研究会報告書）等

を踏まえ、理事長のリ

ーダーシップの下、コ

ンプライアンス体制の

実効性を高めるととも

に、中長期的な視点で

の監査計画に基づき、

監事との緊密な連携を

図り、組織的かつ効率

的な内部監査の着実な

実施、監査結果の効果

的な活用などにより、

内部統制を充実・強化

するものとする。 

 特に、機構のミッシ

ョンを遂行する上で阻

 「独立行政法人

における内部統制

と評価について」

（平成22年 3月独

立行政法人におけ

る内部統制と評価

に関する研究会報

告書）及び「独立行

政法人の目標の策

定に関する指針」

（平成26年 9月総

務大臣決定）等を

踏まえ、理事長の

リーダーシップの

下、中長期的な視

点での監査計画に

基づき、監事との

緊密な連携を図

り、組織的かつ効

率的な内部監査の

着実な実施、監査

結果の効果的な活

 機構のミッショ

ンを有効かつ効率

的に果たすため、

理事長の直轄によ

り、機構全体とし

ての内部統制の運

用体制を整える。 

その際、モニタリ

ングや役員と職員

との面談等を実施

するとともに、内

部統制に関する基

本的な方針を踏ま

え、中長期的な視

点での監査計画に

基づき、監事との

緊密な連携を図

り、組織的かつ効

率的な内部監査を

着実に実施し、監

査結果を効率的に

活用する 。 

 

 

 

①組織的かつ効率的

な内部監査を着実に

実施し、監査結果を効

率的に活用する 

 

 

 

 

 

 

 

 

②PDCA サイクルによ

る検討・見直しを進

め、必要に応じて諸規

程の見直しを行う 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

内部監査計画に基づき、着実に

内部監査を実施するとともに、

監査結果については、４半期ご

とに構内 HP に掲載し、機構全

体に注意喚起を行った。また、

平成 29 年度から監事、会計監

査人、監査室との緊密な連携を

図るために三様監査連絡会を

定期的に開催し、各監査計画及

び監査実施状況について情報

共有等を図っている。 

 

内部統制委員会と並列して設

置されていた４つの委員会を

内部統制委員会の下部部会と

して再編成し、内部統制委員会

での情報集約と柔軟な開催が

可能になった。研究不正防止に

ついて、ラボノートの定義や研

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 監事・会計

監査人との三様監査連絡会を

実施するなど、監査の実効性強

化・質的向上に努めていると評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 内部統制体

制の効率化および情報セキュ

リティ体制や対策基準におけ

る最新の政府基準への準拠、な

らびにそれを踏まえた推進計

画の着手により、実質的な体制

構築が進んでいると評価でき

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成

果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされて

いるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・機構構成員の心理的なフェアネス維持につながる施策（研究意識レ

ベル向上につながる､部門を越えた研究者相互のコミュニケーション

強化、上司部下のコミュニケーション強化等）について､継続的な活

動を期待する。 

 

・貴重なデータを保有する機構として、セキュリティ確保を経営課題

としてトップマネジメントで取り組むことを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究不正防止に関して､研究バックデータに基づき発表内容のチェ

ックができる仕組みの整備は評価できる。 

 

・内部統制の PDCA サイクルが働く仕組みが強化されている。 
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害要因となるリスクの

評価・対応等を着実に

行うものとする。中で

も、研究活動等におけ

る不正行為及び研究費

の不正使用の防止につ

いては、国のガイドラ

イン等の遵守を徹底

し、一層のチェック体

制の強化を推進すると

ともに、実施状況を適

切に発信するものとす

る。また、政府機関の情

報セキュリティ対策の

ための統一基準群（情

報セキュリティ政策会

議）を含む政府機関に

おける情報セキュリテ

ィ対策を踏まえ、適切

な対策を講じるための

体制を維持するととも

に、これに基づき情報

セキュリティ対策を講

じ、情報システムに対

するサイバー攻撃への

防御力、攻撃に対する

組織的対応能力の強化

に取り組む。また、対策

の実施状況を毎年度把

握し、ＰＤＣＡサイク

ルにより情報セキュリ

ティ対策の改善を図

り、情報技術基盤を維

持、強化するものとす

る。 

用などにより、情

報伝達やモニタリ

ング機能等を充実

させ、機構業務の

効果的・効率的な

運営のための内部

統制を充実・強化

する。 

 具体的には、機

構が中長期目標等

に基づき法令等を

遵守しつつ業務を

行い、機構のミッ

ションを有効かつ

効率的に果たすこ

とができるよう内

部統制推進体制の

構築及び諸規程の

見直し等を行う。

その際、情報伝達

の適切性やリスク

マネジメントの最

適性等の観点から

内部統制の在り方

等について検討を

行うとともに、担

当理事は、必要に

応じて、モニタリ

ングや職員との面

談等を実施する。

加えて、コンプラ

イアンス体制の実

効性を高めるた

め、研修会の実施

等により、職員の

意識醸成を行う等

の取り組みを継続

する。 

 特に、機構のミ

ッションを遂行す

る上で阻害要因と

なるリスクの評

内部統制の推進に

当たっては、研究

活動や研究費の使

用における不正の

防止、安全保障貿

易管理手続きの徹

底、利益相反の適

切な管理、ハラス

メントの防止等を

はじめとするコン

プライアンスの課

題も包含する形

で、PDCA サイクル

による検討・見直

しを進め、必要に

応じて諸規程の見

直しを行う。 

特に研究活動等に

おける不正行為及

び研究費の不正使

用の防止について

は、国のガイドラ

イン等の遵守を徹

底し、内部監査等

とも連携したより

一層のチェック体

制の強化を推進す

るとともに、実施

状況を適切に発信

する。加えて、研究

不正等の発生時又

は当該リスク顕在

時においては、理

事長のリーダーシ

ップの下、機構で

定めた対応方針等

に即して適切な対

応を行う。 

さらに、内部統制

推進体制の実効性

を高めるため、日

頃より研修の実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研修の実施やメー

ルマガジン発行等を

実施し、特に研究不正

及び研究費不正防止

のための e-Learning

の充実を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究記録の取扱を定める「研究記

録管理規程」を新規制定した。

また、情報セキュリティ関連規

程を最新政府統一基準群に準

拠するよう改正し、機構全体の

情報セキュリティにおける体

制やシステム対策基準を強化

するとともに、それを踏まえた

情報セキュリティ対策推進計

画の検討にも着手した。 

安全保障貿易管理については、

貨物の輸出、技術の提供等に関

して、法令に基づく該非判定や

取引審査等を実施し、適切な管

理を行った。平成 29年度は、機

構全体の機微技術等の存在や

安全保障貿易管理の取組状況

を把握するリスク調査を新た

に実施した。また、該非判定結

果が全ての規制に該当しない

「対象外」の場合は、内部統制

推進室長を最終決定者にし、審

査手続きの簡略化を図った。さ

らに、申請様式の見直しを行

い、申請者の事務負担軽減を図

った。 

 

全職員に対して、毎月一回コン

プライアンスメールマガジン

を発送し、意識の啓蒙に努めて

いる。また外部講師を招き、主

に研究職を対象に研究倫理に

関する研修を、日本語、英語と

も１回ずつ開催した。さらに昨

年度導入した全職員を対象と

する e-Learning プログラム

(CITI Japan)により、研究／

研究費不正防止の教育を行い、

随時、新規採用者等への受講指

示、受講状況の管理を行ってい

る。 

 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 研究倫理に

関する講演を日・英に分けて開

催し、昨年度(95 名)の約 2倍の

（205 名）職員が参加、アンケ

ート結果も好評であり、意識の

向上を促進できたと評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日本語・英語両方で各種施策を展開していることを評価する。 
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価・対応、例えば、

研究体制の見直

し、研究活動にお

ける安全確保、利

益相反やハラスメ

ントの防止等に向

けた組織的取り組

みを継続し、機構

全体としてPDCAサ

イクルを定着させ

る。中でも、研究活

動等における不正

行為及び研究費の

不正使用の防止に

ついては、国のガ

イドライン等の遵

守を徹底し、内部

監査等とも連携し

たより一層のチェ

ック体制の強化を

推進するととも

に、実施状況を適

切に発信する。加

えて、研究不正等

の事実発生時又は

当該リスク顕在時

においては、理事

長のリーダーシッ

プの下、機構で定

めた対応方針等に

即して適切な対応

を行う。 

 また、政府機関

の情報セキュリテ

ィ対策のための統

一基準群を踏ま

え、機構の情報シ

ステムに係るセキ

ュリティポリシー

や対策規律を適宜

見直し、適切な対

策を講じるための

やメールマガジン

発行等を実施し、

職員の意識醸成に

努める。特に研究

不正及び研究費不

正防止のための e-

Learning 等の充実

を図る。 

また、機構の情報

ネットワークにお

いて、政府統一基

準に準拠したセキ

ュリティ関連規程

や対策基準に基づ

き、機密情報漏え

いやこれを誘発す

る情報端末ウィル

スの感染予防や標

的型攻撃への対策

を行う。具体的に

は、従来からの対

策の見直し、政府

組織や外部の機関

との情報共有を活

用した注意喚起、

全職員対象の疑似

サイバー攻撃訓練

(疑似フィシング

メール訓練等)や

サイバーセキュリ

ティセミナーの実

施などを通して、

情報セキュリティ

意識の底上げを図

る。また、万が一の

サイバー事案発生

に備えて平成28年

度 に 設 置 し た

"CSIRT" において

は、訓練の実施や

所外の対策事例等

の情報を共有し、

④セミナーの開催や

疑似フィッシングメ

ール訓練実施、全職員

対象のセキュリティ

自己点検などを通し

て、情報セキュリティ

意識の底上げを図る 

 

 

 

 

 

⑤"CSIRT"チームメン

バーの教育・訓練 

 

 

実行ファイル添付型の日英標

的型メール攻撃訓練を実施し、

ファイル実行者に対し注意喚

起と、その後開催したセキュリ

ティセミナーへの参加義務付

けによる教育を行った。また、

新たに全職員によるセキュリ

ティ自己点検を実施した。これ

らの施策により、より一層のサ

イバーセキュリティ意識向上

ができた。 

 

情報通信研究機構（NICT）や情

報処理推進機構（IPA）等の外部

機関が開催した研修/実践訓練

へメンバーを参加させ、対応技

術力の向上を図った。また、内

部で勉強会を開催し、チームへ

のフィードバックや最新の情

報などの共有を行った。 

 

 

計画通りの進捗： マンネリ化

しないように訓練内容を工夫

したことや、セミナーで例年の

3.5 倍の参加者（1175 人(e-

Learning 含む)）があったこと、

また、全職員による自己点検の

実施などを通じて、一層のサイ

バーセキュリティ意識の向上

に繋がったものと評価できる。 

 

 

 

計画通りの進捗： 計画通りに

進んでいる。 
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体制を維持すると

ともに、これに基

づき情報セキュリ

ティ対策を講じ、

情報システムに係

るセキュリティ向

上等の組織的対応

能力の強化に取り

組む。加えて、対策

の実施状況を毎年

度把握し、PDCA サ

イクルによる改善

を図り、機構の情

報技術基盤の維持

管理及び強化に努

める。 

 研究業務の日常

的な進捗管理につ

いては、理事長か

ら担当する研究組

織の長に分担管理

させる。具体的に

は、研究組織の長

が理事長から権限

の委任を受け、プ

ロジェクトを分担

管理する。このた

め、理事長と研究

組織の長との間で

情報・意見交換を

定期的に行う機会

を設ける。 

対応力強化に努め

る。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（２） 機構の業務運営等に係る第三者評価・助言の活用 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、業務運営等

の全般事項について多

様な視点を経営に取り

入れ、業務を遂行して

いくため、世界各国の

有識者で構成されるア

ドバイザリーボードを

開催し、その結果を業

務運営等に活用するも

のとする。その際、研究

開発業績の評価と理事

長のマネジメントを含

む業務運営への助言の

結びつきを強めるため

の対策を講じるものと

する。また、機構のプロ

ジェクト研究につい

て、適切な方法により

事前・中間・事後評価を

行い、評価結果をプロ

ジェクト研究の設計・

実施等に反映させるも

 機構の業務運営

等の全般事項につ

いて多様な視点か

ら助言を受けるた

め、物質・材料研究

分野における世界

各国の有識者で構

成されるアドバイ

ザリーボードを開

催する。研究開発

業績の総合的評価

と理事長のマネジ

メントを含む業務

運営への助言をよ

り的確かつ実効的

に行えるように、

ボードメンバーの

選定において十分

に思慮するととも

に、その結果を機

構の業務運営等に

おいて最大限に活

 機構の業務運営

等の全般事項につ

いて多様な視点か

ら助言を受けるた

め、平成 28年度に

設置された物質・

材料研究分野にお

ける世界各国の有

識者で構成される

アドバイザリーボ

ードを開催する。

なお、助言を受け

る項目について

は、中長期計画の

進捗、施策の動向

に鑑みて定める。 

ボードメンバーの

選定においては、

国内外から物質・

材料科学技術に関

する造詣が深い第

三者を機構のアド

 

 

 

①前年度に設置した

世界各国の有識者で

構成されるアドバイ

ザリーボードを開催

する 

 

 

 

 

 

 

 

②前年度の法人評価

及びプロジェクト研

究事後評価結果等を

活用する 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

平成 30 年 2 月 13 日～14 日に

掛けて、「グローバルオープン

イノベーション」を主なテーマ

としてアドバイザリーボード

を開催し、「材料情報学を含む

理論学者や実験を伴う分野の

研究者など、異なる専攻の人材

による研究が重要である」など

の助言を元に、今後の業務運営

等へ最大限活用することとし

た。 

 

法人評価結果、及び第三期中長

期計画研究プロジェクトの事

後評価結果等を随時機構の業

務運営へ活用するよう取り組

んだ。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 計画通りア

ドバイザリーボードを開催し、

得られた助言を機構の業務運

営へ最大限活用できるよう取

り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 法人評価、

事後評価結果を機構の業務運

営に活用するよう取り組んで

いる。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成

果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされて

いるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・NIMS の業務運営の内容を他の機構に紹介するなどの機会を設ける

ことで､他の機構のマネジメントに対して助言や気づきの機会が増え

ることを期待する。 

 

・機構の業務運営への第三者の評価･助言の活用に対する、アドバイ

ザリーボードの開催等の具体的なアクションは評価できる。 
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のとする。 

 

 

 

用する。また、機構

のプロジェクト研

究について、第一

線の研究者等から

構成される外部評

価委員会による事

前・中間・事後評価

を受け、評価結果

をプロジェクト研

究の設計・実施等

に適切に反映させ

る。 

バイザーとし、研

究開発業績の総合

的評価と理事長の

マネジメントを含

む業務運営への助

言をより的確かつ

実効的に行えるよ

うに、十分に思慮

する。 

また、平成 28 年度

に実施した法人評

価及びプロジェク

ト研究の事後評価

結果等を随時活用

する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（３） 効果的な職員の業務実績評価の実施 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、幅広い業務

を支える、研究職、エン

ジニア職及び事務職の

それぞれの職務の特性

と多様性に十分配慮し

た、効果的な職員の業

務実績評価を実施する

ものとする。 

 機構は、研究職、

エンジニア職、事

務職のそれぞれの

職務の特性と多様

性に十分配慮した

効果的な職員の業

務実績評価を実施

する。 

 機構は、研究職、

エンジニア職、事

務職のそれぞれの

職務の特性と多様

性に十分配慮した

効果的な職員の業

務実績評価を実施

する。また、平成 28

年度に行った人事

評価制度の見直し

を反映し、研究職

評価においては、

より研究者一人一

人の力を最大限に

発揮し、物質・材料

科学技術の研究成

果最大化に繋げ

る。エンジニア職

は、目標管理評価

について、より適

正かつ客観的な評

価を行う。事務職

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究職評価におい

ては、評価指標の追

加・修正・検証等を行

うことで、適切な見直

しを行う 

＜主要な業務実績＞ 

【大臣評価書における指摘】 

重視すべき評価は研究実績（論

文、ハイインパクトジャーナ

ル、IF、サイテーション、国際

会議招待講演、国際賞など）だ

が、クリープ試験など機構の組

織ミッション型研究者の評価

が不利にならないような配慮

が必要である。 

【対応】 

クリープ、疲労などのデータシ

ート発行に対して、個人業績評

価では 

論文以上の客観評価点を与え

て均衡を図っている。 

 

研究職評価は、客観評価（論文、

特許、外部資金）と上長評価（組

織的研究運営貢献、グループ内

等運営貢献、産業化及び産学独

連携への貢献、アウトリーチ活 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 研究職評価

について、直接的に客観評価に

反映されない研究活動等への

貢献度を明確に反映して、上長

評価を行ったことは適正かつ

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成

果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされて

いるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・従来からも客観評価項目を点数化するなど先進的な人事評価制度

を行ってきているが、さらに、客観評価項目に含まれない項目を反映

させようとする点は先駆的な取組であり、高く評価する。 
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は、目標管理評価

についてより適正

かつ客観的な評価

を行うとともに、

評価者への研修を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②エンジニア職は、目

標管理評価について、

より適正かつ客観的

な評価を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③事務職は、目標管理

評価についてより適

正かつ客観的な評価

を行うとともに、評価

者への研修を実施す

る 

動及び対外活動、人材育成への

貢献、受賞）に分けて評価を行

った。なお、組織的研究活動の

更なる奨励も含め、上長評価に

ついては、直接的に客観評価に

反映されない研究貢献等、マネ

ジメント及び支援業務への貢

献度等、研究者一人一人の貢献

を明確に反映し、ひいては研究

成果の最大化に繋がるよう、組

織的研究運営貢献を導入した

評価を行った。 

 

エンジニア職の評価は、業務に

関する評価項目、能力に関する

評価項目、業務への取組姿勢に

関する評価項目において評価

を行った。なお、業務に関する

評価項目については、多岐に亘

る職務内容を適正に評価する

ことを目的として、業務の重み

を意味する「ウェイト」を設定

し、ウェイトと難易度の組み合

わせによる評価を行った。 

 

 

平成 28 年度に見直しを実施し

た事務職員評価制度の運用を

開始し、「組織への貢献」を評価

基準として重視しつつ、面談、

異議申立て等による最終評価

結果の適切なフィードバック

に努めた。また、評価者を対象

とする説明会を実施し、新評価

制度の趣旨、プロセス等に係る

理解の促進と制度の適正な普

及を図った。 

効果的な評価の実施に努めて

いると評価でき、計画通りに進

められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： エンジニア

職の評価について、多岐に亘る

職務内容を適正に評価するこ

とを目的として、業務に関する

評価項目においてウェイトと

難易度の組み合わせによる評

価を行ったことは適正かつ効

果的な評価の実施に努めてい

ると評価でき、計画通りに進め

られている。 

 

 

 

計画通りの進捗： 事務職の評

価について、平成 28 年度に見

直した新評価制度の適切な実

施のため、評価者説明会を行う

など制度の敷衍に努めたこと

は評価でき、計画通りに進めら

れている。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）① 経費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、管理部門の

組織の見直し、調達の

合理化、効率的な運営

体制の確保等に引き続

き取り組むことによ

り、経費の合理化・効率

化を図るものとする。 

 運営費交付金を充当

して行う事業は、新規

に追加されるもの、拡

充分及び特殊要因経費

（本中長期目標期間中

に整備される施設の維

持・管理に最低限必要

な経費等）は除外した

上で、一般管理費（人件

費を除く。）及び業務経

費（人件費を除く。）の

合計について、毎年度

平均で前年度比 1.23%

以上の効率化を図るも

のとする。新規に追加

 機構は、管理部

門の組織の見直

し、調達の合理化、

効率的な運営体制

の確保等に引き続

き取り組むことに

より、経費の合理

化・効率化を図る。 

 運営費交付金を

充当して行う事業

は、新規に追加さ

れるもの、拡充分

及び特殊要因経費

（本中長期目標期

間中に整備される

施設の維持・管理

に最低限必要な経

費等）は除外した

上で、一般管理費

（人件費を除く。）

及び業務経費（人

件費を除く。）の合

 機構は、管理部

門の組織の見直

し、調達の合理化、

効率的な運営体制

の確保等に取り組

むことにより、業

務経費及び一般管

理費の効率化を図

る。 

 

 

①機構は、管理部門の

組織の見直し、調達合

理化、効率的な運営体

制の確保等に取り組

むことにより、業務経

費及び一般管理費の

効率化を図る 

＜主要な業務実績＞ 

 

運営費交付金事業に投下した

当年度のコスト（人件費を除

く。）は、前年度からの繰越し分

を含め 7,221 百万円となった。

このうち当年度からスタート

させた革新的材料開発力強化

事業のコスト1,268百万円を除

いた効率化対象の事業経費は

5,953 百万円（前年度比 5.4％

増）であり、平成 28・29 年度に

おける増減率の毎年度平均は、

△5.3％となった。 

【効率化の推移】 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

※効率化の対象とする経費は、

新規に追加されるもの、拡充分

及び特殊要因経費（第 4期中長

期目標期間中に整備される施

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

計画通りの進捗： 効率化対象

の事業経費について、毎年度平

均で目標を上回る効率化が図

られていることは評価できる。 

 

引き続き、事業経費全体での効

率化を図る。 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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されるもの及び拡充分

は、翌年度から効率化

を図ることとする。人

件費の効率化について

は、次項に基づいて取

り組むものとする。 

計について、毎年

度平均で前年度比

1.23％以上の効率

化を図る。新規に

追加されるもの又

は拡充分は、翌年

度から効率化を図

る。人件費の効率

化については、次

項に基づいて取り

組む。 

設の維持・管理に最低限必要な

経費等）並びに人件費を控除し

たもの。 

 

（注記） 

 事業経費 5,953 百万円には、

上述の控除要因には該当しな

いが、法人内部での新たな取組

による発生経費、当該年度限り

の臨時的経費など効率化の経

年比較になじまない以下の経

費も含まれる。 

・新評価系システム等 ICT 基盤

整備費【中核機能活動（人材養

成）】  101 百万円 

・PCB 廃棄物処分費【法人共通

（施設管理）】  44 百万円 

・千現地区消防設備更新工事費

【法人共通（施設管理）】  42

百万円 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）② 人件費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 適切な人件費の確保

に努めることにより優

れた研究人材及び研究

支援人材を養成・確保

するべく、政府の方針

に従い、必要な措置を

講じるものとする。給

与水準については、ラ

スパイレス指数、役員

報酬、給与規程、俸給表

及び総人件費を公表す

るとともに、国民に対

して納得が得られるよ

う説明することとす

る。また、給与水準の検

証を行い、これを維持

する合理的な理由がな

い場合には必要な措置

を講じることにより、

給与水準の適正化に取

り組み、その検証結果

や・取組状況を公表す

 機構の役職員の

報酬・給与につい

ては、適切な人件

費の確保に努める

ことにより優れた

研究人材及び研究

支援人材を養成・

確保するべく、「独

立行政法人改革等

に関する基本的な

方針」（平成 25 年

12 月 24 日閣議決

定）等の政府の方

針を踏まえ、引き

続き人件費の適正

化を図る。給与水

準については、ラ

スパイレス指数、

役員報酬、給与規

程、俸給表及び総

人件費を公表する

とともに、国民に

 機構職員の給与

水準については、

適切な人件費の確

保に努めることに

より優れた研究人

材及び研究支援人

材を養成・確保す

るべく、国家公務

員の給与水準も十

分考慮し、手当を

含め役職員給与の

在り方について厳

しく検証した上

で、機構の業務の

特殊性を踏まえ、

給与水準の適正化

に取り組み、国家

公務員と同程度の

水準を維持すると

ともに、検証結果

や取組状況を公表

する。 

 

 

 

①給与水準の適正化

に取り組み、国家公務

員と同程度の水準を

維持するとともに、検

証結果や取組状況を

公表する 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

ラスパイレス指数について、研

究職にあっては国よりも高い

指数となっている（事務職：

98.8 研究職 103.9）が、これ

は、研究職員は採用者が博士課

程修了者であること等に起因

する。機構の給与制度は国家公

務員に準じていることから適

正と考えられるとともに、役職

員の報酬・給与等について、そ

の妥当性の検証等をホームペ

ージにて公表しているところ。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 機構の給与

制度は国家公務員に準じてお

り、給与水準は適正であると評

価できる。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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るものとする。 対して納得が得ら

れるよう説明す

る。また、給与水準

の検証を行い、こ

れを維持する合理

的な理由がない場

合には必要な措置

を講じることによ

り、給与水準の適

正化に取り組み、

その検証結果や取

り組み状況を公表

する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）③ 契約の適正化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 契約については、「独

立行政法人における調

達等合理化の取組の推

進について」（平成 27 

年５月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組を

着実に実施することと

し、契約の公正性、透明

性の確保等を推進し、

業務運営の効率化を図

るものとする。 

 また、県内複数機関

による共同調達連絡協

議会を通じた共同調達

の拡充について、参画・

機関と検討を行うもの

とする。 

 契約について

は、「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年 5月 25日総務大

臣決定）を踏まえ、

毎年度策定する調

達等合理化計画に

基づくPDCAサイク

ルにより公正性・

透明性を確保しつ

つ、研究開発等の

特性を踏まえた迅

速かつ効果的な調

達にも留意した上

で、自律的かつ継

続的に調達等の合

理化に関する取り

組みを行う。 

 また、県内複数

機関による共同調

 契約について

は、「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年 5月 25日総務大

臣決定）を踏まえ、

毎年度策定する調

達等合理化計画に

基づくPDCAサイク

ルにより公正性・

透明性を確保しつ

つ、研究開発等の

特性を踏まえた迅

速かつ効果的な調

達にも留意した上

で、自律的かつ継

続的に調達等の合

理化に関する取組

を行う。 

以上のほか、文部

科学省所管の 8 国

 

 

１．「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」に基づく調達等の

合理化の取組。 

（長の資質としての

観点）、（資源配分の観

点）、（体制の観点）、

（適正性の観点）、（適

正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制

の確保の観点、妥当性

の観点） 

 

【随意契約の適正化

に関する取組】 

平成２９年度におい

ても、引き続き競争性

のない随意契約によ

らざるを得ないとす

＜主要な業務実績＞ 

 

契約の公正性や透明性を確

保しつつ、合理的な調達を促進

するため、平成 29 年 6 月に策

定した調達等合理化計画に基

づき、随意契約の適正化、一者

応札・応募の低減等の取組を通

して、競争性の向上と応札者の

拡大等に努めた。 

 

 

 

 

 

 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

機構における平成 29 年度の契

約状況は、上記の表のようにな

っており、契約件数は 736 件、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

計画通りの進捗：調達等合理化

計画に沿って着実に取組みを

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：競争性のない

随意契約については、審査・点

検体制の効果により、真にやむ

を得ないものに限定すること

ができたと評価できる。 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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達連絡協議会を通

じた共同調達の拡

充について、参画

機関と検討を行

う。 

立研究開発法人間

における調達実績

情報の共有に引き

続き取り組むとと

もに、茨城県内7機

関共同調達に引き

続き参加し、さら

なる経費削減や業

務効率化を推進す

る。 

るものについては、当

機構契約事務細則に

ある随意契約ができ

る場合の事由との整

合性やその理由等の

審査を機構内に置か

れた契約審査委員会

で行うとともに、監事

及び外部有識者によ

って構成する契約監

視委員会において事

後点検を受けること

とする。 

 

 

 

 

 

 

【一者応札・応募の低

減に向けた取組】 

物品関係を中心に引

き続き、複数の事業者

の参入による競争性

の確保に努めること

とする。また、契約過

程や契約内容の妥当

性について、監事及び

外部有識者によって

構成する契約監視委

員会において事後点

検を受けることとす

る。 

 

 

 

 

【物品・役務調達方法

の合理化】 

物品・役務関係につい

ては、汎用的な備品･

消耗品等を中心に他

契約金額は75.1億円であった。

また、競争性のある契約は 704

件 （ 95.7 ％ ）、 72.7 億 円

（96.8％）、競争性のない随意

契約は 32件（4.3％）、2.4 億円

（3.2％）となっている。随意契

約については、契約審査委員会

において事前審査を行うとと

もに、契約監視委員会において

事後点検を行うことにより、真

にやむを得ないものに限定さ

れた。また、既存装置の補修等

で契約相手方が特定されるも

のについては、随意契約事前確

認公募（H29 年度実績：109 件、

3.1 億円）により、調達の公平

性・透明性を確保しつつ効率化

に努めた。 

 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

機構における平成 29 年度の一

者応札・応募の状況は上記の表

のようになっており、1 者以下

となった契約件数は 434 件

（74.1％）、契約金額は 27.2 億

円（67.0％）である。平成 28 年

度と比較して、一者応札・応募

による契約の割合が件数・金額

ともに減少している（件数は

16.7％の減、金額は 35.8％の

減）が、重点的に取り組むこと

としていた「随意契約事前確認

公募」を有効的に活用したこと

によるものである。 

 

筑波大学、茨城大学、筑波技術

大学、高エネルギー加速器研究

機構、防災科学技術研究所、教

員研修センターの６機関とト

イレットペーパー、蛍光管、PPC

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：研究設備の保

守・改造等で特定の事業者のみ

が実質的に履行できる案件に

ついては、一般競争に付しても

応札者が限られるため、研究開

発業務の特殊性を考慮し、随意

契約を含めた合理的な調達方

式への移行を検討することと

したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：他機関との共

同調達及び一括調達に取り組

むなどのコスト削減、事務処理

の効率化に努めることができ

たと評価できる。 
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機関＊との共同調達

（トイレットペーパ

ー、PPC 用紙、蛍光管）

及び一括調達（パソコ

ン、実験・建物設備等

維持管理用薬品等）を

行うなどして、事務処

理の効率化・調達費用

の削減に努めること

とする。 

 

 

【インターネット調

達の拡充】 

５０万円未満の文具

事務用品等の物品の

効率的な調達を図る

ため、インターネット

調達に引き続き取り

組むとともに、文具事

務用品以外のオフィ

ス用品、理化学用品、

ＩＴ関連用品等の品

目へも拡充し、効率的

かつ迅速な納品に取

り組む。 

 

【オープンカウンタ

ー方式による見積合

わせの実施】 

機構のホームページ

に調達情報を提示し

たうえで、郵送等によ

る見積書の提出を可

能とするオープンカ

ウンター方式による

見積もり合わせを本

格的に実施する。 

 

【調達に関するガバ

ナンスの徹底】 

（１）研究課題責任者

用紙の共同調達に取り組み、共

同調達前と比較して、総額で調

達価格約 504 万円→412 万円と

約 2割弱の削減を達成。 

＜一括調達＞  

・H28 年度に引き続き、パソコ

ン、実験・建物設備等維持管理

用薬品について、一括調達に取

り組み、約 1,020 万円の調達を

実施し、経費削減及び調達業務

の効率化に努めた。 

 

文具事務用品については、イン

ターネット調達システムの活

用により平成 29 年度における

利用実績は、448 件 596 万円で

あり、平成 28 年度 317 件 670

万円と比して利用件数が大幅

に増加した。また、文具事務用

品以外の理化学用品、ＩＴ用品

等のインターネット調達導入

について、他機関や ASP 業者へ

の調査を行ったが、導入・運用

経費の課題が多く、導入は見送

ることとするが、引き続き検討

していくこととした。 

 

オープンカウンター方式によ

る見積合わせについては、H29

年度より本格的に導入し、研究

機器類の購入等を中心として、

160 件約 2.3 億円の調達におい

て実施し、見積案件を広く公開

することにより透明性、公正性

の確保に努めた。 

 

 

 

 

研究課題責任者等が締結した

機構の業務の財源として取り

扱う全ての資金に関する契約

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 新たな契約

方式として、着実に推進してい

ると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 新たな契約

方式として、着実に推進してい

ると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：本モニタリン

グは不適切な経理の発生抑止

等の牽制機能として期待でき
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等が締結した契約状

況の確認等 

研究課題責任者等が

締結した契約につい

て不適切な経理の発

生の抑止又は監視の

ため、四半期ごとに事

務職員をもって構成

した確認チームが、見

積書等の会計書類又

はデータの確認の他、

研究課題責任者等若

しくは取引業者への

聞き取り、または物品

等の実地調査のうち

一部または全部の方

法により行うことと

する。 

 

（２）随意契約に関す

る内部統制の確立  

少額以外の随意契約

を締結しようとする

案件については、機構

内に設置された契約

審査委員会において、

事前に競争性のある

調達手続の実施の可

否の観点から審査を

受けることとする。  

 

 

 

 

（３）発注者以外の職

員の立会いによる検

収の徹底  

全ての購入物品、役

務、工事において、発

注者の検査のほか、原

則として事務部門が

検収を実施すること

について、分割発注及び預け金

等の不適切な経理の発生抑止、

監視のため、モニタリングを実

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随意契約案件については、契約

審査委員会において、少額以外

の全ての随意契約について機

構の契約事務細則との適合や

より競争性のある調達手続の

実施の可否の観点から事前審

査を実施した。その結果、上下

水道の供給を受ける場合やソ

フトウェア・プログラム保守及

び情報提供サービス等で当該

調達相手方が特定されるもの

など随意契約によらざるを得

ないものについて審査の結果、

適合と判断された。 

 

「公的研究費の管理・監査のガ

イドライン（平成 26 年 2 月改

正）」を踏まえ、全ての購入物

品、役務、工事において、発注

者の検査のほか、原則として事

務部門が検収を実施すること

によるチェック体制について

平成 29 年度も引き続き運用を

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：少額随意契約

を除く全ての随意契約につい

て事前に随意契約理由の妥当

性について審査し、厳格に運用

することができたと評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ガイドライン

に沿って事務部門が検収を行

う体制により、検査・検収業務

に取り組むことができたと評

価できる。 

 

 

 



125 
  

によるチェックが有

効に機能するシステ

ムを引き続き運用す

ることにより、架空発

注の防止を図ること

とする。 

 

（４）研究者、調達担

当者に対する調達に

関する不祥事事案等

の研修の実施 

・ 関係者のコンプラ

イアンス意識の向上

を図るため、コンプラ

イアンス教育のあり

方を見直し、強化する

とともに、研究費の不

正使用を未然に防ぐ

ための環境整備を行

うとともに、発見・警

告・是正の仕組みをシ

ステムとして構築す

る等の取組を行う。 

 

・ 調達に関するマニ

ュアル類は不断の見

直しを行い、改訂した

場合は機構内イント

ラネット等を通じ、職

員に周知徹底を図る

ものとする。さらに会

計検査院の決算検査

報告等に掲載された

他法人等の事案のう

ち、機構にも大きな影

響を与えるものと思

料される事案につい

ては、機構内イントラ

ネットによる周知や

ｅ-learning による研

修などを活用し、注意

喚起を行う。 

行った。 

 

 

 

 

 

 

昨年度に制定・改正を行った研

究費不正防止に関わる規程類

に基づき、リスク管理を行って

いる。四半期毎に全少額契約案

件を対象にモニタリングを行

い、抽出を行った対象者へのヒ

アリング等により分割発注等

が行われていないかどうかの

チェックを行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

調達に関するマニュアル類は

不断の見直しを行うとともに、

機構内イントラネットを通じ、

職員に周知徹底を図った。ま

た、平成 28 年度決算検査報告

に掲載された他法人の事案の

うち、機構の契約にも影響する

ような案件は運営会議やイン

トラネットで周知し、注意喚起

を行った。また、昨年度に導入

した e-learnimg プログラムに

より、全職員を対象に研究費不

正使用防止教育を行っており、

新規採用職員等への受講指示

や全職員の受講管理を行って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：研究費不正使

用防止に関しては、研修やイン

トラネットによる周知を通し

て、関係者の問題意識向上に努

めることができたと評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：イントラネッ

ト、e-learnimg プログラム等

様々な手段で職員の不正防止

の意識向上を図った。 
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２．文部科学省所管の

８国立研究開発法人

間における調達実績

情報の共有に関する

取組。 

 

文部科学省所管の研究開発８

法人において連携し、研究機器

等の「市場性の低い調達物品」

のうち、共通的に調達している

物品を対象とし、情報共有を行

うことにより、適正な契約額の

把握に努めた。 

 

 

計画通りの進捗：適正価格での

契約に資するための情報共有

化に取り組むことができたと

評価できる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）④ 保有資産の見直し等 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有資産については、

実態把握の継続的な実

施により、その保有の

必要性について厳しく

検証するものとする。 

 

 

 

 

 保有資産につい

ては、実態把握を

継続的に行い、資

産の利用度及び有

効活用の可能性等

の観点に沿って、

その保有の必要性

について厳しく検

証する。 

 保有資産の必要

性について適宜検

証を行い、必要性

がないと認められ

る資産について

は、独立行政法人

通則法の手続きに

従って適切に処分

する。 

 

 

 

①保有資産の必要性

について適宜検証を

行い、必要性がないと

認められる資産につ

いては、適切に処分す

る 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

・実物資産の状況 

茨城県つくば市に本部及び研

究活動拠点を有している。建物

は研究本館（管理棟、居室棟な

ど）や研究実験棟等 44 棟から

構成されており、土地面積は約

34 万㎡である。 

 

・保有資産の必要性 

研究プロジェクトの推進など

中長期計画に基づく着実な業

務の実施、構造材料研究拠点や

情報統合型物質・材料研究拠点

などによる産学官融合を促進

する拠点運営業務を効果的に

実施していくために、現状の保

有資産は今後も必要不可欠で

ある。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 機構の任務

を遂行する手段としての有用

性・有効性、事業目的及び内容

に照らした資産規模等が適切

であると評価できる。 

 

主要な研究設備等は、毎年減損

調査を行っており、当該年度末

において減損の兆候はなかっ

た。 

 

実態把握については、平成30年

度は並木地区の保有資産の棚

卸を実施するなど、今後も定期

的に管理状況や使用実態の把

握に努める。 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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・実態把握 

平成 29 年度は、千現地区の保

有資産（16,235 点）の棚卸を実

施し、適切に管理されているこ

とを確認した。 

 

（参考）主要資産の概要（2018

年 3 月末現在） 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（５） その他の業務運営面での対応 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、社会への説

明責任を果たすため、

情報提供等を適切に行

うとともに、環境への

配慮促進、男女共同参

画等に適切に対応する

ものとする。 

 機構の諸活動の

社会への説明責任

を果たすため、保

有する情報の提供

のための措置を充

実するとともに、

開示請求への適切

かつ迅速な対応を

行う。個人の権利、

利益を保護するた

め、機構における

個人情報の適切な

取扱いを徹底する

とともに、苦情処

理への適切かつ迅

速な対応等を行

う。 

 また、政府の施

策等を踏まえつ

つ、環境への配慮

促進、男女共同参

画や次世代育成支

 機構の諸活動の

社会への説明責任

を果たすため、保

有する情報の提供

のための措置を充

実するとともに、

開示請求への適切

かつ迅速な対応を

行う。個人の権利、

利益を保護するた

め、機構における

個人情報の適切な

取扱いを徹底する

とともに、苦情処

理への適切かつ迅

速な対応等を行

う。 

また、政府の施策

等を踏まえつつ、

環境への配慮促

進、男女共同参画

や次世代育成支援

 

 

 

①保有する情報の提

供のための措置を充

実するとともに、開示

請求への適切かつ迅

速な対応を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②個人情報の適切な

取扱いを徹底すると

ともに、苦情処理への

適切かつ迅速な対応

＜主要な業務実績＞ 

 

 

公式ホームページにおいて機

構の経営等に関する諸情報の

提供を推進するとともに、情報

公開窓口を置き、制度及び利用

手続き等に関し周知を行った。

平成 29 年度については、7件の

情報の開示請求があり、独立行

政法人等の保有する情報の公

開に関する法律に基づき、手続

き及び開示を行った。また、担

当者の資質向上のため、外部機

関が主催する情報公開に関す

る研修に参加させ理解を深め

た。 

 

個人情報保護規程に則り、個人

情報の管理状況の点検を実施

し、個人情報の適切な管理運用

を行った。併せて、新たに個人

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗：情報の公開、

情報公開請求について、適切な

取扱を推進している。また今後

も情報公開に関する外部研修

に参加し、実際の情報公開請求

時の対応に活かす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 個人情報保

護規程による個人情報、特定個

人情報の適切な管理運用を実

施している。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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援等に適切に対応

する。 

等に適切に対応す

る。 

等を行う 

 

 

 

 

 

③環境への配慮促進、

男女共同参画や次世

代育成支援等に適切

に対応する 

情報保護に関する職員向け研

修を実施した。また、担当者の

資質向上のため、外部機関が主

催する個人情報保護に関する

研修に参加させ理解を深めた。 

 

【環境への配慮促進】環境配慮

の基本方針に沿った、省エネの

推進（地球温暖化防止）、廃棄物

の削減と再資源化、グリーン調

達、化学物質等の排出に関する

適正管理、構内緑地の保存の取

組を実施し、環境に配慮した事

業活動に努めた。 

【男女共同参画他】外部機関と

連携し男女共同参画を普及啓

発・推進する活動を行った。国

内 18 の研究教育機関がメンバ

ーとなって男女共同参画を連

携して推進する「ダイバーシテ

ィ・サポート・オフィス（DSO）」

の幹事機関の代表として活動

し、また、DSO のアドバイザー

として「つくば女性研究者支援

協議会」にも参加した。さらに、

国の男女共同参画基本計画に

沿った機構の第3次男女共同参

画グランドデザイン、次世代育

成支援対策推進法に基づく行

動計画及び女性活躍推進法に

基づく行動計画に従ったアク

ションプランを実行し、男女が

ともに働きやすい勤務環境の

整備を継続的に推進した。子育

て・介護支援制度では 11 名を

採択し、保育園の送迎などで勤

務時間に制限のある職員への

支援を行った。ダイバーシティ

推進の一環として、女性管理職

の育成セミナーに職員を派遣

するとともに、キャリアエンカ

レッジメントセミナー（Python

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 環境に配慮

し、環境負荷の低減を図るため

省エネ等の取組を継続して実

施しており評価できる。 

男女共同参画については、外部

機関と連携して、男女共同参画

を普及・推進する活動を積極的

に行ったことは評価できる。ま

た、育児介護等に関する諸制度

を十分に整備しており、制度周

知の研修や育児・介護中職員の

支援などの活動を継続して行

ったことは評価できる。 
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プログラミング研修、英語学習

支援、介護離職防止等）を開催

した。また、上記セミナーにお

いて子育て・介護支援制度の説

明を行い、制度の周知を図っ

た。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

① 年度計画の別添 2

を参照 

＜主要な業務実績＞ 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

ⅰ) 予算（支出決算額の状況) 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

【債務残高の主な発生理由と

使途】 

「重点研究開発領域における

基礎研究及び基盤的研究開発」

については、研究開発力のさら

なる強化を図るべく、機構内公

募型研究の実施や研究環境整

備等の強化費用に充てるため、

翌事業年度に繰り越したもの。 

「研究成果の情報発信及び活

用促進、中核的機関としての活

動」については、革新的材料開

発力強化事業のさらなる加速

のための設備整備や国際的ネ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

計画通りの進捗：独立行政法人

会計基準に則り収益化単位の

業務ごとに予算実績管理を適

切に行っており、運営費交付金

の執行率も 93.5％と高く、計画

的に予算執行が行われた。 

 

各セグメントの運営費交付金

債務残高の発生理由及び翌事

業年度における使途は明確に

なっており、適切な執行状況と

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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ットワークの構築等の費用に

充てるため、翌事業年度に繰り

越したもの。 

「法人共通」については、長

期損害保険契約の一括前払い

保険料のうち、未経過分を翌事

業年度に繰り越したもの。 

いずれも翌事業年度以降に収

益化予定である。 

 

【乖離理由】 

※2 「重点研究開発領域にお

ける基礎研究及び基盤的研究

開発」における受託等事業費の

乖離は、積極的な受託活動によ

り決算額が増加したことによ

る。 

※3 「研究成果の情報発信及

び活用促進、中核的機関として

の活動」における補助金等事業

費の乖離は、平成 29 年度補正

による施設整備費補助金等を

翌事業年度に繰越したことに

よる。 

 

ⅱ） 収支計画の状況 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

【業務達成基準への対応等】 

運営費交付金収益の計上基

準は、研究部門では業務達成基

準を、一般管理部門（法人共通）

では期間進行基準を適用して

いる。 

共通的な費用（環境整備費や

水道光熱費等）は、各セグメン

トに従事者数比、施設面積比等

の合理的な基準により配分し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特許実施料や施設利用料等の

自己収入の安定的な確保、積極

的な受託活動による受託事業

等の獲得により、経常収益は計

画予算に対して 17.0%の増加と

なった。結果、事業損益は 663

百万円となった。 

 

各セグメントの事業損益は明

確になっており、最終的な当期

総利益801百万円の内訳も明確

になっていることから、健全な

財務状況と評価できる。 

 
４．その他参考情報 
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特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  短期借入金の限

度額は20億円とす

る。短期借入が想

定される理由とし

ては、年度当初に

おける国からの運

営費交付金の受入

れの遅延、受託業

務に係る経費の暫

時立替等が生じた

場合である。 

 短期借入金の限

度額は20億円とす

る。短期借入が想

定される理由とし

ては、年度当初に

おける国からの運

営費交付金の受入

れの遅延、受託業

務に係る経費の暫

時立替等が生じた

場合である。 

 

 

 

① 短期借入金の限度

額は 20 億円とする 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  重要な財産を譲

渡、処分する計画

はない。保有資産

の必要性について

適宜検証を行い、

必要性がないと認

められる資産につ

いては、独立行政

法人通則法の手続

きに従って適切に

処分する。 

 重要な財産を譲

渡、処分する計画

はない。 

 

 

 

① 重要な財産を譲

渡、処分する計画はな

い 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－４ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   重要な財産の譲

渡、又は担保に供

する計画はない。 

 

 

 

① 重要な財産の譲

渡、又は担保に供する

計画はない 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－５ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  機構の決算にお

いて剰余金が発生

した場合の使途

は、重点研究開発

業務や中核的機関

としての活動に必

要とされる業務へ

の充当、研究環境

の整備や知的財産

管理・技術移転に

係る経費、職員教

育の充実、業務の

情報化、機関とし

て行う広報の充実

に充てる。 

 機構の決算にお

いて剰余金が発生

した場合の使途

は、重点研究開発

業務や中核的機関

としての活動に必

要とされる業務へ

の充当、研究環境

の整備や知的財産

管理・技術移転に

係る経費、職員教

育の充実、業務の

情報化、機関とし

て行う広報の充実

に充てる。 

 

 

 

①重点研究開発業務

や中核的機関として

の活動に必要とされ

る業務への充当、研究

環境の整備や知的財

産管理・技術移転に係

る経費、職員教育の充

実、業務の情報化、機

関として行う広報の

充実に充てる 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

当期総利益の発生要因は以下

のとおり。 

項 目 金 額 

１． 特許権

収入から生

じた利益 

152百万円 

２． 会計上

の利益（未償

却相当額） 

649百万円 

合 計 801百万円 

 

【剰余金の使途】 

1.特許権収入から生じた利益

は、経営努力認定を受けるべく

目的積立金として申請し、翌事

業年度以降における広報活動

及び中核機関としての活動に

必要とされる経費に充当予定

である。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗：当期総利益の

発生要因は明確になっており、

特許権収入から生じた利益を

目的積立金として申請するな

ど、適切な対応が行われている

ものと評価できる。 

 

また、剰余金の使途は、中長期

計画に定めた使途内容に沿っ

て有効かつ適切に使用予定で

あり、特段の問題はない。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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2.会計上の利益は、翌事業年度

以降に発生する減価償却費の

負担財源として充当予定であ

る。 

 

目的積立金等の状況 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 
４．その他参考情報 
特になし 

様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－１ 施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0234,0235,0236 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  機構における研

究活動の水準を向

上させるため、常

に良好な研究環境

を維持、整備して

いくことが必要で

あることから、既

存の研究施設及び

中長期目標期間中

本年度中に取得ま

たは整備を実施す

る施設・設備は以

下の通り。 
施

設・

整備

の内

容 

予定

額

（百

万

円） 

財

源 

 

 

 

①革新的材料開発強

化プログラム（Ｍ-ｃ

ｕｂｅ）による防災・

減災の推進 

（H29 施設整備補助

金） 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

構造物等に用いられる鉄鋼材

料や高分子材料の劣化機構の

解明等を通して地震や大規模

災害に強い革新的な材料の創

出を加速することを目的の１

つとするデータプラットフォ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 施設の整備

は計画通りに進んでいる。 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 
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に整備される施設

の有効活用を進め

るとともに、老朽

化対策を含め、施

設・設備の改修・更

新・整備を重点的・

計画的に実施す

る。 

 なお、中長期目

標を達成するため

に必要な実験に対

応した施設や外部

研究者の受入れに

必要な施設の整

備、その他業務の

実施状況等を勘案

した施設整備が追

加されることが有

り得る。また、施

設・設備の老朽度

合等を勘案した改

修・更新等が追加

される見込みであ

る。 

マテ

リア

ルズ

オー

プン

プラ

ット

フォ

ーム

新棟

の建

設 

3,000 

施

設

整

備

費

補

助

金 

デー

タプ

ラッ

トフ

ォー

ムの

整備 

991 

施

設

整

備

費

補

助

金 

鉄鋼

材料

分析

等の

為の

研究

施設

整備 

1,083 

施

設

整

備

費

補

助

金 

防

災・

減災

に必

要な

老朽

化対

策 

872 

施

設

整

備

費

補

助

金 

防

災・

減災

に資

する

研究

850 

施

設

整

備

費

補

 

 

 

②物質・材料研究機構

の防災・減災に資する

施設等整備 

（H29 施設整備補助

金） 

 

 

 

 

③革新的材料開発強

化プログラム（Ｍ-ｃ

ｕｂｅ）による防災・

減災の推進 

（H29 設備整備補助

金） 

ームの構築や最先端大型設備

の整備に着手した。 

 

施設の故障の回避や大災害時

における二次災害発生の抑制

等の防災・減災対策を行うため

の施設の更新・改修に着手し

た。また、災害に強い材料の創

製を加速するための高分子材

料等の劣化機構の解明に資す

る大型設備の整備に着手した。 

 

構造物等に用いられる鉄鋼材

料や高分子材料の劣化機構の

解明等を通して地震や大規模

災害に強い革新的な材料の創

出を加速することを目的の一

つとし、最先端研究設備の整備

に着手した。 

 

 

 

計画通りの進捗： 施設の整備

は計画通りに進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 設備の整備

は計画通りに進んでいる。 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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施設

の整

備 

助

金 

構造

材料

解析

装置

群 
111 

設

備

整

備

費

補

助

金 

ポリ

マー

ミニ

マル

ファ

ブの

構築 

215 

設

備

整

備

費

補

助

金 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  国内外から優秀

な研究者を採用す

るため、国際公募

の実施等により職

員の採用プロセス

を更に透明化する

とともに、外国人

研究者の採用と受

入れを円滑かつ効

率的に進めるため

に事務部門をはじ

め外国人研究者の

支援体制を維持す

る。また、若手・女

性研究者の活用及

び国際的に卓越し

た研究者の積極的

採用・確保・育成等

を進めるととも

に、研究活動を効

率化するため、必

要な研究支援者や

 国内外から優秀

な研究者を採用す

るため、国際公募

の実施等により職

員の採用プロセス

を更に透明化する

とともに、外国人

研究者の採用と受

入れを円滑かつ効

率的に進めるため

に事務部門をはじ

め外国人研究者の

支援体制を維持す

る。また、若手・女

性研究者の活用及

び国際的に卓越し

た研究者の積極的

採用・確保・育成等

を進めるととも

に、研究活動を効

率化するため、必

要な研究支援者や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

【大臣評価書における指摘】日

本の強みである物質･材料技

術､データ､ノウハウ等の中核

的組織としての役割のほか、国

益を優先した研究戦略、人材育

成の方向性を示していくこと

を期待する。 

【対応】「人事に関する計画」に

あっては、特定国立研究開発法

人たるに相応しい世界トップ

レベルの成果を継続して生み

出し、この活用を促進するた

め、クロスアポイントメントを

含めたあらゆる手法により優

れた職員を確保することは言

うに及ばず、前年に見直しを行

った職員評価制度を活用する

ことにより機構が求める人材

へと動機付けしその育成を図

るとともに、当期体系化を進め

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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技術者を確保す

る。さらに、新たな

イノベーション創

出を目指し、クロ

スアポイントメン

ト制度の活用等に

より、企業や大学

等の研究者を受け

入れる。 

 職員一人一人が

機構の使命を十分

に認識し、やりが

いを持って業務に

従事できるよう、

良好な職場環境の

構築、職員のメン

タルケアの充実、

経営層と職員との

コミュニケーショ

ンの機会を確保す

るとともに、様々

な研修機会を活用

した長期的視野に

立った職員の能力

開発など、人材マ

ネジメントを継続

的に改善する。 

 また、機構の研

究者や技術者の技

術やノウハウが、

組織として適切に

伝承されるよう、

若手研究者の組織

的な指導教育、転

出時における引継

ぎの徹底などによ

り、データ管理と

活用等の観点から

適切な方策を講じ

る。 

技術者を確保す

る。さらに、新たな

イノベーション創

出を目指し、クロ

スアポイントメン

ト制度の活用等に

より、企業や大学

等の研究者を受け

入れる。 

職員一人一人が機

構の使命を十分に

認識し、やりがい

を持って業務に従

事できるよう、良

好な職場環境の構

築、職員のメンタ

ルケアの充実、経

営層と職員とのコ

ミュニケーション

の機会を確保する

とともに、様々な

研修機会を活用し

た長期的視野に立

った職員の能力開

発など、人材マネ

ジメントを継続的

に改善する。 

また、機構の研究

者や技術者の技術

やノウハウが、組

織として適切に伝

承されるよう、若

手研究者の組織的

な指導教育、転出

時における引継ぎ

の徹底などによ

り、データ管理と

活用等の観点から

適切な方策を講じ

る。 

 

 

 

①国内外から優秀な

研究者を採用するた

め、採用プロセスを更

に透明化するととも

に、外国人研究者の支

援体制を維持する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②若手・女性研究者の

活用及び国際的に卓

越した研究者の積極

的採用・確保・育成等

を進めるとともに、必

要な研究支援者や技

術者を確保する 

 

 

 

 

 

 

 

 

た研修制度の一層の充実によ

ってその育成を強化する。 

 

透明性確保のため、研究者の採

用は国際公募とし、優秀な研究

者を採用するため、物質・材料

科学一般分野では 4段階、分野

指定公募でも3段階の審査によ

り慎重な審査を引き続き実施

した。外国人研究者の支援体制

充実のため、エンジニア職の公

募にあたっては英語によるコ

ミュニケーション能力の確認

を行った。更に文部科学省の

“卓越研究員制度”を利用し、

優れた若手研究者の採用を行

った。また、外国人研究者への

支援の一環として、平成 29 年

度より機構の業務の執行に関

する重要事項を審議する運営

会議の資料を英訳し、これを速

やかに配布するサービスを開

始した。これにより、外国人研

究者に機構の運営方針、制度改

正等に関する情報が適切に展

開される環境が強化された。 

 

優れた若手研究者を活用する

ために、平成 29 年度に全研究

拠点に拡充した独立研究者制

度において新規で 2 名登用し

た。新規の研究職採用者（14 名

（うち女性 1名、外国人 1名））

に占める 37 歳以下の若手研究

職（12 名）の割合は、平成 28 年

度の 75%から 85%へと増加し、

また、女性の割合は同レベルを

維持できた。研究職全体の平均

年齢はH28年度の47.4歳から、

H29 年度 47.3 歳と、若干ではあ

るが下がった。当該新規採用者

には、高機能 Mg 合金の開発に

 

 

 

計画通りの進捗： 職員の採用

プロセスの透明化を図るとと

もに、外国人研究者の採用と受

入れを促進するための支援体

制の強化が行われている。特に

今年度は“卓越研究員制度”か

らの採用者を幅広く検討し2名

を採用した。その卓越研究員を

迎えるにあたり、MANA で培って

いる独立研究員制度の研究環

境、ノウハウを活かして、優れ

た研究者に快適な研究環境を

提供した。加えて、機構の経営

において重要な役割を担う運

営会議の情報が外国人研究者

に対しても適切に敷衍される

環境が担保されたことは評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 積極的な人

材登用策により、若手・女性研

究者を処遇し、研究体制の若返

りを図ろうとしている点は高

く評価できる。当機構の強みで

ある研究支援者による材料評

価試験技術等の伝承を確保す

るための採用は適切な措置と

いえる。 
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③クロスアポイント

メント制度の活用等

により、企業や大学等

の研究者を受け入れ

る 

 

 

 

 

④人材マネジメント

を継続的に改善する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤研究者や技術者の

技術やノウハウが、組

織として適切に伝承

される適切な方策を

講じる 

優れた業績を有する女性研究

者（同業績によりロレアル―ユ

ネスコ女性研究者国際新人賞

を受賞。）を含む。一方、エンジ

ニア職にあっては、7 名（うち

女性 2名）を採用し、当機構の

強みである研究支援者の充実

や技術（材料評価試験技術等）

の伝承を確保した。 

 

新たなイノベーション創出を

目指し、クロスアポイントメン

ト制度を積極的に活用した結

果、企業から 4 名（28 年度：3

名）、大学等から 12名（東京大

学との組織的連携に基づく受

入 5名を含む。）（28年度：4名）

の受け入れを実施した。 

 

全定年制職員を対象とした理

事長及び理事による個別面談

を実施し、経営層と職員とのコ

ミュニケーションの機会を設

け、現場の意見の吸い上げと経

営方針の浸透及び敷衍を図っ

た。また、人材マネジメントの

最適化を目指し、職員研修制度

の見直しを行うため検討委員

会を設置して検討を行い、各部

署にて実施されている各種職

員研修の体系化を進めた。一

方、引き続き、良好な職場環境

の構築のため、メンタルヘルス

カウンセラーを配置し、メンタ

ルケアの充実を図った。 

 

定年退職した研究者及びエン

ジニアを再雇用し、研究支援部

門に配置することにより技術

やノウハウの伝承を図るとと

もに、伝統的な技術分野での技

術の継承が断絶することの無

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 東京大学と

の組織的クロスアポイントメ

ントを実施するなどクロスア

ポイントメント制度の活用等

により研究者の受け入れを着

実に実施したことは評価でき

る。 

 

 

計画通りの進捗： メンタルケ

アや職員研修制度の見直し、更

には役員による職員の個別面

談等を通じて人材マネジメン

トが適切に実施されていると

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 研究者及び

エンジニアの再雇用やエンジ

ニア職の計画的な採用・配置に

より機構内の優れた技術・ノウ

ハウの伝承を図ったことは評

価できる。人員体制の強化を図
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いよう採用分野に一定の配慮

を行い、エンジニアを補充し

た。加えて、研究支援部門の安

定と更なる発展に向け、任期制

エンジニアなどの任期制職員

が無期労働契約転換職員とな

るための制度整備を行った。 

るべく、無期労働契約制度を人

事計画に適切に取り入れたこ

とは評価できる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－３ 中長期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  中長期目標期間

を超える債務負担

については、研究

基盤の整備等が中

長期目標期間を超

える場合で、当該

債務負担行為の必

要性及び資金計画

への影響を勘案し

合理的と判断され

るものについて行

う。 

 中長期目標期間

を超える債務負担

については、研究

基盤の整備等が中

長期目標期間を超

える場合で、当該

債務負担行為の必

要性及び資金計画

への影響を勘案し

合理的と判断され

るものについて行

う。 

 

 

 

① 必要性及び資金計

画への影響を勘案し

合理的と判断される

ものについて行う 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－４ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0235 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  前中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法

人通則法第４４条

の処理を行ってな

お積立金があると

きは、その額に相

当する金額のうち

文部科学大臣の承

認を受けた金額に

ついて、以下のも

のに充てる。 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている、重点

研究開発業務や中

核的機関としての

活動に必要とされ

る業務に係る経

費、研究環境の整

備に係る経費、知

的財産管理・技術

 前中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法

人通則法第４４条

の処理を行ってな

お積立金があると

きは、その額に相

当する金額のうち

文部科学大臣の承

認を受けた金額に

ついて、以下のも

のに充てる。 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている、重点

研究開発業務や中

核的機関としての

活動に必要とされ

る業務に係る経

費、研究環境の整

備に係る経費、知

的財産管理・技術

 

 

 

①前中長期目標期間

の最終年度において、

独立行政法人通則法

第４４条の処理を行

ってなお積立金があ

るとき 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

前中期目標期間繰越積立金は、

以下のとおり、当事業年度にお

いて一部の取崩を行った。 

 

①期首残高：323 百万円 

②広報活動経費、中核機能強化

経費への充当：97百万円 

③当事業年度の減価償却費等

への充当：40百万円 

期末残高（①－②－③）： 

186 百万円 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

中長期計画で定めた積立金の

使途に沿って有効かつ適切に

取崩を行っており、特段の問題

はない。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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移転に係る経費、

職員教育に係る経

費、業務の情報化

に係る経費、広報

に係る経費 

・自己収入により

取得した固定資産

の未償却残高相当

額等に係る会計処

理 

移転に係る経費、

職員教育に係る経

費、業務の情報化

に係る経費、広報

に係る経費 

・自己収入により

取得した固定資産

の未償却残高相当

額等に係る会計処

理 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 


